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第第１１章章  調調査査のの概概要要  

 
１． 調査目的 

石油ガス物流は、共同充てん及び共同配送等の企業間提携、民生用バルク配送の普及、

一次基地・二次基地におけるシリンダー充てん設備の併設による大型デポ（一時的シリン

ダー保管場所）へのシリンダー出荷など、石油ガス物流コスト低減に向けた様々な取り組

みが進められているが、その取り組み状況は地域により温度差がある。 
本事業は、平成 6 年からの卸売事業者の経年動向を調査する継続事業であり、平成 20

年度は、サブタイトルとして交錯配送を減少するための対策を検討することを目的に調査

を実施した。具体的には、全国の石油ガス物流構造の現状把握と物流合理化への取り組み

状況、及び今後の意向に関する調査を行ない、物流合理化に係る動向を整理するとともに、

地域間の違いを明らかにし、物流合理化の推進に向けた課題を整理した。 
 
【卸売事業者実態調査】 

ＬＰガス卸売販売事業者（直売を含む）に対し、経営動向等の調査とあわせて、ＬＰ

ガス流通合理化への取り組み状況や環境変化への対応状況などについてアンケート調査

を実施した。 
 
【合理化状況調査】 

各地での合理化への取り組み状況について、専門部会委員から自社での取り組みやマ

スコミ報道等に基づき報告をいただき、専門部会にて分析を行った。 
また、複数の卸売事業者による共同充てん・共同配送や充てん所設備のリニューアル

等の、流通合理化への取り組み状況についてヒアリング調査を実施した。 
 
 
 

２． 調査結果の概要 
（１） 「ＬＰガス卸売事業者の実態調査」調査対象及び回収状況 

 票数 説明 

調査対象 1199件 全国のLPガス卸売事業者リスト（平成20年11月時点） 
修正母集団 1195件 上記リストから廃業、合併、あて先不明を除く 
アンケート回収数 634票  
アンケート回収率 53.1％  
分析対象卸売事業者数 539票 回収票のうち充てん所のある事業者 

 
 



 

 2 

（２） 調査結果の概要 
①ＬＰガス卸売事業者の実態調査結果 
ⅰ）資本金・業務内容 
ＬＰガス卸売事業者（充てん所を所有する事業者）（以下、「ＬＰガス卸売事業者」と

いう。）は、小規模事業者が減少し、大規模化が進展している。それに伴い、拠点数も増

加に転じている。 
z ＬＰガス卸売事業者の資本金は、「3千万円未満」が 32.3％を占め最も多く、次いで
「5千万円未満」（16.1％）、「10億円以上」（15.6％）と続く。過年度との比較では、
「1 千万円未満」「3 千万円未満」は減少傾向にあり、一方「1 億円以上」はここ 3
年の増加傾向が顕著である。 
z 平均営業拠点数については、自社・系列関連会社ともに「小売拠点」が最も多く、
合わせて 10.7箇所、次いで「卸売拠点」が 5.1箇所、「配送センター」4.1箇所、「充
てん所」3.8箇所となっている。過年度との比較では、「配送センター」を除く全て
の拠点が、平成 19年度に比べ増加している。 
z 業務内容については、「ＬＰガス卸売」が 95.4％、「ガス機器販売」が 92.0％と 9割
を上回っている。また、「ＬＰガス直売（工業用・業務用）」が 84.2％、「ＬＰガス
受託充てん」83.9％、「ＬＰガス家庭用直売（小口業務用を含む）」83.5％、「ガス工
事」82.7％が 8 割を上回っており、これに「ＬＰガス受託配送」を加えた業務展開
を図っている事業者が多い。 

 
ⅱ）売上高の状況 

1社あたりのＬＰガス及び関連売上高（合計）は、平成 20年度調査では増加に転じた。 
z ＬＰガス及び関連売上高（合計）は、1 社あたり平均で 26.39 億円となった。過年
度と比較すると、平成 19年度調査（平成 18年度の売上高）においてそれまでの増
加傾向から一転して低下したものの、平成 20年度調査（平成 19年度の売上高）で
は CP高騰に伴う販売価格の上昇等により再び増加した。 
z ＬＰガス及び関連売上高の業務別構成は、「卸売（含む業務用・工業用）」が 43.7％
を占め最も多く、次いで「家庭用直売（含む小口業務用）」が 35.9％に上る。この 2
項目で全体の 79.6％を占めている。 
z ＬＰガス卸売事業に占める卸売の割合（直売子会社への卸売を含む）は、「80％以
上」が 18.9％と最も多く、次いで「10％未満」が 12.8％となっている。「50％以上」
を占める事業者は、全体の 45.8%に上る。 

 
ⅲ）販売量等の状況 
ＬＰガス卸売事業者の年間販売数量は「5 千トン未満」以下の事業者が、直売年間販
売数量は「2千トン未満」以下の事業者が、それぞれ約半数を占める。 
z ＬＰガス年間販売数量は、「3万トン未満」が 15.8％と最も多いが、「5千トン未満」
以下を合計すると全体の 49.7%に上る。また家庭用・業務用の直売年間販売数量は、
「500 トン未満」が 23.6％と最も多く、「2 千トン未満」以下を合計すると全体の
50.1%とほぼ過半数になる。 
z ＬＰガス年間販売数量は、「東海」ブロックの事業者は販売量の大きな事業者が多い
ものの、「北海道」「東北」「中国」「四国」ブロックの事業者は販売量の小さな事業
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者が多い。また、地域事業者に比べ広域事業者の方が販売量の大きな事業者が多い。 
z ＬＰガスシリンダー消費者件数割合（家庭用・業務用登録件数、卸売分を除く：平
成 20年 3月末日現在）は、自社・グループ子会社とも「3千件未満」が最も多く、
件数が少ない事業者の割合ほど高くなる傾向にある。 
z バルク消費者件数割合（家庭用・業務用登録件数：平成 20 年 3 月末日現在）は、
自社・グループ子会社とも「100 件未満」が最も多く、件数が少ない事業者の割合
ほど高くなる傾向にある。 

 
ⅳ）従業員構成 
ＬＰガス卸売事業者は、従業員数の大きな事業者の割合が高まっているものの、従業

員の高齢化も進展している。雇用環境については、同業他社と差のない事業者が多い。 
z ＬＰガス部門の従業員数（パート等を含む）は、「50人以上」が 24.9％と最も多く、
次いで「20人未満」が 21.9％となっている。過年度の比較では、「10人未満」の事
業所の減少傾向が続いているほか、「50人以上」の事業所の増加傾向も続いている。 
z ＬＰガス部門の従業員数（パート等を含む）は、「中国」「四国」ブロックの事業者
は従業員数の少ない事業者が多い。 
z ＬＰガス部門従業員の平均年齢（パート等を含む、子会社・関係会社の従業員は含
めない）は、全社平均で男性が 44.3 歳、女性が 40.6 歳であった。ＬＰガス部門従
業員の年齢構成（男女合計）は、「30代」が 25.4％で最も多く、次いで「40代」24.7％、
「50 代」21.6％となっている。男女別では、男性は「40 代」以上が 58.5％を占め
中高年層が多いのに対し、女性は「30代」以下が 49.4％を占めている。 
z ＬＰガス部門従業員の平均就業年数（パート等を含む、子会社・関係会社の従業員
は含めない）は、全社平均で男性が 15.9年、女性が 11.6年であった。 
z ＬＰガス部門従業員の一人あたり平均年間総支給額（パート等を含む、子会社・関
係会社の従業員は含めない）は、全社平均で男性が 492.5万円、女性が 300.5万円
であった。 
z ＬＰガス部門従業員の部門別構成（パート等を含む、男女計）は、「家庭用直売」が

33.9％を占め最も多くなっている。男女別では、男性は「物流部門」、女性は「管理
部門」及び「その他」の割合がそれぞれ高くなっている。 
z ＬＰガス部門従業員の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）については、正社員及び
パート・アルバイトのいずれについても「差はない（同条件である）」と考えている

事業者が「自社の方が長い（高い）」や「同業他社の方が長い（高い）」よりも多く

なっている。特に「北海道」ブロックの事業者ではこの傾向が顕著である。 
z 「自社の方が長い（高い）」と「同業他社の方が長い（高い）」の間で比較すると、
同業他社よりも自社の方が条件は良いと考えている事業者の割合が多くなっている。 

 
ⅴ）設備の概要 
ＬＰガス卸売事業者が管理する設備については、タンクの老朽化が顕著であるほか、

貯槽容量・プラットホーム面積等小規模の設備が多い。 
z 充てん施設に設置されているタンクの設置経過年数については、「30 年以上」が

41.7％と最も多く、次いで「30年未満」が 14.8％となっている。特に「近畿」ブロ
ックでは、「30年以上」が 72.3％を占めている。「25年未満」以上（設置後 20年以
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上経過）のタンクは、全体で 68.6％を占め、全体の 3分の 2以上となっている。 
z 充てん施設にあるタンクの貯槽容量合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）につい
ては、「20トン未満」が 18.7％と最も多いものの、「100トン以上」が 18.6％、「100
トン未満」17.8%、「40トン未満」16.3％などバラついている。貯槽容量「100トン
未満」以上（50 トン以上）は、全体で 36.4％となっている。また充てん所 1 箇所
設置事業者では、約半数の事業者がタンク貯槽容量合計「30トン未満」以下となっ
ている。 
z 充てん施設のプラットホーム面積の合計については、「250ｍ２未満」が 33.0％と最
も多く、次いで「500ｍ２未満」が 26.7%となっている。「500ｍ２未満」以下は、全
体で 59.7％と過半数を占めている。また充てん所 1箇所設置事業者では、45％の事
業者がプラットホーム面積合計「250ｍ２未満」となっている。 
z 自社で保有している配送用・業務用車両台数（平成 20 年 3 月末日現在）は、全国
合計で、シリンダー配送車両が 6,591台、バルクローリー車両が 612台、業務用車
両（配送車以外の車両）が 15,621台に上る。このうちＬＰガス自動車の台数は、全
国合計で、シリンダー配送車両が 1,411台（21.4％）、バルクローリー車両が 48台
（7.8%）、業務用車両が 3,554台（22.8%）に上る。 
z 5年前と比べてのＬＰガス自動車台数の変化については、「変わらない」が 44.0％で
最も多く、また「増加した」（25.0％）の方が「減少した」（9.6％）に比べて多い。 

 
 
②合理化への取り組み・環境変化への対応調査結果 
ⅰ）合理化への取り組み状況 
ＬＰガス卸売事業者の合理化への取り組み状況は、事業規模（資本金）の大きい事業

者ほど積極的に取り組んでいる。合理化に向けた協議にあたっては、配送体制に関する

事項が主要な論点となっている。 
z 過去 10 年間の合理化の取り組み実績は、「充てん業務の共同化」「配送業務の共同
化」が多くみられた。また今後 5年間の合理化の取り組み見込みでも、「充てん業務
の共同化」「配送業務の共同化」が多くみられた。過去 10年間の取り組み実績の多
い合理化内容が、今後 5年間の見込みとしても高くなっている傾向が伺える。 
z 自社での合理化に向けた取り組み実績については、「合理化の取り組み経験あり」が

65.9％に上り、「合理化の取り組み経験なし」の 32.1％を上回っている。ブロック
別では、特に「関東・信」「北陸」等では、「合理化の取り組み経験あり」が 7割以
上となっている。資本金別では、資本金の額が多くなるほど「合理化の取り組み経

験あり」の割合が多く、事業規模の大きい事業者ほど合理化に積極的に取り組んで

いることが伺える。 
z 合理化に向けた社内・社外での協議・話し合いの実施状況については、「社外の事業
者と協議・話し合いを行い、合意に達したことがある」が 39.5％と最も多く、次い
で「社内で協議・話し合いを行い、合意に達したことがある」36.4％となっている。
一方、「協議・話し合いを行ったことがない」は 24.5％であった。 
z 合理化に向けた社内での協議・話し合い中の主要な論点については、「配送体制関連
（エリア分け等）」が 45.1％と最も多く、最も大きな論点でも 13.7％で最も多くな
っている。また合理化に向けた社外の事業者との協議・話し合い中の主要な論点に
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ついては、「配送体制関連（エリア分け等）」が 35.6％と最も多く、最も大きな論点
でも 12.9％で最も多くなっている。 
z ＬＰガス物流の合理化に向けた取り組みがなかなか進展しない理由については、「自
社施設がまだ十分に使用が可能であるから」が 52.5％で最も多く、次いで「適当な
パートナーが地域にいないから」が 27.1％、「充てん・配送業務を廃止した場合の
地元での対外的な信用問題があるから」が 25.8%、「合理化を進めると自社施設や従
業員の処遇に困るから」が 23.6％などとなっている。ブロック別や資本金別でみて
も「自社施設がまだ十分に使用が可能であるから」が理由として最も多く挙げられ

ている。 
z ＬＰガス流通の合理化の取り組みに対する考えについては、「あまり積極的ではない
が、条件がよければ検討したい」が 29.7％で最も多く、次いで「積極的に推進すべ
きであり、他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい」が 16.9％などと
なっている。資本金規模の大きな事業者ほど「積極的に推進すべきであり、自らリ

ーダーシップを発揮したい」と考えている事業者の割合が多い。 
 
ⅱ）環境変化への対応 
ＬＰガス卸売事業者は、主にオール電化攻勢や高齢化の進展についての環境変化を捉

えている傾向が伺える。 
z ＬＰガス業界を取り巻く環境の今後の変化については、「オール電化住宅着工率が更
に高まる」が 84.2％で最も多く、次いで「オール電化リフォームが増加していく」
が 76.6％、「少子高齢化が進み、収益の需要構造が大きく変化する」が 67.3％、「Ｌ
Ｐガス事業者の高齢化による商権移譲が更に増える」が 65.5％などとなっている。 
z ＬＰガス業界を取り巻く環境変化への対応（上位 3 項目を選択）については、1 位
を 3点、2位を 2点、3位を 1点として得点化した結果では、「直売需要家軒数の拡
大」が 537点で最も多く、次いで「保安対策の強化」が 481点、「顧客単位消費量・
売上単価の拡大」が 401点などとなっている。 

 
ⅲ）バルク配送への取り組み 
バルク配送への取り組みは、自社での取り組みについては消極的な事業者が多い。 
z バルク配送システムの今後の進展見込みについては、「進展しないと思う」が 34.1％
で最も多いものの、「進展すると思う」が 32.8％、「わからない」が 31.2％などとな
っており、ほぼ同じ割合で意見が分かれている。 
z バルク配送システムが今後進展すると考える理由については、「他エネルギーとの相
対価格又はＬＰガス価格そのものが低廉化・安定化することで、再び進展する可能

性はある」が 61.0％で最も多く、次いで「業務用施設出店、集合住宅着工等の増加
といった社会的環境の変化によって、再び進展する可能性はある」が 45.8％などと
なっている。 
z バルク配送システムが今後進展しないと考える理由については、「現在の配送エリア
における対象物件数、配送距離から見て投資効果が出ないため」が 60.3％で最も多
く、次いで「既存施設への投資は既に一巡し、今後は設備更新や新規物件に限定さ

れるため」が 57.1％などとなっている。 
z 自社における今後のバルク配送システムの普及については、「限定した範囲で推進し
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ていく」が 27.1％で最も多く、次いで「他社への委託を継続し、自社ではバルクロ
ーリーは所有しない」が 14.8％、「需要家の要望があるものに限定する」が 13.5％
などとなっている。 

 
ⅳ）質量販売への取り組み 
質量販売への取り組みは、消極的な事業者がほとんどである。 
z 基本料金の発生しない質量販売への現状の取り組みについては、「需要家からの注文
にのみ対応している」が 45.3％で最も多く、次いで「特に対応はしていない」が
37.1％などとなっている。 
z 一般需要家にも取扱いが可能なＦＲＰ容器（コンポジット容器）が市場に導入され
た後の質量販売への取り組み意向については、「現状の対応を維持する」が 77.4％
と 4分の 3以上を占めている。 

 
ⅴ）環境問題への取り組み 
環境問題への取り組みは、意識はしているものの何をしていいのかわからず試行錯誤

段階の事業者が多い。 
z 地球温暖化などの環境問題への現状の取り組みについては、「環境問題に対応した取
り組みをすでに実施している」が 29.7％で最も多く、次いで「環境問題への対応を
したいが、何をすればよいのかわからない」が 26.5％、「環境問題への対応は業界
として行うべきであり、自社としての対応は考えていない」が 18.7％などとなって
いる。 
z 太陽光発電設備や太陽熱利用機器の販売・普及への取り組みについては、「いずれに
ついても販売・普及に取り組んでいない」が 59.6％で過半数を占めており、「いず
れかについて販売・普及に取り組んでいる」の 28.6％を大きく上回っている。 
z 太陽光発電設備や太陽熱利用機器がＬＰガスの拡販ツールとなり得るかについては、
「環境貢献で必ず重要なアイテムとなる」が 42.7％、「なるかどうかわからないが、
取り組む体制をつくらなければ「環境」を標榜できない」が 40.1％などとなってお
り、「なると思わない」の 11.5％を大きく上回っている。 

 
 
③ＬＰガス卸売事業者の合理化状況調査結果 
ⅰ）合理化への取組の先進事例について 
z 雇用条件の調整 
・アンケート調査の結果では、自社の条件が地域で比較的高いと考えている事業者

が多く、統合によって現状より悪くなるという傾向である。 
・上手く行った例としては、旧雇用会社から新会社に移行する場合はすべて新会社

の条件にした。 
z 容器の統一の困難性 
・ 大手事業者は統一化に協力的であるが、比較的小規模の事業者は非協力的である。
理由は、自社のネームが消えることによる対外的影響が不安という要因によるで

ある。 
・ 共同化を推進する場合は、容器の統一をしなければプラットホームの広さに限度
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があるので容器の仕分けに手間がかかる等の弊害が大きい。 
・ 共同配送・共同充てんは、容器統一化が原点となる。 
z 余剰人員 
・ 成功事例は、共同化する前に旧配送会社で対応し、新会社では新雇用条件で採用
した。 

z 車両対策 
・ 成功事例は、共同化する前に旧配送会社で対応し、新会社では原則としてすべて
受け入れる。 

z 関係会社間の意思統一 
・ 成功事例は、小異を捨て大同につくというトップの理解と強い意志が大きな要因
なっている。 

 
ⅱ）地域特性による合理化への取組状況の差異について 
各地の合理化事例を整理した結果、合理化の取組が進展している地域では、「都市ガス

系事業者が牽引役となっている事例」、「大手ＬＰガス事業者が主体的に取り組んでいる

事例」に大別することができる。 
z 九州地区、中国地区、中京地区、豊橋市、鳥取市においては、地方の有力業者であ
る地方都市ガス系事業者が牽引し、ダイナミックな展開を見せている。共同配送会

社の規模は、現状で年間数万トン規模に成長しており、今後も拡大の勢いである。 
z 北海道と静岡県、米子市では、有力企業が地場の有力事業者に呼びかけて共同配送
会社を設立している。 
z 首都圏(千葉県・神奈川県・埼玉県) ・中京圏の岐阜県では、２～３の事業者が共同
配送会社を設立して合理化対策を行っている場合が多い。首都圏では、人口密集地

であり、２～３社で共同配送会社であっても配送数量の規模が地方と比較して大変

大きくなるということが理由である。 
z 単独会社でも、充てん・配送数量が極端に多い場合、系列を超えて他事業者に充て
ん委託・配送委託などの方法により合理化対策を実施しているケースもある。 

 
合理化の取組が進展しなかった地域では、その要因として「地域のＬＰガス事業者を

取り纏める牽引役が不在である」「顧客の奪い合いなど事業者間の競争が激しく、連携す

る機運が生じにくい」「需要家が地域内に分散しており、合理化によるメリットが生じに

くい」等が挙げられる。 
z 共同化が進んでいないと報告があった大阪府、長野県、東北地区等については、そ
れぞれの地域事情が伺える。長野県、東北地区は、面積に比較して人口密集度が低

く、統合による経済メリットが見いだせないということが要因として挙げられてい

る。大阪府は、地域を分断する地理的要因と、事業者が地域の占有率が高いために

現状維持の姿勢であるとの報告であった。埼玉県東部でも、大阪府と同様に人口密

集地であり、事業者の地域におけるシェアが高いので同様の姿勢であることが伺え

る。 
 
結論としては、広域の事業を展開する事業者の報告から判断できることは各地区それ

ぞれの事情があり、一つの方式では解決出来ないことが理解できる。 
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しかし共同化の進捗を推進するのは、各地の有力事業者が地域状況を考慮しながら強

いリーダーシップを発揮し、小異をすて大同につくということが共同化実現の原動力で

あるという結果であった。 
 
ⅲ）合理化の取組を進展させるために 
合理化の進展を図るためには、各地でシェアの高い事業者を中心にした共同配送・充

てんを実施しコスト低減を図るべきだと考える。 
z 地域内で合理化に向けた気運を高めるため、ＬＰガス事業者は都市ガス系事業者や
大手ＬＰガス事業者とのコラボ関係を更に進める、合理化の具体的取組（コスト削

減、人員整理、等）は目先の利益にとらわれず長期的ビジョンを持って推進する、

需要家が分散している地域では充てん・配送業務の受委託を進める、等の取り組み

を推進する必要がある。 
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第第２２章章  ＬＬＰＰガガスス卸卸売売事事業業者者のの実実態態調調査査結結果果  

 
１． 企業概要について 
（１） 資本金 

ＬＰガス卸売事業者の資本金は、「3千万円未満」が 32.3％を占め最も多く、次いで「5
千万円未満」（16.1％）、「10億円以上」（15.6％）と続く。 

資本金(N=539)

無回答, 7.2

10億円以上, 15.6

10億円未満, 11.7

1億円未満, 14.3 5千万円未満,

16.1

3千万円未満,

32.3

１千万円未満, 2.8

 
 
 
ブロック別では、「北海道」「北陸」は、他のブロックに比べ資本金規模の大きな事業

者の割合が高い。 

資本金（ブロック別）

3.6

2.4

1.6

2.5

4.2

2.8

7.0

31.0

26.2

27.2

34.4

20.0

35.4

49.1

47.2

31.6

10.3

11.9

18.4

17.2

12.5

22.9

16.4

16.7

14.0

6.9

14.3

12.8

17.2

20.0

12.5

12.7

16.7

15.8

6.9

9.5

6.4

17.2

27.5

8.3

12.7

8.3

15.8

34.5

26.2

24.0

7.8

15.0

14.6

3.6

3.5

10.3

8.3

8.8

4.7

2.5

2.1

5.5

8.3

12.3

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

１千万円未満 3千万円未満 5千万円未満 1億円未満 10億円未満 10億円以上 無回答
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過年度との比較では、「1千万円未満」「3千万円未満」は減少傾向にあり、一方「1億
円以上」はここ 3年の増加傾向が顕著である。 

資本金：過去調査比較

18

43

15
12 12

7

53

14 13 13

5

49

15 14
16

4

46

15 14 15

4

42

17
15

18

3

48

16
14

21

2.8

32.3

16.1
14.3

27.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

１千万円未満 ３千万円未満 ５千万円未満 １億円未満 １億円以上

H6年度調査

H9年度調査

H12年度調査

H15年度調査

H18年度調査

H19年度調査

H20年度調査
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（２） 営業拠点数 
平均営業拠点数については、自社・系列関連会社ともに「小売拠点」が最も多く、合

わせて 10.7箇所、次いで「卸売拠点」が 5.1箇所、「配送センター」4.1箇所、「充てん
所」3.8箇所となっている。 

平均営業拠点数(N=539)

2.5

1.8

2.3

4.3

5.1

1.6

1.3

0.9

1.8

0.8

5.6

1.6

0 2 4 6 8 10 12

充てん所

スタンド

配送センター

卸売拠点

小売拠点

保安センター

（箇所）

自社

系列

 
 
 
過年度との比較では、「配送センター」を除く全ての拠点が、平成 19年度に比べ増加
している。 

平均営業拠点数（自社＋系列）：過去調査比較

3.7

2.6

4.1

5.1

10.7

3.2

3.4

2.4

4.2

3.8

8.7

2.1

3.6

2.8

4.2

4.9

10.3

2.8

0 2 4 6 8 10 12

充てん所

スタンド

配送センター

卸売拠点

小売拠点

保安センター

（箇所）

平成20年度

平成19年度

平成18年度

 
 



 

 12 

（３） 業務内容 
業務内容については、「ＬＰガス卸売」が 95.4％、「ガス機器販売」が 92.0％と 9割を
上回っている。また、「ＬＰガス直売（工業用・業務用）」が 84.2％、「ＬＰガス受託充
てん」83.9％、「ＬＰガス家庭用直売（小口業務用を含む）」83.5％、「ガス工事」82.7％
が 8 割を上回っており、これに「ＬＰガス受託配送」を加えた業務展開を図っている事
業者が多い。 
過年度との比較では、減少傾向であった自社分のみの充てん・配送が増加に転じてい

るほか、受託充てん・配送が僅かに増加傾向である。 

業務内容(MA)

95.4

92.0

84.2

83.9

83.5

82.7

70.3

60.7

57.1

52.7

48.1

27.3

22.3

20.0

8.7

96

89

77

79

81

78

67

55

46

42

43

18

17

13

5

96

90

81

79

89

83

68

60

42

42

46

20

17

13

4

91

89

84

76

87

83

61

59

48

46

46

18

16

6

88

91

79

75

85

82

65

60

61

57

45

15

17

15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ＬＰガス卸売

ガス器具販売 

ＬＰガス直売（工業用・業務用）

ＬＰガス受託充てん 

ＬＰガス家庭用直売（小口業務用を含む）

ガス工事

ＬＰガス受託配送

ＬＰガススタンド 

ＬＰガス充てん（自社分のみ）

ＬＰガス配送（自社分のみ） 

簡易ガス事業

保安センター

一般ガス事業 

容器再検査

その他

H20年度調査

H19年度調査

H18年度調査

H17年度調査

H16年度調査
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（４） ＬＰガス関連売上高 
ＬＰガス及び関連売上高（合計）は、1社あたり平均で 26.39億円となった。 
過年度と比較すると、平成 19年度調査（平成 18年度の売上高）においてそれまでの
増加傾向から一転して低下したものの、平成 20年度調査（平成 19年度の売上高）では
再び増加した。 

1社当たりの売上高

12.3

17.1

21.4

26.69

23.28

26.39

0億円

5億円

10億円

15億円

20億円

25億円

30億円

H9年度調査 H12年度調査 H15年度調査 H18年度調査 H19年度調査 H20年度調査
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（５） 業務別売上高構成 
ＬＰガス及び関連売上高の業務別構成は、「卸売（含む業務用・工業用）」が 43.7％を
占め最も多く、次いで「家庭用直売（含む小口業務用）」が 35.9％に上る。この 2 項目
で全体の 79.6％を占めている。 

売上げ高の業務別構成(N=539)

器具販売, 10.9

関連工事, 9.5

家庭用, 35.9

卸売, 43.7

 
 
 

1社あたりの平均売上高は、「卸売（含む業務用・工業用）」が 11.84億円、「家庭用直
売（含む小口業務用）」が 9.74億円となっている。 

業務別売上高(N=539)

11.84

9.74

2.97
2.57

0億円 

2億円 

4億円 

6億円 

8億円 

10億円 

12億円 

14億円 

卸売 家庭用 器具販売 関連工事
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ブロック別では、「東海」「北陸」等は、「卸売（含む業務用・工業用）」の占める割合

が 50％を上回っている。一方「北海道」等は、「家庭用直売（含む小口業務用）」の占め
る割合が 50％を上回っている。 

部門別売上高構成（ブロック別）

19.6

35.8

36.6

54.2

56.3

47.5

38.9

39.9

49.8

56.1

40.1

41.7

28.5

23.5

37.7

41.6

49.4

26.4

9.4

6.9

11.8

11.0

11.1

8.4

12.9

7.0

11.9

14.9

17.2

10.0

6.3

9.1

6.4

6.6

3.6

11.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

卸売 家庭用 器具販売 関連工事
 

 
 
過年度との比較では、「器具販売」の割合が低下傾向にある。 

部門別売上高構成：過去調査比較

40.1

39.5

39.2

48.8

43.3

50.0

43.7

29.0

33.0

32.7

28.1

34.4

29.6

35.9

20.5

18.5

21.0

13.8

11.7

11.0

10.9

10.3

8.9

7.0

9.3

10.6

9.3

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H6年度調査

H9年度調査

H12年度調査

H15年度調査

H18年度調査

H19年度調査

H20年度調査

卸売 家庭用 器具販売 関連工事
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（６） ＬＰガス販売事業に占める卸売の割合 
ＬＰガス卸売事業に占める卸売の割合（直売子会社への卸売を含む）は、「80％以上」
が 18.9％と最も多く、次いで「10％未満」が 12.8％となっている。「50％以上」を占め
る事業者は、全体の 45.8%に上る。 

LPガス販売事業に占める卸売の割合(N=539)

無回答, 2.8
80％以上, 18.9

80％未満, 10.9

70％未満, 7.1

60％未満, 8.9 50％未満, 9.6

40％未満, 8.7

30％未満, 10.6

20％未満, 9.6

10％未満　, 12.8

 
 
 
ブロック別では、「北海道」「北陸」「九州・沖縄」等は、他のブロックに比べ卸売割合

の高い事業者が多い傾向にある。一方、「近畿」「四国」等は、他のブロックに比べ卸売

割合の低い事業者が多い傾向にある。 

ＬＰガス販売事業に占める卸売割合（ブロック別）

10.7

11.2

9.4

10.0

6.3

27.8

17.5

17.2

8.3

11.2

10.9

5.0

8.3

10.9

11.1

5.3

6.9

11.9

8.8

18.8

12.5

14.6

7.3

5.6

7.0

3.4

6.0

7.2

3.1

7.5

20.8

7.3

13.9

14.0

6.9

10.7

9.6

14.1

12.5

12.7

11.1

7.0

6.9

10.7

9.6

6.3

10.0

12.5

12.7

5.3

3.4

6.0

8.8

9.4

5.0

8.3

7.3

5.6

3.5

20.7

13.1

12.8

10.9

10.0

10.4

7.3

10.5

17.2

17.9

19.2

14.1

20.0

16.7

16.4

19.4

29.8

6.9

4.8

7.5

18.2

10.3

0.0

2.8 0.0
2.8

0.0

0.0

3.1

2.1

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

10％未満　 20％未満 30％未満 40％未満 50％未満 60％未満

70％未満 80％未満 80％以上 無回答
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（７） ＬＰガス年間販売数量 
ＬＰガス年間販売数量は、「3万トン未満」が 15.8％と最も多く、次いで「1万トン未
満」が 14.7％となっている。「5千トン未満」以下を合計すると、全体の 49.7%に上る。 

LPガス年間販売量(N=539)

無回答, 2.4

500ﾄﾝ未満, 4.8
1千ﾄﾝ未満, 8.5

2千ﾄﾝ未満, 14.3

3千ﾄﾝ未満, 10.8

5千ﾄﾝ未満, 11.31万ﾄﾝ未満, 14.7

3万ﾄﾝ未満, 15.8

5万ﾄﾝ未満, 3.0

10万ﾄﾝ未満, 3.7

10万ﾄﾝ以上, 10.8

 
 
 
家庭用・業務用の直売年間販売数量は、「500トン未満」が 23.6％と最も多く、次いで
「1千トン未満」が 13.9％となっている。「2千トン未満」以下を合計すると、全体の 50.1%
とほぼ過半数になる。 

家庭用・業務用消費者に直売しているLPガス年間販売量(N=539)

10万ﾄﾝ以上, 0.9

10万ﾄﾝ未満, 7.2

5万ﾄﾝ未満, 2.0

3万ﾄﾝ未満, 5.6

1万ﾄﾝ未満, 9.8

5千ﾄﾝ未満, 9.6

3千ﾄﾝ未満, 6.5 2千ﾄﾝ未満, 12.6

1千ﾄﾝ未満, 13.9

500ﾄﾝ未満, 23.6

無回答, 8.2
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ブロック別では、「東海」等は、他のブロックと比べ販売量が大きい事業者の割合が多

くなっている。一方「北海道」「東北」「中国」「四国」等は、他のブロックと比べ販売量

が小さい事業者の割合が多くなっている。 

ＬＰガス年間販売量（ブロック別）

4.8

2.4

1.6

0.0

8.3

11.1

5.3

13.8

11.9

6.4

6.3

12.5

2.1

10.9

8.3

8.8

17.2

21.4

11.2

4.7

17.5

12.5

20.0

13.9

14.0

13.8

9.5

8.8

10.9

12.5

14.6

9.1

8.3

14.0

10.3

9.5

13.6

14.1

2.5

14.5

2.8

12.3

6.9

9.5

16.8

14.1

15.0

12.5

14.5

14.0

3.4

11.9

14.4

25.0

25.0

12.5

14.5

13.9

19.3

3.4

0.0

4.0

7.8

3.5

0.0

20.7

16.7

10.0

3.4

4.8

0.0

6.3

6.9

9.1

14.6

30.6

2.1

1.8

0.0

2.8

1.8

2.8

3.6

6.3

5.0

6.3

5.6

0.0

15.2

8.3

9.4

1.8

7.0

0.0

0.0

5.6

0.0

0.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

500ﾄﾝ未満 1千ﾄﾝ未満 2千ﾄﾝ未満 3千ﾄﾝ未満 5千ﾄﾝ未満 1万ﾄﾝ未満

3万ﾄﾝ未満 5万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ以上 無回答
 

 
 
事業エリア別では、「地域事業者」は、「広域事業者」に比べ販売量が小さい事業者の

割合が多くなっている。 

ＬＰガス年間販売量（事業エリア別）

9.8

2.2

11.9

5.4 8.7

13.9

18.5

16.1

14.1

3.1

2.2

5.4

37.0

2.2

3.3
1.1

5.6 15.7

7.6

11.9 4.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

500ﾄﾝ未満 1千ﾄﾝ未満 2千ﾄﾝ未満 3千ﾄﾝ未満 5千ﾄﾝ未満 1万ﾄﾝ未満

3万ﾄﾝ未満 5万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ以上 無回答
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（８） ＬＰガスシリンダー消費者件数の割合 
ＬＰガスシリンダー消費者件数割合（家庭用・業務用登録件数、卸売分を除く：平成

20年 3月末日現在）は、自社・グループ子会社とも「3千件未満」が最も多く、件数が
少ない事業者の割合ほど高くなる傾向にある。 

ＬＰガスシリンダー消費者件数(N=539)

38.6

12.2

6.5

6.3

5.9

3.7

3.5

9.8

2.6

1.9

8.9

16.9

3.5

2.2

4.3

2.8

1.3

1.1

2.0

8.2

1.5

56.2

0 10 20 30 40 50 60 70

3千件未満

5千件未満

7千件未満

1万件未満

1万5千件未満

2万件未満

3万件未満 

5万件未満

10万件未満

10万件以上

無回答

（％）

自社直売

グループ子会社

 
 
 

（９） バルクシステムによる消費者件数の割合 
バルク消費者件数割合（家庭用・業務用登録件数：平成 20 年 3 月末日現在）は、自
社・グループ子会社とも「100 件未満」が最も多く、件数が少ない事業者の割合ほど高
くなる傾向にある。 

バルクシステム消費者件数(N=539)

55.3

12.8

3.0

3.2

1.1

1.7

2.4

5.9

14.7

25.8

3.2

1.1

6.9

0.4

0.7

0.9

1.7

59.4

0 10 20 30 40 50 60 70

100件未満

200件未満

300件未満

500件未満

700件未満

1千件未満

2千件未満

2千件以上

無回答

（％）

自社直売

グループ子会社
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（１０） ＬＰガス部門従業員数 
ＬＰガス部門の従業員数（パート等を含む）は、「50人以上」が 24.9％と最も多く、
次いで「20人未満」が 21.9％となっている。 

ＬＰガス部門従業員数(N=539)

無回答, 12.4

50人以上, 24.9

50人未満, 10.9 30人未満, 13.9

20人未満, 21.9

10人未満, 16.0

 
 
 
ブロック別では、「北海道」等は、他のブロックに比べ従業員数の多い事業所の割合が

多くなっている。一方「中国」「四国」等は、他のブロックに比べ従業員数の少ない事業

所の割合が多くなっている。 

ＬＰガス部門従業員数（ブロック別）

14.3

8.8

12.5

17.5

22.9

25.0

15.8

17.2

26.2

16.8

28.1

25.0

16.7

27.3

25.0

17.5

0.0

9.5

18.4

12.5

10.0

18.8

20.0

8.3

14.0

6.9

7.1

7.2

12.5

17.5

12.5

9.1

22.2

14.0

44.8

23.8

29.6

28.1

22.5

20.0

11.1

26.3

6.9

19.0

19.2

6.3

7.5

14.6

12.3

21.8

24.1

14.6

1.8

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 50人以上 無回答
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過年度の比較では、「10人未満」の事業所の減少傾向が続いているほか、「50人以上」
の事業所の増加傾向も続いている。 

LPガス部門従業員数：過去調査比較

36

26

12 12

14

36

26

13
12 12

29

26

14

12

18

27
28

14

12

19
20

25

14
13

20
21

26

11

14

18
16.0

21.9

13.9

10.9

24.9

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 50人以上

H6年度調査

H9年度調査

H12年度調査

H15年度調査

H18年度調査

H19年度調査

H20年度調査

 
 
 
男女別の従業員数は、以下の通りである。 

ＬＰガス部門従業員数（男性）(N=539)

5人未満, 11.5

10人未満,

17.6

20人未満,

23.6

30人未満,

13.2

50人未満,

10.9

50人以上,

21.2

無回答, 2.0

ＬＰガス部門従業員数（女性）(N=539)

無回答, 11.150人以上, 4.1

50人未満, 3.5

30人未満, 3.0

20人未満, 9.6

10人未満,
18.7

5人未満, 49.9
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（１１） 従業員年齢構成 
ＬＰガス部門従業員の平均年齢（パート等を含む、子会社・関係会社の従業員は含め

ない）は、全社平均で男性が 44.3歳、女性が 40.6歳であった。 
男女別の事業所別平均年齢の構成は、以下の通りである。 

平均年齢（男性）(N=539)

30代未満, 0.4
40代未満,

10.4

50代未満,
64.0

60代未満,
10.9

60代以上, 0.6

無回答, 13.7

平均年齢（女性）(N=539)

30代未満, 5.4

40代未満,
30.6

50代未満,
32.5

60代未満,
11.1

60代以上, 0.4

無回答, 20.0

 
 
男性の事業所別平均年齢のブロック別構成は、以下の通りである。 

ＬＰガス部門男性従業員平均年齢（ブロック別）

1.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

17.2

10.7

8.8

7.8

10.0

10.4

9.1

11.1

14.0

51.7

61.9

64.0

67.2

60.0

66.7

65.5

72.2

63.2

13.8

8.3

10.4

9.4

12.5

14.6

12.7

8.3

12.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

17.2

17.9

16.8

12.5

15.0

8.3

10.5

0.0

1.8

2.5

3.1

0.0

8.3

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

30代未満 40代未満 50代未満 60代未満 60代以上 無回答
 

 
女性の事業所別平均年齢のブロック別構成は、以下の通りである。 

ＬＰガス部門女性従業員平均年齢（ブロック別）

7.1

4.0

4.7

5.0

6.3

2.8

7.0

44.8

28.6

32.0

32.8

27.5

25.0

23.6

25.0

38.6

17.2

32.1

35.2

32.8

30.0

33.3

38.2

36.1

28.1

6.9

8.3

8.8

7.8

12.5

16.7

14.5

16.7

12.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

27.6

23.8

20.0

20.3

25.0

18.8

14.0

7.3

3.4

2.8

0.0

1.6

0.0

16.4

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

東北

関東・信

東海

北陸

近畿

中国

四国

九州・沖縄

30代未満 40代未満 50代未満 60代未満 60代以上 無回答
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ＬＰガス部門従業員の年齢構成（男女合計）は、「30代」が 25.4％で最も多く、次い
で「40代」24.7％、「50代」21.6％となっている。男女別では、男性は「40代」以上が
58.5％を占め中高年層が多いのに対し、女性は「30代」以下が 49.4％を占めている。 

従業員年齢別構成比(N=539)

17.8

15.8

24.9

25.4

25.7

24.5

24.7

24.6

24.8

21.6

22.4

18.6

10.5

11.4

7.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男女合計

男性

女性

20代以下 30代 40代 50代 60代以上

 
 
 

（１２） 従業員平均就業年数 
ＬＰガス部門従業員の平均就業年数（パート等を含む、子会社・関係会社の従業員は

含めない）は、全社平均で男性が 15.9年、女性が 11.6年であった。 
男女別の事業所別平均就業年数の構成は、以下の通りである。 

平均就業年数（男性）(N=539)

5年未満, 1.1

10年未満, 8.3

20年未満,
53.8

30年未満,
18.4

40年未満, 2.2

40年以上, 0.2

無回答, 16.0

平均就業年数（女性）(N=539)

5年未満, 10.2

10年未満,

22.1

20年未満,
34.0

30年未満,

11.1

40年未満, 1.3

40年以上, 0.0

無回答, 21.3
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（１３） 従業員平均年間総支給額 
ＬＰガス部門従業員の一人あたり平均年間総支給額（パート等を含む、子会社・関係

会社の従業員は含めない）は、全社平均で男性が 492.5万円、女性が 300.5万円であっ
た。 
男女別の事業所別平均年間支給額の構成は、以下の通りである。 

年間平均総支給額（男性一人あたり）(N=539)

無回答, 29.3
900万円以上,

0.9

900万円未満,
0.6

800万円未満,
2.4

700万円未満,

6.3

600万円未満,

15.4

500万円未満,

29.1

400万円未満,
14.3

300万円未満,
1.7

年間平均総支給額（女性一人あたり）(N=539)

200万円未満,

5.9

300万円未満,
27.6

400万円未満,

25.4
500万円未満,

5.4
600万円未満,

0.7

700万円未満,
0.2

800万円未満,
0.4

800万円以上,
0.2

無回答, 34.1

 
 
 

（１４） 部門別従業員構成 
ＬＰガス部門従業員の部門別構成（パート等を含む、男女計）は、「家庭用直売」が

33.9％を占め最も多くなっている。男女別では、男性は「物流部門」、女性は「管理部門」
及び「その他」の割合がそれぞれ高くなっている。 

部門別従業員構成比(N=539)

12.0

10.8

15.7

13.2

13.7

11.3

33.9

32.8

37.6

18.9

22.3

7.9

7.1

7.6

5.6

3.5

4.1

11.4

8.6

20.4

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男女合計

男性

女性

管理部門 卸売部門 家庭用直売 物流部門 保安部門 工事部門 その他
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（１５） 従業員の雇用環境 
ＬＰガス部門従業員のうち正社員の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）については、

いずれについても「差はない（同条件である）」と考えている事業者が「自社の方が長い

（高い）」や「同業他社の方が長い（高い）」よりも多くなっている。また、「自社の方が

長い（高い）」と「同業他社の方が長い（高い）」の間で比較すると、同業他社よりも自

社の方が条件は良い（勤務時間は「同業他社の方が長い」、給与は「自社の方が高い」、

休暇は「自社の方が多い」）と考えている事業者の割合が多くなっている。 

同業他社との雇用条件の差異（正社員）(SA：N=539)

47.3

22.1

41.4

3.0

12.1

13.9

7.2

4.1

2.2

40.4

59.4

39.3 3.2

2.4

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

勤務時間

給与

休暇

差はない（同条件である） 自社の方が長い（高い） 同業他社の方が長い（高い） わからない 無回答
 

 
 
ＬＰガス部門従業員のうちパート・アルバイトの雇用環境（勤務時間、給与、休暇）

についても、正社員の場合と同様に、いずれについても「同業他社の方が長い（高い）」

と考えている事業者が多く、（勤務時間は「同業他社の方が長い」、給与は「自社の方が

高い」、休暇は「自社の方が多い」）と考えている事業者の割合が多くなっている。 

同業他社との雇用条件の差異（パート・アルバイト）(SA：N=539)

35.8

24.5

30.6

41.4

50.1

42.9

0.9

6.1

4.5

0.7

1.3

2.6

19.3

19.7

19.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

勤務時間

給与

休暇

差はない（同条件である） 自社の方が長い（高い） 同業他社の方が長い（高い） わからない 無回答
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正社員の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）についてブロック別にみると、「北海道」

等は他のブロックに比べいずれについても「差はない（同条件である）」と考えている事

業者が多くなっている。また「東北」「四国」等は他のブロックに比べいずれについても

「差はない（同条件である）」と考えている事業者が少なくなっている。 

雇用条件の差異（正社員・勤務時間）（ブロック別）

35.7

47.2

46.9

57.5

41.7

30.6

50.9

3.4

7.1

1.6

3.1

0.0

4.2

1.8

2.8

1.8

0.0

13.1

7.2

3.1

15.0

8.3

1.8

11.1

3.5

24.1

41.7

41.6

45.3

25.0

41.7

38.2

55.6

40.4

2.4

2.4

3.5

58.2

72.4

0.0

0.0

0.0

4.2

1.6

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が長い 同業他社の方が長い わからない 無回答
 

雇用条件の差異（正社員・給与）（ブロック別）

19.0

22.4

28.1

22.5

25.0

11.1

21.1

10.3

20.2

6.4

9.4

10.0

12.5

23.6

8.3

8.8

0.0

9.5

3.2

1.6

10.0

0.0

3.6

5.6

1.8

48.3

47.6

64.8

59.4

55.0

58.3

58.2

75.0

64.9

3.6

3.2

3.5

41.4

14.5

2.5

1.6

4.2

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が高い 同業他社の方が高い わからない 無回答
 

雇用条件の差異（正社員・休暇）（ブロック別）

33.3

40.8

39.1

52.5

37.5

33.3

40.4

6.9

20.2

13.6

10.9

12.5

14.6

14.5

13.9

12.3

0.0

3.6

2.4

3.1

2.5

0.0

1.8

0.0

3.5

34.5

39.3

39.2

43.8

27.5

43.8

34.5

52.8

38.6

3.6

4.0

5.3

49.1

58.6

0.0

0.0

0.0

4.2

3.1

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が多い 同業他社の方が多い わからない 無回答
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パート・アルバイト等の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）についてブロック別にみ

ると、「北海道」等は他のブロックに比べいずれについても「差はない（同条件である）」

と考えている事業者が多くなっている。また「四国」「九州」等は他のブロックに比べい

ずれについても「差はない（同条件である）」と考えている事業者が少なくなっている。 

雇用条件の差異（パート等・勤務時間）（ブロック別）

33.3

39.2

42.2

42.5

29.2

22.2

26.3

0.0

2.4

1.6

0.0

2.1

0.0

0.0

0.0

0.0

7.1

3.2

0.0

7.5

2.1

0.0

0.0

0.0

24.1

40.5

41.6

40.6

35.0

43.8

45.5

44.4

47.4

16.7

14.4

26.3

65.5

29.1

0.0 15.0

17.2

22.9

10.3

25.5

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が長い 同業他社の方が長い わからない 無回答
 

雇用条件の差異（パート等・給与）（ブロック別）

28.6

24.8

31.3

32.5

22.9

13.9

14.0

10.3

7.1

4.8

3.1

2.1

3.6

2.8

3.5

0.0

1.2

0.8

0.0

5.0

2.1

0.0

2.8

1.8

44.8

46.4

54.4

48.4

45.0

50.0

52.7

47.2

52.6

16.7

15.2

28.1

18.2

34.5

2.5

33.3

25.5

10.3

22.9

17.2

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が高い 同業他社の方が高い わからない 無回答
 

雇用条件の差異（パート等・休暇）（ブロック別）

25.0

35.2

37.5

37.5

31.3

19.4

19.3

6.9

15.5

5.6

1.6

3.6

2.8

5.3

0.0

3.6

0.0

0.0

0.0

2.1

0.0

0.0

0.0

34.5

39.3

44.8

43.8

37.5

43.8

43.6

44.4

47.4

16.7

14.4

28.1

48.3

25.5

0.0

10.0 15.0

17.2

22.9

10.3

27.3

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

差はない（同条件である） 自社の方が多い 同業他社の方が多い わからない 無回答
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正社員の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）について事業エリア別にみると、「差はな

い（同条件である）」と考えている事業者は、「地域事業者」と「広域事業者」で同程度

である。一方「差がある（自社の方が長い、又は同業他社の方が長い）」と考えている事

業者は、「地域事業者」よりも「広域事業者」の方が多い。 

雇用条件の差異（正社員）（事業エリア別）

22.4

20.7

38.0

2.5

5.4

10.7

18.5

11.9

23.9

4.3

2.7

40.7

39.1

60.0

56.5

39.8

37.0

2.7

3.642.1

47.7

45.7

0.0

8.7

6.9

3.3

1.1

1.1

1.1

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

勤
務
時
間

給
与

休
暇

差はない（同条件である） 自社の方が長い 同業他社の方が長い わからない 無回答
 

 
 
パート・アルバイト等の雇用環境（勤務時間、給与、休暇）について事業エリア別に

みると、「差はない（同条件である）」と考えている事業者は、「地域事業者」よりも「広

域事業者」の方が多い。また「差がある（自社の方が長い、又は同業他社の方が長い）」

と考えている事業者も、「地域事業者」よりも「広域事業者」の方が多い。 

雇用条件の差異（パート等）（事業エリア別）

22.6

33.7

38.0

1.1

0.0

4.0

6.5

4.0

16.3

42.7

34.8

49.4

53.3

43.4

40.2

22.8

22.8

54.3

32.0

29.1
0.7

1.1

2.2

1.8
6.5

1.1

22.4

4.3

4.3

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

勤
務
時
間

給
与

休
暇

差はない（同条件である） 自社の方が長い 同業他社の方が長い わからない 無回答
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（１６） 充てん・配送作業員の確保対策 
充てん・配送作業員を確保するための対策の実施状況については、「対策を講じていな

い」が 59.6％と最も多く、「対策を講じている」（28.2％）や「今後対策を講じるつもり」
（9.5％）よりも多くなっている。 

充てん・配送作業員を確保するための対策の実施状況(SA：N=539)

無回答, 2.8

対策を講じていな

い, 59.6
今後対策を講じ

るつもり, 9.5

対策を講じてい

る, 28.2

 
 
 
ブロック別では、「東北」等が、他のブロックに比べ「対策を講じていない」とした事

業者の割合が多くなっている。 

充てん・配送作業員を確保するための対策（ブロック別）

21.4

32.8

31.3

18.8

33.3

28.1

13.8

2.4

11.2

9.4

17.5

10.4

9.1

5.6

10.5

58.6

75.0

52.8

57.8

45.0

62.5

63.6

61.1

56.1

3.2

5.0

8.3

5.3

27.6

27.3

32.5

0.0

0.0

1.6

1.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

対策を講じている 今後対策を講じるつもり 対策を講じていない 無回答
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事業エリア別では、「地域事業者」と「広域事業者」の間で大きな差は見られない。 

充てん・配送作業員を確保するための対策（事業エリア別）

8.7

13.0

2.7

3.3

28.4

27.2 56.5

60.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

対策を講じている 今後対策を講じるつもり 対策を講じていない 無回答
 

 
 
「対策を講じている」あるいは「今後対策を講じるつもり」とした事業者の対策の内

容は、「求人広告を掲載」が 58.6％と最も多く、次いで「従業員等からの紹介」42.9％と
なっている。 

充てん・配送作業員を確保するための対策の内容(MA：N=203)

42.9

58.6

23.2

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70

従業員等からの紹介

求人広告を掲載

その他

無回答

（％）
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（１７） 充てん・配送作業員の季節による作業量較差の対策 
充てん・配送作業員の季節による作業量較差への対策の実施状況については、「対策を

講じていない」が 42.5％と最も多く、「対策を講じている」（41.4％）や「今後対策を講
じるつもり」（12.6％）よりも多くなっている。 

充てん・配送業務の季節作業量較差に対する対策の実施状況

(SA：N=539)

無回答, 3.5

対策を講じていな

い, 42.5

今後対策を講じ

るつもり, 12.6

対策を講じてい

る, 41.4

 
 
 
ブロック別では、「九州」等が、他のブロックに比べ「対策を講じていない」とした事

業者の割合が多くなっている。 

充てん・配送業務の季節作業量較差に対する対策（ブロック別）

46.4

45.6

37.5

41.7

38.9

26.3

6.9

9.5

10.4

15.6

20.0

14.6

12.7

13.9

14.0

48.3

39.3

40.8

45.3

32.5

37.5

41.8

44.4

54.4

3.2

5.0

6.3

5.3

42.5

43.6

44.8 0.0

4.8

1.6

1.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

対策を講じている 今後対策を講じるつもり 対策を講じていない 無回答
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事業エリア別では、「地域事業者」と「広域事業者」の間で大きな差は見られない。 

充てん・配送業務の季節作業量較差に対する対策（事業エリア別）

13.9

6.5

3.4

4.347.8

40.0 42.7

41.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

対策を講じている 今後対策を講じるつもり 対策を講じていない 無回答
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２． 管理する施設・設備の概要について 
（１） タンクの設置経過年数 

全国の充てん施設に設置されているタンク 1,497 基の設置経過年数については、「30
年以上」が 41.7％と最も多く、次いで「30年未満」が 14.8％となっている。「25年未満」
以上（設置後 20年以上経過）のタンクは、全体で 68.6％を占め 3分の 2以上となって
いる。 

タンクの設置経過年数(N=2182)

5年未満, 2.9 10年未満, 6.4

15年未満, 9.5

20年未満, 12.6

25年未満, 12.1

30年未満, 14.8

30年以上, 41.7

 
 
 
ブロック別では、「近畿」等が、他のブロックに比べ「30 年以上」のタンクの割合が
多くなっている。 

タンクの設置経過年数（ブロック別）

1.4

3.1

1.5

5.2

9.0

6.3

7.3

6.3

9.6

1.9

1.0

8.1

8.6

6.0

11.8

11.9

8.7

4.8

1.9

8.7

9.9

13.4

14.2

10.8

9.9

10.4

14.9

16.7

15.2

6.0

12.6

7.5

11.7

9.0

13.1

9.0

19.9

19.3

14.4

18.6

6.6

10.7

13.5

10.1

41.8

29.9

28.9

49.7

38.9

72.3

50.5

46.8

39.2

0.9

0.0

1.5

6.6

4.8

11.7

10.7

13.5

14.0

17.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=67)

東北 (N=221)

関東・信 (N=605)

東海 (N=334)

北陸 (N=167)

近畿 (N=213)

中国 (N=196)

四国 (N=111)

九州・沖縄 (N=268)

5年未満 10年未満 15年未満 20年未満 25年未満 30年未満 30年以上
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（２） タンク貯槽容量の合計 
充てん施設にあるタンクの貯槽容量合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）について

は、「20トン未満」が 18.7％と最も多いものの、「100トン以上」が 18.6％、「100トン
未満」17.8%、「40トン未満」16.3％などバラついている。貯槽容量「100トン未満」以
上（50トン以上）は、全体で 36.4％となっている。 

充てん施設のタンク貯槽容量合計（プロパン+ブタン+オートガス）(N=539)

10ﾄﾝ未満, 2.4

20ﾄﾝ未満, 18.7

30ﾄﾝ未満, 13.5

40ﾄﾝ未満, 16.350ﾄﾝ未満, 9.3

100ﾄﾝ未満, 17.8

100ﾄﾝ以上, 18.6

無回答, 3.3

 
 
 
充てん所数別では、「1 箇所設置」事業者のうち約半数が「30 トン未満」以下となっ
ている。 

充てん施設のタンク貯槽容量合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）（充てん所数別）

0.0

25.5

6.7

19.7

9.6

11.3 14.5

24.7

4.1

46.1

3.2 19.7

2.8 6.2

2.0

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１箇所設置 (N=345)

複数設置 (N=178)

10ﾄﾝ未満 20ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ未満 40ﾄﾝ未満 50ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ以上 無回答
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ブロック別では、「東海」「北陸」「四国」等は、他のブロックに比べタンク貯槽容量合

計が大きい事業者の割合が多くなっている。一方「北海道」「中国」等は、他のブロック

に比べタンク貯槽容量合計が小さい事業者の割合が多くなっている。 

タンク貯槽容量の合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）（ブロック別）

2.4

2.4

0.0

0.0

0.0

5.3

34.5

26.2

9.6

18.8

12.5

16.7

18.2

19.4

26.3

17.2

17.9

11.2

10.9

7.5

12.5

25.5

5.6

12.3

25.6

10.0

14.6

15.8

11.9

11.2

4.7

10.0

16.7

10.9

8.3

3.5

6.9

14.3

20.0

20.3

30.0

16.7

10.9

27.8

12.3

13.8

10.7

16.0

31.3

22.5

18.8

12.7

22.2

24.6

3.4

3.6

4.0

3.1

7.5

4.2

3.6

0.0

0.0

3.4

7.3

0.0

16.7

10.9

10.9

13.1

20.7 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

10ﾄﾝ未満 20ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ未満 40ﾄﾝ未満 50ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ以上 無回答
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ブタンタンクの貯槽容量合計は、「20 トン未満」が 14.8%と最も多いものの、60.1％
が無回答となっている。 

ブタンタンクの貯槽容量合計(N=539)

無回答, 60.1

30ﾄﾝ以上, 10.0

30ﾄﾝ未満, 7.2

20ﾄﾝ未満, 14.8

10ﾄﾝ未満, 7.8

 
 
 
充てん所数別では、「複数設置」事業者の方がブタンタンクの貯槽容量合計が大きい事

業所の割合が多くなっている。 

ブタンタンクの貯槽容量合計（充てん所数別）

5.1

15.9

12.4

2.6

24.2

66.79.0 5.8

10.1 48.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１箇所設置 (N=345)

複数設置 (N=178)

10ﾄﾝ未満 20ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ以上 無回答
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（３） プラットホーム面積の合計 
充てん施設のプラットホーム面積の合計については、「250ｍ２未満」が 33.0％と最も
多く、次いで「500ｍ２未満」が 26.7%となっている。「500ｍ２未満」以下は、全体で 59.7％
と過半数を占めている。 

充てん施設のプラットホーム面積合計(N=539)

250ｍ２未満, 33.0

500ｍ２未満, 26.7

750ｍ２未満, 10.2

1,000ｍ２未満, 8.9

1,000ｍ２以上,

12.8

無回答, 8.3

 
 
 
充てん所数別では、「1箇所設置」事業者の 45.5％が「250ｍ２未満」となっている。 

充てん施設のプラットホーム面積合計（充てん所数別）

10.1

30.4

20.8

5.2

16.3

6.7

9.0

45.5

7.3

11.9

0.3

36.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１箇所設置 (N=345)

複数設置 (N=178)

250ｍ２未満 500ｍ２未満 750ｍ２未満 1,000ｍ２未満 1,000ｍ２以上 無回答
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ブロック別では、「北海道」「中国」等は、他のブロックに比べプラットホーム面積の

小さい事業者の割合が多くなっている。 

充てん施設のプラットホーム面積合計（ブロック別）

41.7

25.6

26.6

29.2

30.6

33.3

13.8

19.0

29.6

28.1

27.5

33.3

25.5

27.8

31.6

3.4

11.9

12.8

3.1

15.0

14.6

5.5

13.9

8.8

8.0

7.5

6.3

3.5

7.1

16.0

20.3

7.5

8.3

9.1

11.1

21.1

17.2

10.7

8.0

4.7

17.5

8.3

9.1

25.0

43.6

51.7 6.9

9.5

17.2

7.3

13.9

6.9

1.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

250ｍ２未満 500ｍ２未満 750ｍ２未満 1,000ｍ２未満 1,000ｍ２以上 無回答
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（４） 充てん設備 
充てん施設に設置されている設備の種類は、「通常シリンダー充てん設備」が 85.7％、
「オートガススタンド」50.8%、「バルクローリー充てん設備」40.6％などとなっている。 

充てん施設の設備種類(MA：N=539)

85.7

23.4

40.6

50.8

1.1

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通常シリンダー充てん設備

500kg容器充てん設備

バルクローリー充てん設備

オートガススタンド

その他

無回答

 
 
 
充てん施設に設置されている充てん秤の種類は、「機械秤」が 36.9％、「電子秤」33.6%、
「電子秤＋機械秤」20.2％などとなっている。 

充てん秤の種類(SA：N=539)

電子秤, 33.6

機械秤, 36.9

電子秤＋機械

秤, 20.2

その他, 1.7

無回答, 7.6
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充てん施設に設置されている充てん機械の種類は、「固定式」が 55.7％、「回転式」16.0%、
「固定式＋回転式」22.1％などとなっている。 

充てん機械の種類(SA：N=539)

固定式, 55.7

回転式, 16.0

固定式＋回転式,

22.1

その他, 0.2

無回答, 5.9
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（５） 配送用・業務用車両 
自社で保有している配送用・業務用車両台数（平成 20 年 3 月末日現在）は、全国合
計で、シリンダー配送車両が 6,591台、バルクローリー車両が 612台、業務用車両（配
送車以外の車両）が 15,621 台に上る。このうちＬＰガス自動車の台数は、全国合計で、
シリンダー配送車両が 1,411 台（21.4％）、バルクローリー車両が 48 台（7.8%）、業務
用車両が 3,554台（22.8%）に上る。 

保有車両台数(N=539)

6,591

612

15,621

1,411

48

3,554

0 2,500 5,000 7,500 10,000 12,500 15,000 17,500 20,000

シリンダー配送車両

バルクローリー車両

業務用車両

（台）

総台数

うちＬＰＧ自動車

 
 
 
ブロック別のシリンダー配送車両保有台数（平成 20 年 3 月末日現在）は、以下の通
りである。 

シリンダー配送車両保有台数（ブロック別）

129

512

2,996

812

200

572

624

271

475

4

101

579

203

27

172

132

106

87

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

（台）

総台数

うちＬＰＧ自動車
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ブロック別のバルクローリー車両保有台数（平成 20 年 3 月末日現在）は、以下の通
りである。 

バルクローリー車両保有台数（ブロック別）

15

53

236

74

36

26

76

29

67

0

0

22

6

2

3

7

4

4

0 50 100 150 200 250

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

（台）

総台数

うちＬＰＧ自動車

 
 
 
ブロック別の業務用車両保有台数（平成 20年 3月末日現在）は、以下の通りである。 

業務用車両保有台数（ブロック別）

735

1,148

5,658

3,513

771

705

1,067

456

1,568

34

91

1,698

640

222

248

200

157

264

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

（台）

総台数

うちＬＰＧ自動車
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5年前（平成 15年 3月末日現在）と比べてのＬＰガス自動車台数の変化については、
「変わらない」が 44.0％で最も多い。また、「増加した」（25.0％）の方が「減少した」
（9.6％）に比べて多い。 

LPガス自動車の変化（5年間）(SA：N=539)

無回答, 21.3

減少した, 9.6

変わらない, 44.0

増加した, 25.0

 
 
 
ブロック別では、全てのブロックで「増加した」の方が「減少した」に比べて多い。

また、「東海」等は、他のブロックに比べて「増加した」の割合が多い。 

ＬＰガス自動車の変化（5年間）（ブロック別）

19.0

21.6

42.2

29.2

27.8

22.8

62.1

46.4

45.6

37.5

50.0

31.3

40.0

55.6

38.6

3.4

9.5

7.2

7.5

16.7

9.1

11.1

21.1

25.6

22.5

22.9

17.5

13.8

29.1

20.0

1.6

5.6

21.8

18.8

25.0

20.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

増加した 変わらない 減少した 無回答
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３． 合理化への取り組み状況について 
（１） 過去 10年間の合理化の取り組み実績 

自社営業エリア内における過去 10年間の事業者間の合理化取り組み実績については、
「充てん業務の共同化（受委託等）が行われた」が 38.2％と最も多く、次いで「配送業
務の共同化（受委託等）が行われた」が 37.3％であった。一方「合理化に向けた動きは
特になかった」も 29.9％あった。 

過去10年間の事業者間の合理化実績(MA：N=539)

25.4

38.2

12.6

17.6

37.3

15.2

7.8

17.4

1.9

29.9

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

充てん所の統廃合が行われた

充てん業務の共同化（受委託等）が行われた

共同充てん会社が設立された

ネームの統一化が行われた

配送業務の共同化（受委託等）が行われた

共同配送会社が設立された

合理化に向けた合意が取り交わされた

（合理化の具体的取組は不明）

合理化に向けた話し合いが行われた

（合理化の合意はまだされていない）

その他

合理化に向けた動きは特になかった

無回答

 
 
 
ブロック別では、「近畿」「四国」を除くブロックは「充てん業務の共同化（受委託等）

が行われた」や「配送業務の共同化（受委託等）が行われた」が多い。また「北海道」

「東海」「北陸」「九州・沖縄」等では、「充てん所の統廃合が行われた」も多くなってい

る。一方「近畿」「中国」「四国」等は、他のブロックに比べ「合理化に向けた動きは特

になかった」が多くなっている。 
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20.0

45.6

9.6

24.0

42.4

20.8

9.6

18.4

0.0

24.0

3.2

0 10 20 30 40 50

(%)

関東・信 (N=125)

23.8

40.5

9.5

15.5

36.9

13.1

4.8

22.6

1.2

27.4

4.8

0 10 20 30 40 50

(%)

東北 (N=84)

37.9

44.8

13.8

10.3

41.4

17.2

6.9

27.6

3.4

24.1

0.0

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われた

充てん業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同充てん会社が設立された

ネームの統一化が行われた

配送業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同配送会社が設立された

合理化に向けた合意が取り交わさ
れた

合理化に向けた話し合いが行われ
た

その他

合理化に向けた動きは特になかった

無回答

(%)

北海道 (N=29)

33.3

40.4

21.1

19.3

36.8

21.1

10.5

15.8

5.3

26.3

10.5

0 10 20 30 40 50

(%)

九州・沖縄 (N=57)

22.9

25.0

2.1

8.3

22.9

6.3

8.3

14.6

2.1

45.8

4.2

0 10 20 30 40 50

(%)

近畿 (N=48)

13.9

13.9

8.3

19.4

25.0

11.1

11.1

8.3

2.8

41.7

8.3

0 10 20 30 40 50

(%)

四国 (N=36)

21.8

36.4

20.0

20.0

36.4

18.2

7.3

10.9

3.6

41.8

3.6

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われた

充てん業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同充てん会社が設立された

ネームの統一化が行われた

配送業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同配送会社が設立された

合理化に向けた合意が取り交わさ
れた

合理化に向けた話し合いが行われ
た

その他

合理化に向けた動きは特になかっ
た

無回答

(%)

中国 (N=55)

32.5

45.0

20.0

10.0

37.5

10.0

2.5

20.0

0.0

17.5

5.0

0 10 20 30 40 50

(%)

北陸 (N=40)

32.8

37.5

14.1

18.8

45.3

10.9

7.8

17.2

1.6

28.1

3.1

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われた

充てん業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同充てん会社が設立された

ネームの統一化が行われた

配送業務の共同化
（受委託等）が行われた

共同配送会社が設立された

合理化に向けた合意が取り交わさ
れた

合理化に向けた話し合いが行われ
た

その他

合理化に向けた動きは特になかった

無回答

(%)

東海 (N=64)
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（２） 今後 5年間の合理化の取り組み見込み 
自社営業エリア内における今後 5 年間の事業者間の合理化取り組み見込みについては、
「合理化に向けた動きは特に見込まれていない」が 33.0％で最も多い。一方「充てん業
務の共同化（受委託等）が行われる見込み」は 31.5％、「配送業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み」29.9％であった。 

今後5年間の事業者間の合理化の見込み(MA：N=539)

24.7

31.5

8.0

10.4

29.9

8.0

9.3

23.6

1.9

33.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

充てん所の統廃合が行われる見込み

充てん業務の共同化（受委託等）

が行われる見込み

共同充てん会社が設立される見込み

ネームの統一化が行われる見込み

配送業務の共同化（受委託等）

が行われる見込み

共同配送会社が設立される見込み

合理化に向けた合意が取り交わされる

見込み（合理化の具体的取組は不明）

合理化に向けた話し合い
が行われる見込み

その他

合理化に向けた動きは

特に見込まれていない

無回答

 
 
 
ブロック別では、「北海道」「東海」等で「充てん業務の共同化（受委託等）が行われ

る見込み」が多く、「北海道」「東海」「九州・沖縄」「関東・信」は「配送業務の共同化

（受委託等）が行われる見込み」も多い。一方「北海道」「東海」「九州・沖縄」等を除

くブロックでは、「合理化に向けた動きは特に見込まれていない」が多くなっている。 
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20.0

32.8

7.2

12.0

33.6

7.2

15.2

18.4

0.8

32.8

4.8

0 10 20 30 40 50

(%)

関東・信 (N=125)

29.8

31.0

8.3

4.8

27.4

6.0

6.0

22.6

1.2

34.5

6.0

0 10 20 30 40 50

(%)

東北 (N=84)

37.9

48.3

10.3

10.3

37.9

13.8

13.8

31.0

3.4

17.2

3.4

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われる見込
み

充てん業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同充てん会社が設立される見込
み

ネームの統一化が行われる見込み

配送業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同配送会社が設立される見込み

合理化に向けた合意が取り交わさ
れる

合理化に向けた話し合い
が行われる見込み

その他

合理化に向けた動きは
特に見込まれていない

無回答

(%)

北海道 (N=29)

22.8

29.8

5.3

8.8

35.1

8.8

7.0

26.3

1.8

28.1

10.5

0 10 20 30 40 50

(%)

九州・沖縄 (N=57)

22.9

31.3

6.3

4.2

25.0

8.3

8.3

22.9

2.1

37.5

10.4

0 10 20 30 40 50

(%)

近畿 (N=48)

16.7

16.7

0.0

5.6

30.6

5.6

5.6

22.2

0.0

44.4

8.3

0 10 20 30 40 50

(%)

四国 (N=36)

21.8

23.6

7.3

25.5

27.3

10.9

9.1

23.6

3.6

40.0

3.6

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われる見込
み

充てん業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同充てん会社が設立される見込
み

ネームの統一化が行われる見込み

配送業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同配送会社が設立される見込み

合理化に向けた合意が取り交わさ
れる

合理化に向けた話し合い
が行われる見込み

その他

合理化に向けた動きは
特に見込まれていない

無回答

(%)

中国 (N=55)

22.5

25.0

5.0

2.5

7.5

5.0

5.0

25.0

5.0

35.0

7.5

0 10 20 30 40 50

(%)

北陸 (N=40)

32.8

43.8

18.8

15.6

37.5

9.4

7.8

29.7

1.6

25.0

4.7

0 10 20 30 40 50

充てん所の統廃合が行われる見込
み

充てん業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同充てん会社が設立される見込
み

ネームの統一化が行われる見込み

配送業務の共同化（受委託等）
が行われる見込み

共同配送会社が設立される見込み

合理化に向けた合意が取り交わさ
れる

合理化に向けた話し合い
が行われる見込み

その他

合理化に向けた動きは
特に見込まれていない

無回答

(%)

東海 (N=64)
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合理化への取り組みの継続性といった観点から、過去 10年間の合理化取り組み実績を
ベースに、取り組み内容ごとに今後 5年間の合理化取り組み見込みがあるとの回答した
事業者の実数割合がどの程度あるかを見たのが下のグラフである。 
過去 10年間の取り組み実績が多かった「充てん業務の共同化（受委託等）」及び「配
送業務の共同化（受委託等）」については、それぞれ半数以上で今後の取り組み見込みも

あると回答されている。また、「合理化に向けた動きは特にない」については、今後もな

いと回答した事業者がそのうち 7割以上を占める結果であった。 
一方、取り組み実績として少ない回答であった「共同充てん会社」や「共同配送会社」

については、今後の取り組み見込みについても 30％前後の比率であった。 
以上より、過去 10 年間の取り組み実績の多い合理化内容が、今後 5 年間の見込みと
しても高くなっている傾向が伺える。 

51.1%

66.5%

51.2%

57.1%

65.8%

53.5%

34.0%

38.6%

50.0%

64.6%

0 50 100 150 200

充てん所の統廃合(N=133)

充てん業務の共同化（受委託等）(N=170)

共同充てん会社(N=43)

ネームの統一化(N=56)

配送業務の共同化（受委託等）(N=161)

共同配送会社(N=43)

合理化に向けた合意(N=50)

合理化に向けた話し合い(N=127)

その他(N=10)

合理化に向けた動きは特にない(N=178)

今後5年間の見込み 過去10年間の動向
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（３） 自社での合理化の取り組み 
①合理化の取り組み経験の有無 
自社での合理化に向けた取り組み実績については、「合理化の取り組み経験あり」が

65.9％に上り、「合理化の取り組み経験なし」の 32.1％を上回っている。 

自社での合理化実績(SA：N=539)

無回答, 2.0

合理化の取組経

験あり, 65.9

合理化の取組経

験なし, 32.1

 
 
 
ブロック別では、全てのブロックで「合理化の取り組み経験あり」が「合理化の取り

組み経験なし」を上回っている。特に「関東・信」「北陸」等では、「合理化の取り組み

経験あり」が 7割以上となっている。 

自社での合理化実績（ブロック別）

34.5

20.8

29.7

43.8

33.3

36.8

55.2

64.3

76.8

68.8

70.0

56.3

61.8

63.9

57.9

2.4

2.5

2.8

5.3

27.5

36.4

44.8

1.8

0.0

1.2

0.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

合理化の取組経験なし 合理化の取組経験あり 無回答
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事業エリア別では、地域事業者に比べ広域事業者の方が「合理化の取り組み経験あり」

の割合が多くなっている。 

自社での合理化実績（事業エリア別）

20.7

63.3

78.3

34.5 2.2

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

合理化の取組経験なし 合理化の取組経験あり 無回答
 

 
 
資本金別では、資本金の額が多くなるほど「合理化の取り組み経験あり」の割合が多

くなっている。事業規模の大きい事業者ほど合理化に積極的に取り組んでいることが伺

える。 

自社での合理化実績（資本金別）

43.7

31.0

28.6

16.7

40.0

54.0

67.8

70.1

76.2

82.1

53.3

23.8 0.0

1.1

1.3

6.7

2.3

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万円未満

3千万円未満

5千万円未満

1億円未満

10億円未満

10億円以上

合理化の取組経験なし 合理化の取組経験あり 無回答
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②合理化取り組みの系列分類 
合理化取り組みの系列分類は、「系列外との合理化」が 43.4％と最も多く、次いで「系
列内の合理化」が 27.9％、「自社内の合理化」23.1％となっている。 

合理化の取り組みの系列分類(SA：N=355)

無回答, 5.6

系列外との合理

化, 43.4

系列内の合理化,

27.9

自社内の合理化,
23.1

 
 
 
ブロック別では、「北海道」で「系列外との合理化」の割合が他のブロックに比べ多い。

一方「四国」「北陸」で「系列内の合理化」の割合が他のブロックに比べ多い。 

合理化の取組の系列分類（ブロック別）

20.4

22.9

22.7

25.9

21.7

30.3

12.5

29.6

22.9

27.3

39.3

11.1

38.2

43.5

30.3

49.0

25.0

30.4

39.4

25.0

1.9

5.2

4.5

3.6

22.2

0.0

4.3

0.0

0.0

23.5

32.1

45.5

62.5

48.1

40.7

38.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=16)

東北 (N=54)

関東・信 (N=96)

東海 (N=44)

北陸 (N=28)

近畿 (N=27)

中国 (N=34)

四国 (N=23)

九州・沖縄 (N=33)

自社内の合理化 系列内の合理化 系列外との合理化 無回答
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事業エリア別では、地域事業者では「自社内の合理化」や「系列内の合理化」の割合が

多いのに対し、広域事業者では「系列外との合理化」の割合が多くなっている。 

合理化の取り組みの系列分類（事業エリア別）

19.4

31.8

12.5

4.9

8.3

24.0

59.7

39.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=283)

広域事業者 (N=72)

自社内の合理化 系列内の合理化 系列外との合理化 無回答
 

 
 
資本金別では、資本金の額が多くなるほど「系列外との合理化」の割合が多くなって

いる。 

合理化の取り組みの系列分類（資本金別）

25.5

23.7

29.6

23.2

83.3

33.0

33.9

24.1

31.3

13.0

0.0

4.3

5.1

3.7

4.2

8.7

18.8

0.0

55.1

37.2

16.7

42.6

37.3

45.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万未満 (N=6)

3千万未満 (N=94)

5千万未満 (N=59)

1億未満 (N=54)

10億未満 (N=48)

10億以上 (N=69)

自社内の合理化 系列内の合理化 系列外との合理化 無回答
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③合理化の取り組み内容 
合理化の取り組み内容は、「シリンダー充てん業務の受託」が 55.8％と最も多く、次
いで「シリンダー配送業務の受託」が 50.7％、「バルク配送業務の委託」49.9％などとな
っている。シリンダー充てん・配送やバルク配送の受委託が多く実施されている。 

自社で実施した合理化の内容(MA：N=355)

55.8

43.7

14.9

50.7

45.9

16.6

36.3

49.9

5.1

31.3

24.5

17.7

6.2

3.1

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

シリンダー充てん業務の受託

シリンダー充てん業務の委託

シリンダー充てん業務の共同化

（共同出資会社の新設）

シリンダー配送業務の受託

シリンダー配送業務の委託

シリンダー配送業務の共同化

（共同出資会社の新設）

バルク配送業務の受託

バルク配送業務の委託

バルク配送業務の共同化

（共同出資会社の新設）

シリンダー容器の共有化

（ネームを統一）

充てん所の統廃合

充てん・配送業務管理システムの

共通化（自社システムに統一）

充てん・配送業務管理システムの

共通化（他社システムに統一）

その他

無回答
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事業エリア別では、「シリンダー充てん業務の受託」「シリンダー充てん業務の委託」

「シリンダー配送業務の委託」「バルク配送業務の委託」「シリンダー容器の共有化」等

について、地域事業者に比べ広域事業者の方が高い割合となっている。 

自社で実施した合理化の内容（事業エリア別）

50.5

39.2

15.5

50.9

43.8

17.0

37.8

48.1

5.7

29.3

23.7

20.1

6.4

3.5

6.4

76.4

61.1

12.5

50.0

54.2

15.3

30.6

56.9

2.8

38.9

27.8

8.3

5.6

1.4

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

シリンダー充てん業務の受託

シリンダー充てん業務の委託

シリンダー充てん業務の共同化

（共同出資会社の新設）

シリンダー配送業務の受託

シリンダー配送業務の委託

シリンダー配送業務の共同化

（共同出資会社の新設）

バルク配送業務の受託

バルク配送業務の委託

バルク配送業務の共同化
（共同出資会社の新設）

シリンダー容器の共有化

（ネームを統一）

充てん所の統廃合

充てん・配送業務管理システムの

共通化（自社システムに統一）

充てん・配送業務管理システムの

共通化（他社システムに統一）

その他

無回答

地域事業者 (N=283)

広域事業者 (N=72)
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（４） 合理化に向けた協議・話し合い 
①合理化に向けた協議・話し合いの有無 
合理化に向けた社内・社外での協議・話し合いの実施状況については、「社外の事業者

と協議・話し合いを行い、合意に達したことがある」が 39.5％と最も多く、次いで「社
内で協議・話し合いを行い、合意に達したことがある」36.4％となっている。一方、「協
議・話し合いを行ったことがない」は 24.5％であった。 

合理化に向けた協議状況(MA：N=539)

39.5

22.8

36.4

11.9

24.5

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社外の事業者と協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを行ったが、

合意には至らなかったことがある

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、

合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答
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ブロック別では、「近畿」「四国」等が、他のブロックに比べ「協議・話し合いを行っ

たことがない」の割合が高くなっている。 

46.4

28.0

44.8

12.8

16.0

5.6

0 10 20 30 40 50 60

(%)

関東・信 (N=125)

31.0

20.2

33.3

17.9

23.8

3.6

0 10 20 30 40 50 60

(%)

東北 (N=84)

37.9

27.6

24.1

27.6

24.1

3.4

0 10 20 30 40 50 60

社外の事業者と協議・話し合い
を行い、合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを
行ったが、合意には至らなかったこ

とがある

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答

(%)

北海道 (N=29)

38.6

24.6

29.8

12.3

26.3

8.8

0 10 20 30 40 50 60

(%)

九州・沖縄 (N=57)

37.5

14.6

27.1

10.4

33.3

2.1

0 10 20 30 40 50 60

(%)

近畿 (N=48)

22.2

16.7

27.8

2.8

41.7

2.8

0 10 20 30 40 50 60

(%)

四国 (N=36)

38.2

16.4

38.2

1.8

27.3

5.5

0 10 20 30 40 50 60

社外の事業者と協議・話し合い
を行い、合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを
行ったが、合意には至らなかったこ

とがある

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答

(%)

中国 (N=55)

35.0

30.0

45.0

10.0

20.0

10.0

0 10 20 30 40 50 60

(%)

北陸 (N=40)

54.7

23.4

40.6

10.9

23.4

6.3

0 10 20 30 40 50 60

社外の事業者と協議・話し合い
を行い、合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを
行ったが、合意には至らなかったこ

とがある

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答

(%)

東海 (N=64)
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資本金別では、資本金の額が多くなるほど「協議・話し合いを行ったことはない」の

割合が低くなっている。 

40.2

17.2

34.5

5.7

32.2

3.4

0 10 20 30 40 50 60

(%)

5千万円未満 (N=87)

28.7

20.1

28.7

6.9

33.9

6.3

0 10 20 30 40 50 60

(%)

3千万円未満 (N=174)

40.0

13.3

26.7

0.0

40.0

6.7

0 10 20 30 40 50 60

社外の事業者と協議・話し合い
を行い、合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを
行った

が、合意には至らなかったことがあ

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答

(%)

1千万円未満 (N=15)

50.0

32.1

47.6

27.4

4.8

4.8

0 10 20 30 40 50 60

(%)

10億円以上 (N=84)

58.7

28.6

50.8

17.5

12.7

1.6

0 10 20 30 40 50 60

(%)

10億円未満 (N=63)

37.7

18.2

39.0

10.4

26.0

3.9

0 10 20 30 40 50 60

社外の事業者と協議・話し合い
を行い、合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを
行った

が、合意には至らなかったことがあ

社内で協議・話し合いを行い、
合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答

(%)

1億円未満 (N=77)
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事業エリア別では、地域事業者は広域事業者に比べ「協議・話し合いを行ったことは

ない」の割合が多くなっている。 

合理化に向けた協議状況（事業エリア別）

38.7

22.1

35.8

9.4

28.4

5.4

43.5

26.1

39.1

23.9

5.4

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社外の事業者と協議・話し合いを行い、

合意に達したことがある

社外の事業者と協議・話し合いを行ったが、
合意には至らなかったことがある

社内で協議・話し合いを行い、

合意に達したことがある

社内で協議・話し合いを行ったが、

合意には至らなかったことがある

協議・話し合いを行ったことはない

無回答
地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)
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②合理化に向けた協議・話し合いでの主要な論点 
合理化に向けた社内での協議・話し合い中の主要な論点については、「配送体制関連（エ

リア分け等）」が 45.1％と最も多く、また最も大きな論点でも 13.7％で最も多くなって
いる。次いで「配送作業員対策（配置見直し等）」が 44.9％（最も大きな論点 8.7％）、「販
売店対策」が 42.0％（最も大きな論点 12.4％）などとなっている。 

自社での合理化に向けた協議項目(MA：N=379)

42.0

32.2

44.9

18.2

19.8

45.1

32.5

25.9

21.6

5.0

20.8

2.9

15.8

12.4

1.8

8.7

1.3

5.5

13.7

5.5

2.9

4.2

1.6

2.9

1.6

37.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販売店対策

充てん作業員対策（配置見直し等）

配送作業員対策（配置見直し等）

保安作業員対策（配置見直し等）

雇用形態・雇用条件関連（就業規則等）

配送体制関連（エリア分け等）

配送管理システム関連

容器の統一、共同ネーム化

合理化に係る費用負担

合理化後の資金繰り

余剰施設・設備（車両等）の対策

その他

無回答

協議項目

最大論点
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合理化に向けた社外の事業者との協議・話し合い中の主要な論点については、「配送体

制関連（エリア分け等）」が 35.6％と最も多く、また最も大きな論点でも 12.9％で最も
多くなっている。次いで「配送作業員対策（配置見直し等）」が 29.8％（最も大きな論
点 6.1％）、「容器の統一、共同ネーム化」が 27.7％（最も大きな論点 5.3％）などとなっ
ている。 

社外での合理化に向けた協議項目(MA：N=379)

22.7

19.0

29.8

9.8

10.6

35.6

26.1

27.7

24.8

4.5

13.7

5.5

24.3

6.3

2.1

6.1

0.5

2.1

12.9

5.3

5.3

10.3

0.3

3.4

2.1

43.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販売店対策

充てん作業員対策（配置見直し等）

配送作業員対策（配置見直し等）

保安作業員対策（配置見直し等）

雇用形態・雇用条件関連（就業規則等）

配送体制関連（エリア分け等）

配送管理システム関連

容器の統一、共同ネーム化

合理化に係る費用負担

合理化後の資金繰り

余剰施設・設備（車両等）の対策

その他

無回答

協議項目

最大論点
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③合理化に向けた協議・話し合いでの問題点・課題 
合理化に向けた協議・話し合いで問題点・課題となったことについては、「共同化計画

の検討・具体化」が 46.4％と最も多く、次いで「現場作業員の理解・協力」が 31.1％、
「経営層の理解・協力」が 26.1％などとなっている。 

共同化へ向けた協議における問題点・課題(MA：N=379)

46.4

26.1

31.1

25.3

2.6

24.0

14.2

22.2

1.6

8.4

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共同化計画の検討・具体化

経営層の理解・協力

現場作業員の理解・協力

構成事業者の理解・協力

関係自治体・住民等の理解・協力

事業経費の確保・捻出

事業実施、進捗管理

効果検証、計測

その他

特に問題点・課題はない

無回答

 

 
 
④当事者同士の意思統一 
合理化に向けた協議・話し合いでの当事者同士の意思統一については、「うまくできた」

が 16.1％、「ある程度うまくできた」が 56.7％と、概ねうまくいったと考えている事業
者が 7割を上回っている。 

共同化への協議における当事者同士の意思統一(SA：N=379)

うまくできた, 16.1

ある程度うまくで

きた, 56.7

うまくできなかっ

た, 18.7

無回答, 8.4
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（５） 合理化の取り組みが進展しない理由 
ＬＰガス物流の合理化に向けた取り組みがなかなか進展しない理由については、「自社

施設がまだ十分に使用が可能であるから」が 52.5％で最も多く、次いで「適当なパート
ナーが地域にいないから」が 27.1％、「充てん・配送業務を廃止した場合の地元での対
外的な信用問題があるから」が 25.8%、「合理化を進めると自社施設や従業員の処遇に困
るから」が 23.6％などとなっている。 

物流合理化への取り組みが進展しない理由(MA：N=539)

52.5

25.8

13.4

19.9

23.6

14.8

15.6

18.9

15.4

3.5

27.1

18.2

12.8

3.3

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社施設がまだ十分に使用が可能であるから

充てん・配送業務を廃止した場合の

地元での対外的な信用問題があるから

新会社（新組織）の運営における

相手先企業への信頼感が乏しいから

他社への委託を進めると

コストが現状よりも高くなるから

合理化を進めると自社施設や

従業員の処遇に困るから

合理化を進めても効果が

小さく効率的でないから

合理化を進めると中小事業者は

大手に飲み込まれてしまうから

ＬＰガスの仕入れの自由が制限されるから

雇用形態の違い（就業規則の

再構築等）が大きいから

合理化のための費用を
捻出することができないから

適当なパートナーが地域にいないから

販売事業者のコンセンサスが

十分得られないから

将来への漠然とした不安感があるから

その他

無回答
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ブロック別では、全てのブロックで「自社施設がまだ十分に使用が可能であるから」

が最も多く挙げられている。 
 

■物流合理化への取り組みが進展しない理由（ブロック別） 

 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 

北海道 

(N=29) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

新会社（新組織）

の運営における

相手先企業への

信頼感が乏しい

から 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

 34.5 31.0 27.6 17.2 13.8 
東北 

(N=84) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

販売事業者のコ

ンセンサスが十分

得られないから 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

 45.2 25.0 25.0 17.9 16.7 
関東・信 

(N=125) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

 60.0 32.8 27.2 22.4 20.8 
東海 

(N=64) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

新会社（新組織）

の運営における

相手先企業への

信頼感が乏しい

から 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

合理化を進めると

中小事業者は大

手に飲み込まれ

てしまうから 

 46.9 25.0 23.4 21.9 20.3 
北陸 

(N=40) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

 45.0 37.5 37.5 27.5 25.0 
近畿 

(N=48) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

販売事業者のコ

ンセンサスが十分

得られないから 

 58.3 33.3 27.1 18.8 18.8 
中国 

(N=55) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

 52.7 32.7 27.3 23.6 20.0 
四国 

(N=36) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

他社への委託を

進めるとコストが

現状よりも高くな

るから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

合理化を進めると

中小事業者は大

手に飲み込まれ

てしまうから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

 58.3 25.0 25.0 25.0 25.0 
九州・沖縄 

(N=57) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題があ

るから 

 59.6 33.3 31.6 26.3 22.8 
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事業エリア別では、地域事業者、広域事業者のいずれについても「自社施設がまだ十

分に使用が可能であるから」が最も多く挙げられている。また、地域事業者は広域事業

者に比べ「適当なパートナーが地域にいないから」の割合が多いのに対し、広域事業者

は地域事業者に比べ「販売事業者のコンセンサスが十分得られないから」の割合が多い。 

物流合理化への取組が進展しない理由（事業エリア別）

53.7

24.8

13.2

20.6

23.5

15.4

17.7

20.4

15.4

3.8

29.5

16.3

13.2

3.8

9.4

46.7

30.4

14.1

16.3

23.9

12.0

5.4

12.0

15.2

2.2

15.2

27.2

10.9

1.1

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社施設がまだ十分に使用が可能であるから

充てん・配送業務を廃止した場合の

地元での対外的な信用問題があるから

新会社（新組織）の運営における

相手先企業への信頼感が乏しいから

他社への委託を進めると

コストが現状よりも高くなるから

合理化を進めると自社施設や

従業員の処遇に困るから

合理化を進めても効果が

小さく効率的でないから

合理化を進めると中小事業者は

大手に飲み込まれてしまうから

ＬＰガスの仕入れの自由が制限されるから

雇用形態の違い（就業規則の
再構築等）が大きいから

合理化のための費用を

捻出することができないから

適当なパートナーが地域にいないから

販売事業者のコンセンサスが

十分得られないから

将来への漠然とした不安感があるから

その他

無回答

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)
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資本金別では、全ての資本金規模で「自社施設がまだ十分に使用が可能であるから」

が最も多く挙げられている。 
 

■物流合理化への取り組みが進展しない理由（資本金別） 

 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 

１千万未満 

(N=15) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

他社への委託を

進めるとコストが現

状よりも高くなるか

ら 

 53.3 40.0 26.7 26.7 20.0 
3千万未満 

(N=174) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題がある

から 

他社への委託を

進めるとコストが現

状よりも高くなるか

ら 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

 56.3 27.6 24.7 21.8 21.8 
5千万未満 

(N=87) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題がある

から 

合理化を進めても

効果が小さく効率

的でないから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

 57.5 33.3 27.6 25.3 23.0 
1億未満 

(N=77) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題がある

から 

ＬＰガスの仕入れ

の自由が制限さ

れるから 

 55.8 26.0 24.7 22.1 22.1 
10億未満 

(N=63) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

販売事業者のコン

センサスが十分得

られないから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題がある

から 

他社への委託を

進めるとコストが現

状よりも高くなるか

ら 

 44.4 30.2 25.4 23.8 20.6 
10億以上 

(N=84) 

自社施設がまだ

十分に使用が可

能であるから 

充てん・配送業務

を廃止した場合の

地元での対外的

な信用問題がある

から 

合理化を進めると

自社施設や従業

員の処遇に困る

から 

販売事業者のコン

センサスが十分得

られないから 

適当なパートナー

が地域にいない

から 

 44.0 33.3 25.0 25.0 23.8 
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（６） 日本ＬＰガス団体協議会の統廃合事業について 
日本ＬＰガス団体協議会が実施している統廃合事業の認知度については、「知ってい

る」が 54.7％と過半数を上回っている。 

日本LPガス団体協議会の統廃合事業の認知状況(SA：N=539)

無回答, 3.5

知らない, 41.7

知っている, 54.7

 
 
 
統廃合事業を知っている事業者は、統廃合事業について「活用したい」が 28.8％、「内
容を知りたい」が 23.1％、「関心がない」が 23.1％などとなっている。 

統廃合事業の活用意向(SA：N=295)

活用したい, 28.8

内容を知りたい,

23.1

関心がない, 23.1

その他, 17.3

無回答, 7.8
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（７） ＬＰガス流通の合理化への考え 
ＬＰガス流通の合理化の取り組みに対する考えについては、「あまり積極的ではないが、

条件がよければ検討したい」が 29.7％で最も多く、次いで「積極的に推進すべきであり、
他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい」が 16.9％、「積極的に推進すべ
きであり、系列内の他社から打診があれば前向きに検討したい」が 11.3%などとなって
いる。 

流通合理化への考え(SA：N=539)

10.8

11.3

16.9

9.5

1.7

29.7

7.4

2.2

10.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

積極的に推進すべきであり、

自らリーダーシップを発揮したい

積極的に推進すべきであり、系列内の
他社から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきであり、他系列の

事業者から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきだが、まずは

自社充てん所等の統廃合を進めたい

あまり積極的ではないが、

立場上推進せざるを得ない

あまり積極的ではないが、

条件がよければ検討したい

あまり積極的ではなく、他社から
打診があっても検討するつもりはない

その他

無回答
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ブロック別では、「北海道」「東北」「関東・信」「東海」は、他のブロックに比べ「積

極的に推進すべき」との意見が多くなっている。 

流通合理化への考え（ブロック別）

14.3

12.0

12.5

6.3

8.3

5.3

6.9

15.5

13.6

12.5

12.5

10.4

12.7

5.6

3.5

17.6

12.5

13.9

19.3

10.3

8.3

11.2

10.9

7.5

10.4

7.3

5.6

10.5

0.0

0.0

0.0

0.0

31.0

23.8

28.8

31.3

27.5

33.3

34.5

38.9

26.3

10.3

8.3

4.8

9.4

2.5

6.3

9.1

5.6

12.3

7.5

5.6

5.3

3.4

8.3

8.8

6.3

15.0

14.6

12.7

11.1

17.5

17.2

10.9

7.5

15.6

20.7

19.0

16.7

12.7

1.2

1.6

7.5

2.1

5.6
0.0

0.0

0.0

1.6

1.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

積極的に推進すべきであり、自らリーダーシップを発揮したい

積極的に推進すべきであり、系列内の他社から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきであり、他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきだが、まずは自社充てん所等の統廃合を進めたい

あまり積極的ではないが、立場上推進せざるを得ない

あまり積極的ではないが、条件がよければ検討したい

あまり積極的ではなく、他社から打診があっても検討するつもりはない

その他

無回答
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資本金別では、資本金の金額が大きい事業者ほど「積極的に推進すべき」との意見が

多くなっている。 

流通合理化への考え（資本金別）

4.6

6.9

14.3

20.2

33.3

12.1

11.5

5.2

9.5

13.1

13.3

4.6

10.3

13.0

12.7

7.1

0.0

0.0

20.0

42.5

34.5

35.1

9.5

10.7

20.0

13.2

9.2

1.3

1.6

2.4

6.3

2.4

6.7

8.6

8.0

11.7

14.3

9.5

20.6

0.0

34.5

11.5

0.0

15.6

13.8

25.4

1.3

4.6

1.7

6.7

2.6

1.1

1.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万円未満 (N=15)

3千万円未満 (N=174)

5千万円未満 (N=87)

1億円未満 (N=77)

10億円未満 (N=63)

10億円以上 (N=84)

積極的に推進すべきであり、自らリーダーシップを発揮したい

積極的に推進すべきであり、系列内の他社から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきであり、他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきだが、まずは自社充てん所等の統廃合を進めたい

あまり積極的ではないが、立場上推進せざるを得ない

あまり積極的ではないが、条件がよければ検討したい

あまり積極的ではなく、他社から打診があっても検討するつもりはない

その他

無回答
 

 
 
事業エリア別では、広域事業者は地域事業者に比べ「積極的に推進すべき」との意見

が多くなっている。 

流通合理化への考え（事業エリア別）

16.3

10.7

14.1

9.4

9.8 0.0

33.3

12.0

8.5

2.2

2.2

2.2

10.3

12.0

9.6

31.5

13.9 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域事業者 (N=447)

広域事業者 (N=92)

積極的に推進すべきであり、自らリーダーシップを発揮したい

積極的に推進すべきであり、系列内の他社から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきであり、他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい

積極的に推進すべきだが、まずは自社充てん所等の統廃合を進めたい

あまり積極的ではないが、立場上推進せざるを得ない

あまり積極的ではないが、条件がよければ検討したい

あまり積極的ではなく、他社から打診があっても検討するつもりはない

その他

無回答
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４． 業界を取り巻く環境変化とその対応について 
（１） ＬＰガス業界を取り巻く環境変化の認識 
①今後の環境変化の見込み 
ＬＰガス業界を取り巻く環境の今後の変化については、「オール電化住宅着工率が更に

高まる」が84.2％で最も多く、次いで「オール電化リフォームが増加していく」が76.6％、
「少子高齢化が進み、収益の需要構造が大きく変化する」が 67.3％、「ＬＰガス事業者
の高齢化による商権委譲が更に増える」が 65.5％などとなっている。ＬＰガス事業者は、
主にオール電化攻勢や高齢化の進展についての環境変化を捉えている傾向が伺える。 

LPガス業界を取り巻く環境変化(MA：N=539)

67.3

84.2

76.6

26.9

22.3

13.9

65.5

46.2

21.9

0.7

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

少子高齢化が進み、収益の

需要構造が大きく変化する

オール電化住宅着工率が更に高まる

オール電化リフォームが増加していく

都市ガスへの転換率が更に増加する

同業他社への切替えが増加していく

更にＣＰ高騰、又は高値

安定でＬＰＧ離れが進む

ＬＰガス事業者の高齢化に

よる商権移譲が更に増える

収益の悪化による商権移譲が増える

需要家の消費設備の購買意欲が減退し、

平均的商品購入価格が低くなる

その他

無回答
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ブロック別では、「オール電化住宅着工率が更に高まる」や「オール電化リフォームが

増加していく」が上位を占めており、それに続いて「少子高齢化が進み、収益の需要構

造が大きく変化する」や「ＬＰガス事業者の高齢化による商権委譲が更に増える」など

となっている。 
 

■物流合理化への取り組みが進展しない理由（ブロック別） 

 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 

北海道 

(N=29) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

都市ガスへの転

換率が更に増加

する 

 79.3 65.5 62.1 58.6 37.9 
東北 

(N=84) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 85.7 83.3 72.6 54.8 38.1 
関東・信 

(N=125) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 88.0 72.0 69.6 68.0 56.8 
東海 

(N=64) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

都市ガスへの転

換率が更に増加

する 

 85.9 75.0 70.3 64.1 51.6 
北陸 

(N=40) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 75.0 72.5 67.5 65.0 35.0 
近畿 

(N=48) 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

都市ガスへの転

換率が更に増加

する 

 83.3 81.3 68.8 60.4 54.2 
中国 

(N=55) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 81.8 80.0 74.5 65.5 27.3 
四国 

(N=36) 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 94.4 86.1 63.9 61.1 52.8 
九州・沖縄 

(N=57) 

オール電化住宅

着工率が更に高

まる 

オール電化リフォ

ームが増加してい

く 

少子高齢化が進

み、収益の需要

構造が大きく変化

する 

ＬＰガス事業者の

高齢化による商

権移譲が更に増

える 

収益の悪化によ

る商権移譲が増

える 

 84.2 78.9 68.4 64.9 49.1 
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②環境変化への対応 
ＬＰガス業界を取り巻く環境変化への対応（上位 3項目を選択）については、「直売需
要家軒数の拡大」が第 1位 23.0％で最も多く、次いで「保安対策の強化」が第 1位 15.0％、
「販売数量の拡大」が第 1位 13.2％などとなっている。 

販売経営に関する重点的取り組み(3LA：N=539)

13.2

11.7

23.0

1.1

1.1

1.7

15.0

3.0

4.5

2.4

0.6

22.8

9.1

14.1

11.3

1.9

3.2

5.2

16.5

7.4

3.7

3.3

0.0

24.3

7.6

11.1

8.0

1.9

4.3

5.8

11.1

5.6

12.1

7.2

0.0

25.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

販売数量の拡大

顧客単位消費量・売上単価の増大

直売需要家軒数の拡大 

取引販売店数の増加

自社内における営業所・事業所

統廃合等の合理化推進

他者を巻き込んだ共同充てん・

共同配送等の合理化推進

保安対策の強化

原料費調整制度等コストの

適切な価格転嫁

省エネ・新エネ機器販売、エネルギー

コンサルティング等総合エネルギー事業の展開

事業の多角化（エネルギー関連事業を除く）

その他

無回答

第1位

第2位

第3位
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1位を 3点、2位を 2点、3位を 1点として得点化した結果では、「直売需要家軒数の
拡大」が 537 点で最も多く、次いで「保安対策の強化」が 481 点、「顧客単位消費量・
売上単価の拡大」が 401点などとなっている。 

販売経営に関する重点的取り組み(得点化：N=539)

537

481

401

352

177

158

114

114

75

48

0 100 200 300 400 500 600

直売需要家軒数の拡大 

保安対策の強化

顧客単位消費量・売上単価の増大

販売数量の拡大

省エネ・新エネ機器販売、エネルギー

コンサルティング等総合エネルギー事業の展開

原料費調整制度等コストの

適切な価格転嫁

事業の多角化（エネルギー関連事業を除く）

他者を巻き込んだ共同充てん・
共同配送等の合理化推進

自社内における営業所・事業所

統廃合等の合理化推進

取引販売店数の増加
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（２） バルク配送システムについて 
①バルク配送システムの今後の見込み 
バルク配送システムの今後の進展見込みについては、「進展しないと思う」が 34.1％
で最も多いものの、「進展すると思う」が 32.8％、「わからない」が 31.2％などとなって
おり、ほぼ同じ割合で意見が分かれている。 

今後のバルク配送システムの動向(SA：N=539)

無回答, 1.9

わからない, 31.2

進展しないと思う,

34.1

進展すると思う,
32.8

 
 
 
ブロック別でみると、「東海」「北陸」等は、ほかのブロックに比べ「進展すると思う」

と考える事業者の割合が多い。一方「東北」「関東・信」等は、ほかのブロックに比べ「進

展しないと思う」と考える事業者の割合が多い。 

今後のバルク配送システムの動向（ブロック別）

23.8

26.4

46.9

22.9

41.7

40.4

27.6

44.0

42.4

17.2

30.0

33.3

29.1

38.9

28.1

30.4

12.5

19.4

29.8

0.0

6.0

0.8

0.0

7.5

0.0

0.0

0.0

1.8

24.1

32.7

50.0

35.9

48.3

26.2

43.8

38.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

進展すると思う 進展しないと思う わからない 無回答
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資本金別でみると、「1千万円未満」の事業者は、ほかに比べ「進展すると思う」と考
える事業者の割合が少なく、「進展しないと思う」と考える事業者の割合が多い。 

今後のバルク配送システムの動向（資本金別）

28.2

39.1

41.6

34.5

46.7

32.2

34.5

32.5

33.3

38.1

6.7

0.0

3.234.9

13.3

26.2

38.5

33.3

24.7

26.4

28.6

1.2

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万円未満 (N=15)

3千万円未満 (N=174)

5千万円未満 (N=87)

1億円未満 (N=77)

10億円未満 (N=63)

10億円以上 (N=84)

進展すると思う 進展しないと思う わからない 無回答
 

 



 

 76 

②バルク配送システムが進展する理由 
バルク配送システムが今後進展すると考える理由については、「他エネルギーとの相対

価格又はＬＰガス価格そのものが低廉化・安定化することで、再び進展する可能性はあ

る」が 61.0％で最も多く、次いで「業務用施設出店、集合住宅着工等の増加といった社
会的環境の変化によって、再び進展する可能性はある」が 45.8％などとなっている。 

バルク配送システムが進展する理由(MA：N=177)

61.0

45.8

33.3

35.6

6.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他エネルギーとの相対価格又はＬＰガス価格

そのものが低廉化・安定化することで、

再び進展する可能性はある

業務用施設出店、集合住宅着工等の増加

といった社会的環境の変化によって、

再び進展する可能性はある

充填所等の統廃合、共同配送の進捗状況

によって、再び進展する可能性はある

規制緩和・助成措置によって、
再び進展する可能性はある

その他

無回答

 
③バルク配送システムが進展しない理由 
バルク配送システムが今後進展しないと考える理由については、「現在の配送エリアに

おける対象物件数、配送距離から見て投資効果が出ないため」が 60.3％で最も多く、次
いで「既存施設への投資は既に一巡し、今後は設備更新や新規物件に限定されるため」

が 57.1％などとなっている。 

バルク配送システムが進展しない理由(MA：N=184)

57.1

34.2

60.3

10.3

6.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存施設への投資は既に一巡し、今後は

設備更新や新規物件に限定されるため

他エネルギーとの相対価格において若干

優位性が出てきても、景気動向等から

当面投資は難しいため

現在の配送エリアにおける対象物件数、

配送距離から見て投資効果が出ないため

現在の規制等では難しいため

その他

無回答
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④自社でのバルク配送システムの普及 
自社における今後のバルク配送システムの普及については、「限定した範囲で推進して

いく」が 27.1％で最も多く、次いで「他社への委託を継続し、自社ではバルクローリー
は所有しない」が 14.8％、「需要家の要望があるものに限定する」が 13.5％などとなっ
ている。 

自社の今後のバルク配送システムの普及(SA：N=539)

積極的に推進し

ていく, 10.6

限定した範囲で
推進していく, 27.1

需要家の要望が

あるものに限定す

る, 13.5
同業他社の動向

を見ながら方針を
決める, 2.0

一定数量になっ

たら自社バルク

ローリーを所有し

たい, 2.4

他者への委託を

継続し、自社では

バルクローリーは

所有しない, 14.8

友好的な地域事
業者間でバルク

ローリー共同運

行を進めていく,

5.4

今後もバルク供

給をするつもりが

ない, 8.3

その他, 0.2 無回答, 15.6

 

 
 
ブロック別でみると、「北陸」等は、ほかのブロックに比べ「積極的に推進していく」

と考える事業者の割合が少ない。一方「四国」「九州・沖縄」等は、ほかのブロックに比

べ「積極的に推進していく」と考える事業者の割合が多い。 

自社の今後のバルク配送システムの普及（ブロック別）

8.3

9.6

12.5

6.3

19.4

17.5

37.9

23.8

27.2

37.5

22.5

20.8

21.8

25.0

29.8

12.0

5.0

2.8

17.5

3.4

0.0

1.6

3.1

2.5

2.1

0.0

5.6

3.5

0.0

1.2

0.0

0.0

6.9

22.6

17.6

7.8

12.5

14.6

23.6

5.6

7.0

6.9

2.4

3.2

4.7

17.5

6.3

5.5

5.6

5.3

6.9

10.7

1.6

6.3

15.0

14.6

7.3

22.2

5.3

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

17.2

13.1

23.2

6.3

22.5

16.7

12.7

8.3

14.0

2.5

12.7

6.9

12.7

16.7

17.9

13.8

17.2

3.2

4.7

5.6

3.6

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

積極的に推進していく

限定した範囲で推進していく

需要家の要望があるものに限定する

同業他社の動向を見ながら方針を決める

一定数量になったら自社バルクローリーを所有したい

他者への委託を継続し、自社ではバルクローリーは所有しない

友好的な地域事業者間でバルクローリー共同運行を進めていく

今後もバルク供給をするつもりがない

その他

無回答
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資本金別でみると、資本金規模の小さい事業者ほど「今後もバルク供給をするつもり

がない」と考える事業者の割合が多い。一方資本金規模の大きい事業者であっても「積

極的に推進していく」と考える事業者の割合は 2割に満たない。 

自社の今後のバルク配送システムの普及（資本金別）

6.9

18.4

11.7

11.9

13.3

27.6

21.8

41.6

30.2

20.2

6.7

1.7

3.2

0.0

13.3

14.4

18.4

5.2

9.5

22.6

0.0

3.2

3.6

0.0

0.0

0.0

20.0

15.5

14.9

15.6

17.5

14.3

0.0

9.5 11.1

9.2

13.0

13.3

17.2

16.7

1.3

1.1

1.2

0.0

0.0

1.7

5.7

3.9

1.1

2.3

9.5

15.9

5.2

33.3

12.6

8.0

2.6

0.0

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万円未満 (N=15)

3千万円未満 (N=174)

5千万円未満 (N=87)

1億円未満 (N=77)

10億円未満 (N=63)

10億円以上 (N=84)

積極的に推進していく

限定した範囲で推進していく

需要家の要望があるものに限定する

同業他社の動向を見ながら方針を決める

一定数量になったら自社バルクローリーを所有したい

他者への委託を継続し、自社ではバルクローリーは所有しない

友好的な地域事業者間でバルクローリー共同運行を進めていく

今後もバルク供給をするつもりがない

その他

無回答
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（３） 質量販売への取り組みについて 
①質量販売への現状の取り組み 
基本料金の発生しない質量販売への現状の取り組みについては、「需要家からの注文に

のみ対応している」が 45.3％で最も多く、次いで「特に対応はしていない」が 37.1％な
どとなっている。「積極的に取り組んでいる」は、0.9％にとどまっている。 

基本料金の発生しない質量販売への取り組み状況(SA：N=539)

積極的に取り組

んでいる, 0.9

需要家からの注
文にのみ対応し

ている, 45.3

特に対応はしてい

ない, 37.1

その他, 13.2

無回答, 3.5

 

 
 
ブロック別でみると、「北海道」等は、ほかのブロックに比べ「特に対応はしていない」

と考える事業者の割合が多い。一方「積極的に取り組んでいる」事業者は、「北海道」「関

東・信」「北陸」「近畿」ブロックにのみ存在する。 

質量販売への取り組み状況（ブロック別）

0.0

0.8

0.0

2.1

0.0

0.0

27.6

45.2

40.8

53.1

52.5

43.8

49.1

47.2

47.4

40.8

25.0

38.9

38.6

10.3

10.7

13.6

14.1

15.0

18.8

10.9

11.1

12.3

3.4

8.3

5.0

1.8

6.9

0.0

2.5

31.3

51.7

35.7

35.4

38.2

0.0

1.8

2.8

1.6

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

積極的に取り組んでいる 需要家からの注文にのみ対応している

特に対応はしていない その他

無回答
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資本金別でみると、「積極的に取り組んでいる」と考える事業者の割合は資本金規模に

よらず僅かである。 

質量販売への取り組み状況（資本金別）

1.1

0.0

1.3

1.2

53.3

47.1

42.5

53.2

49.2

34.5

13.3

12.1

17.5

16.7

1.6

0.0

42.9

37.4

26.7

28.6

43.7

30.2

10.3

15.6 1.3

3.4

2.3

6.7

1.6

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１千万未満 (N=15)

3千万未満 (N=174)

5千万未満 (N=87)

1億未満 (N=77)

10億未満 (N=63)

10億以上 (N=84)

積極的に取り組んでいる 需要家からの注文にのみ対応している

特に対応はしていない その他

無回答
 

 
 
②ＦＲＰ容器導入後の質量販売への取り組み意向 
一般需要家にも取扱いが可能なＦＲＰ容器（コンポジット容器）が市場に導入された

後の質量販売への取り組み意向については、「現状の対応を維持する」が 77.4％と 4 分
の 3以上を占めている。「積極的に取り組むつもり」は、5.9％にとどまっている。 

FRP容器が導入された場合の質量販売への取り組み意向(SA：N=539)

無回答, 3.0

その他, 13.7

現状の対応を維

持する, 77.4

積極的に取り組

むつもり, 5.9
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（４） 環境問題への取り組みについて 
①環境問題への現状の取り組み 
地球温暖化などの環境問題への現状の取り組みについては、「環境問題に対応した取り

組みをすでに実施している」が 29.7％で最も多く、次いで「環境問題への対応をしたい
が、何をすればよいのかわからない」が 26.5％、「環境問題への対応は業界として行う
べきであり、自社としての対応は考えていない」が 18.7％などとなっている。 

環境問題への取り組み状況(SA：N=539)

環境問題に対応

した取組をすでに

実施している,

29.7

環境問題に対応

した取組を実施す

るための検討・準
備を行っている,

15.4

環境問題への対

応をしたいが、何

をすればよいか

わからない, 26.5

環境問題への対

応は業界として行

うべきであり、自

社としての対応は

考えていない,

18.7

環境問題への対

応の必要性を感

じない, 2.0

その他, 2.8

無回答, 4.8

 

 
ブロック別でみると、「関東・信」等は、ほかのブロックに比べ「すでに実施している」

事業者の割合が多い。一方「北海道」「四国」等は、ほかのブロックに比べ「自社として

の対応は考えていない」事業者の割合が多い。 

環境問題への取り組み状況（ブロック別）

22.6

40.8

32.8

22.9

22.2

28.1

13.8

14.3

14.4

14.1

20.0

14.6

18.2

16.7

15.8

24.0

32.5

16.7

33.3

31.0

23.8

12.8

14.1

15.0

18.8

25.5

30.6

12.3

0.0

3.6

1.8

0.0

1.2

3.2

6.3

2.5

0.0

3.6

5.6

1.8

6.9

8.3

4.0

1.6

5.0

8.3

1.8

0.0

7.0

25.0

30.9

24.1

20.0

33.3

26.2

24.1

28.1

0.0

0.8

3.1

8.3

0.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

環境問題に対応した取組をすでに実施している

環境問題に対応した取組を実施するための検討・準備を行っている

環境問題への対応をしたいが、何をすればよいかわからない

環境問題への対応は業界として行うべきであり、自社としての対応は考えていない

環境問題への対応の必要性を感じない

その他

無回答
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資本金別でみると、資本金規模の大きい事業者ほど「積極的に取り組んでいる」と考

える事業者の割合が多く、「何をすればよいかわからない」「自社としての対応は考えて

いない」と考える事業者の割合が少ない。 

環境問題への取り組み状況（資本金別）

16.7

27.6

37.7

35.7

13.3

10.9

18.4

20.8

20.6

13.1

33.3

25.9

15.9

13.1

0.0

1.7

3.4

1.3

3.2

6.0

6.7

6.3

4.6

2.6

1.6

4.8

13.3

50.8 6.3

20.7

19.5

33.3

37.4

27.4

14.3

19.5

0.0

1.6

0.0

1.1

5.7

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１千万未満 (N=15)

3千万未満 (N=174)

5千万未満 (N=87)

1億未満 (N=77)

10億未満 (N=63)

10億以上 (N=84)

環境問題に対応した取組をすでに実施している

環境問題に対応した取組を実施するための検討・準備を行っている

環境問題への対応をしたいが、何をすればよいかわからない

環境問題への対応は業界として行うべきであり、自社としての対応は考えていない

環境問題への対応の必要性を感じない

その他

無回答
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②太陽光・太陽熱機器の販売・普及への取り組み 
太陽光発電設備や太陽熱利用機器の販売・普及への取り組みについては、「いずれにつ

いても販売・普及に取り組んでいない」が 59.6％で過半数を占めており、「いずれかに
ついて販売・普及に取り組んでいる」の 28.6％を大きく上回っている。 

太陽光・太陽熱機器の販売・普及への取り組み状況(SA：N=539)

無回答, 3.2
その他, 8.7

いずれについても

販売・普及に取り

組んでいない,

59.6

太陽熱利用機器
についてのみ販

売・普及に取り組

んでいる, 3.3

太陽光発電設備

についてのみ販

売・普及に取り組

んでいる, 14.5

太陽光発電設
備、太陽熱利用

機器のいずれに

ついても販売・普

及に取り組んでい

る, 10.8

 

 
 
ブロック別でみると、「東海」「中国」「四国」「九州・沖縄」等は、ほかのブロックに

比べ「販売・普及に取り組んでいる」事業者の割合が多い。 

太陽光・太陽熱機器の販売・普及への取り組み状況（ブロック別）

2.4

14.4

14.1

6.3

5.6

22.8

17.2

9.5

14.4

23.4

10.0

10.4

14.5

19.4

14.0

0.8

5.0

11.1

1.8

65.5

73.8

54.4

56.3

70.0

68.8

47.3

55.6

49.1

6.9

6.0

10.5

3.4

6.0

4.0

1.6

5.0

2.1

1.8

0.0

1.8

6.9

12.7

5.0

1.6

0.0

2.4

4.2

9.1

8.3

14.5

8.3

3.1

12.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道 (N=29)

東北 (N=84)

関東・信 (N=125)

東海 (N=64)

北陸 (N=40)

近畿 (N=48)

中国 (N=55)

四国 (N=36)

九州・沖縄 (N=57)

太陽光発電設備、太陽熱利用機器のいずれについても販売・普及に取り組んでいる

太陽光発電設備についてのみ販売・普及に取り組んでいる

太陽熱利用機器についてのみ販売・普及に取り組んでいる

いずれについても販売・普及に取り組んでいない

その他

無回答
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資本金別でみると、資本金規模「1 千万円未満」の事業者では「販売・普及に取り組
んでいる」事業者の割合は皆無であったが、「3千万円未満」以上の事業者では「販売・
普及に取り組んでいる」事業者の割合はそれぞれ 2割以上存在する。 

太陽光・太陽熱機器の販売・普及への取り組み状況（資本金別）

6.9

17.2

15.6

13.1

0.0

12.6

12.6

15.6

23.8

16.7

80.0

67.2

52.4

52.4

13.3

4.0

1.1

2.6

1.6

1.2

7.9

0.0

2.4

4.6

0.0

1.3

2.3

4.8

57.5

55.8 9.1

9.2

4.6

6.7

9.5

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１千万未満 (N=15)

3千万未満 (N=174)

5千万未満 (N=87)

1億未満 (N=77)

10億未満 (N=63)

10億以上 (N=84)

太陽光発電設備、太陽熱利用機器のいずれについても販売・普及に取り組んでいる

太陽光発電設備についてのみ販売・普及に取り組んでいる

太陽熱利用機器についてのみ販売・普及に取り組んでいる

いずれについても販売・普及に取り組んでいない

その他

無回答
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環境問題に対応した取り組みを実施している、またはその検討・準備を行っていると回

答した事業者が、太陽光・太陽熱機器の販売・普及への取り組みをどの程度行っているか

を見たのが下のグラフである。 
環境問題に対応した取り組みを実施していると回答した事業者は、「太陽光発電設備・機

器のいずれについても販売・普及」（18.8％）や、「太陽光発電設備のみ販売・普及」（23.1％）
など、太陽光・太陽熱機器販売等への取り組み比率が最も高くなっている。 
環境問題に対応した取り組みを実施するための検討・準備を行っていると回答した事業

者は、「太陽光発電設備・機器のいずれについても販売・普及」（13.3％）や、「太陽光発電
設備のみ販売・普及」（19.3％）など、環境問題への取り組みをすでに実施している事業者
に次いで太陽光・太陽熱機器販売等への取り組み比率が高くなっている。 
環境問題への関心が高く取り組みに着手している事業者ほど、太陽光・太陽熱機器販売

等への取り組み比率が高くなる傾向が見られる。 

18.8

13.3

2.8

6.9

0.0

13.3

23.1

19.3

10.5

6.9

0.0

20.0

1.9

3.6

4.9

5.0

0.0

0.0

42.5

49.4

76.2

78.2

100.0

40.0

11.9

14.5

4.9

3.0

26.7 0.0

0.00.0

0.0

0.7

0.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境問題に対応した取組を

すでに実施している(N=160)

環境問題に対応した取組を実施する

ための検討・準備を行っている(N=83)

環境問題への対応をしたいが、何を

すればよいかわからない(N=143)

環境問題への対応は業界として行うべきであり、

自社としての対応は考えていない(N=101)

環境問題への対応の必要性を感じない(N=11)

その他(N=15)

太陽光発電設備、太陽熱利用機器のいずれについても販売・普及に取り組んでいる

太陽光発電設備についてのみ販売・普及に取り組んでいる

太陽熱利用機器についてのみ販売・普及に取り組んでいる

いずれについても販売・普及に取り組んでいない

その他

無回答
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③太陽光・太陽熱機器のＬＰガス拡販ツールとしての可能性 
太陽光発電設備や太陽熱利用機器がＬＰガスの拡販ツールとなり得るかについては、

「環境貢献で必ず重要なアイテムとなる」が 42.7％、「なるかどうかわからないが、取
り組む体制をつくらなければ「環境」を標榜できない」が 40.1％などとなっており、「な
ると思わない」の 11.5％を大きく上回っている。 

太陽光・太陽熱機器のLPガス拡販ツールとしての可能性(SA：N=539)

なると思わない,

11.5

なるかどうかわか

らないが、取組む

体制をつくらなけ

れば「環境」を標

榜できない, 40.1

環境貢献で必ず

重要なアイテムと

なる, 42.7

その他, 1.7

無回答, 4.1
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第第３３章章  ＬＬＰＰガガスス卸卸売売事事業業者者のの合合理理化化状状況況調調査査結結果果  

 
１． 各地での合理化状況 

各地での合理化への取り組み状況について、専門部会委員から自社での取り組みやマス

コミ報道等に基づいて報告をいただき、専門部会にて把握・分析を行った。 
 

（１） 合理化が進展している地域の状況 
①北海道地域 
ⅰ）充てん所の統廃合の実績 
z エア・ウォーター・テクノサプライの洞爺工場を廃止し、同社の室蘭工場に統合し
た。（平成 15年度） 
z エア・ウォーター・エネルギーの足寄工場を廃止し、エア・ウォーター・テクノサ
プライの帯広工場に統合した。（平成 15年度） 
z エア・ウォーター・エネルギーの稚内工場を廃止し、A社に統合した。（平成 17年

11月） 
z エア・ウォーター・エネルギーの倶知安工場を廃止し、B 社に統合した。（平成 18
年 9月） 
z C 社の充てん所を廃止し、エア・ウォーター・テクノサプライの旭川工場に統合し
た（平成 19年 8月）。D社の充てん所を廃止し統合した。（平成 20年 10月） 

変更前 規模 変更後 規模 

エア・ウォーター・テクノサプライ 

旭川工場 

490ｔ／月 

C社 90ｔ／月 
D社 100ｔ／月 

エア・ウォーター・テクノサプライ 
旭川工場 
 
※20/11滝川工場竣工にて 
 減量▲200ｔ/月の見込み 

680ｔ／月 

z E 社の函館工場と江差工場を廃止し、エア・ウォーター・テクノサプライの函館工
場に統合した。（平成 20年 4月） 
変更前の充てん所 規模 変更後 規模 

エア・ウォーター・テクノサプライ 
函館工場 

210ｔ／月 

E社 函館工場 110ｔ／月 
E社 江差工場 40ｔ／月 

エア・ウォーター・テクノサプライ 
函館工場 

360ｔ／月 

z エア・ウォーター・エネルギーの枝幸工場を廃止し、エア・ウォーター・テクノサ
プライの紋別工場に統合した。（平成 20年 7月） 
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ⅱ）共同配送の実績 
z エア・ウォーター・エネルギー、C社、D 社の３社の共同配送会社「旭川エナジッ
ク」を設立した。（平成 19年 8月） 

変更前 配送規模 変更後 配送規模 

エア・ウォーター・エネルギー 20,300件 
C社 7,000件 
D社 5,600件 

旭川エナジック 32,900件 

z 札幌アポロ石油、カクイ協和産業、地崎商事の３社は共同配送会社「街ガス物流」
を設立した。（平成 19年 9月） [参考 プロパン・ブタンニュースH19.10.15号] 
z エア・ウォーター・エネルギーと E社は、共同配送会社「函館エナジック」を設立
した。（平成 20年 4月） 

変更前 配送規模 変更後 配送規模 

エア・ウォーター・エネルギー 21,800件 
E社（函館） 6,700件 
E社（江差） 自 配 

函館エナジック 28,500件 

 
ⅲ）民生バルクローリーの共同配送の実績 
z 札幌近郊・苫小牧地域：卸３社が共同配送を開始。（平成 10年 4月） 
z 道東地域   ：卸４社が共同配送を開始。（平成 15年 10月） 
z 旭川近郊地域 ：共同配送会社「旭川エナジック」による配送開始。（平成 19 年 8
月） 
z 函館近郊地域 ：共同配送会社「函館エナジック」による配送開始。（平成 20 年 4
月） 

 ローリー台数 供給件数 

札幌、近郊、苫小牧地区 ８台  
   1,800件弱 
（11,000ｔ/年） 

道東地区  ３台  
200件強 

（2,300ｔ/年） 
（平成 19年度末時点） 
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②千葉地域 
ⅰ）事業統合検討の概要 
z 構成事業者 
Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 
z 実施理由 
互いに広域・錯綜配送となっている現状を改革し、容器の共有化、充てん所の相互

利用、更には共同配送を行うことも視野に入れたコスト低減を実現する。又、Ａ社

松戸充てん所が区画整理の対象となったことも合理化検討のきっかけとなる。 
z メンバー 
各社の部長、次長等 
z 検討の経緯 
三社にて月一回程度の会議を開催し、コスト計算を実施した。当面の対処として、

Ａ社松戸充てん所の廃止に伴う物流形態の変更については、その配送エリアの内、

江戸川・葛飾についてはＢ社新小岩充てん所からの配送とすることとした。 
①当該配送拠点…約 2,200拠点  ②年間配送数量…840ｔ  ③車輌台数…3台 
その後、元売事業統合等の案件が発生したため、そちらを優先し物流統合は改めて

検討することとし、現在に至る。 
 
ⅱ）松戸充てん所廃止の経緯 
z 所在地 
千葉県流山市 
z 設備 

P ：20ｔ×１  B ：15ｔ×１ 
平成 18年 3月 31日 シリンダー充てん部門終了 
平成 20年 8月 31日 オートガススタンド業務終了 
z 廃止理由 
Ａ社の中でも最も古い充てん設備であった。 
周辺エリアの区画整理で土地の一部が対象となった。 
z 関連事項 
同一敷地内にあった小売部門は柏店に統合した。 

 
ⅲ）松戸充てん所廃止後の形態 
z 配置転換 
シリンダー配送車８台はＡ社近隣の２ヶ所の充てん所に４台づつ移動した。 
尚、社員の住居変更なし。一方、充てん所からの配送は広域になったため運行距離

が 1.3倍となった。 
z 経費削減 
車両の減少はできなかった。充てん所運営費用のみ。 
z 効果 
今回ほぼサプライヤー全員の畑替え（放射線状）をおこなったことで、不公平感の

解消がある程度達成できた。 
その後も、微調整で畑替えを継続しており、管理者との対話及び他充てん所間の交
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流も増え連携が深まった。 
 
 
③神奈川地域 
ⅰ）神奈川県の状況 
z 人口 895万人 総世帯数 377万世帯 LPG消費世帯数 140万世帯（37.1%） 
z LPG充てん所数 68ヶ所（平成 13年には 78ヶ所あった） 
z LPG家庭業務用販売量 66.7万㌧（東京、愛知に次ぐ家庭業務用販売量第 3位） 
z 東京電力の供給地域内であり TVCM を媒体としたオール電化推進が行われている

が、住宅密集エリアであり既築住宅ではＩＨクッキングヒーターの導入が中心とな

っている。新築においてはオール電化マンションの普及が目立つ。 
z 東京電力は既築リフォームをターゲットにオール電化を推進している。 
z 東京ガスおよび県内都市ガス会社５社の計６社が都市ガスを供給。 
z 東京ガスと県内都市ガス数社はリフォーム市場に積極的に参入、エコウィルや燃料
電池の導入にも前向きに取り組んでいる。 
z 平成 19年度末、神奈川におけるオール電化普及率 2.1％と推定されている。 
z 神奈川県内には大型基地（充てん所）があり、規模による充てん効率化が推測され
る。 
z 内陸の基地においては協同組合等の配送を受託し、配送効率の向上が推測される。 

 
ⅱ）合理化状況 
z 神奈川県内に複数充てん所を所有する広域卸事業者３社が、平成 14 年 3 月から充
てん・配送の協業を実施した。 
z ３社による出資会社を設立し、合理化を図る。 
z 出資会社設立（合理化）の主な目的は配送の合理化である。 
z 充てん数量 約 10万トン（県内シェア 17.2％） 
z 配送軒数 約 20万世帯（県内シェア 14.0％） 
z 充てん所の統廃合 11ヶ所 ⇒ 9ヶ所 
z 配送車は計画当初約 110台あったが、20％程度減車された。 
z 配送運賃の軽減が実施されている。（2～3円/㎏低減） 

 
 



 

 91 

④静岡地域 
物流合理化（充てん・配送業務の統合）を目的に、提携各社の出資による関連子会社

を設立したが、充てん所の共同利用（共同充てん）に止まっている。以下に今般の業務

提携上の問題点を列記する。 
 
ⅰ）物流要員 
z 適正な要員配置 
元来、夏冬の繁閑差の激しい業務が、提携により更に大きなギャップとして顕在化

する。既に各社が、他業務を物流要員で賄うなど合理的人員配置に努めており、そ

の業務を他部門に再度転嫁をしたので、提携子会社における閑散期の固定費のダウ

ンが大きな問題となった。 
z 処遇の統一 
当初、提携子会社に出資各社の配送事業者（7 社）から人員を転籍させる予定であ
ったが、以前に転籍を経験しており、結果的に転籍を繰り返すことになり転籍によ

る従業員個々の不利益をリカバーする制度を作るために多くの支出を伴うことが判

明した。 
転籍後の雇用条件、就労条件の変更も同様。 

 
ⅱ）物流コスト 
z 合理化メリットの享受 
右表のとおり、各社の既存コストのレベルが

大きく乖離しており、物流統合後の合理化メ

リットを均等に配賦することが困難。 
センター別価格⇒コスト増のケースが発生。 
毎年度変動する販売量や、各社のバルク化の

進捗により、充てん量・配送量が大きく変動

する中で、持続的にメリットを創造するため

には、各社の方針に一定の枠を嵌めざるを得

ない結果となった。 
 
ⅲ）業務 
z システム統合 
提携当初は、代表会社のシステムを拡張することで対応する予定であったが、既存

システムの拡張コストが膨大となることが判明した。 
提携各社は、各々オリジナルシステムを運営している。また、今般の提携範囲が各

社の事業エリアの一部であったため、結果的に既存システムと提携用システムを併

用せざるを得ず、根本的にコスト低減に繋がらないことが判明した。 
共通フォーマットの利用も検討したが、上述のとおり、一部エリアのために各社の

システムをカスタマイズする必要が生じ、結果コストダウンに繋がらなかった。 
１社については、充てんシステムが配送予測システムに直結しており、他２社より

も大きなカスタマイズが必要。 
 

 物流合理化による各社のコスト変化

センターA センターB センターC

A社 B社 C社 合理化後

コストアップ

コストダウン
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z 配送業務の捉え方 
各社の配送業務に対する考え方が異なり、コンセンサスが得られなかった。 
・Ａ社 ： ＬＰガスの配送＝単なる供給の手段・手法 
・Ｂ社、Ｃ社 ： 配送時の顧客訪問＝「お客様との接点」 
z 容器管理 
容器の統一に関して、以下の点で各社のコンセンサスが得られなかった。 
・統一ネームへの吹き替え（⇒ 容器ネーム＝ＬＰガス業者の広告である） 
・容器の所有方法（各社からの拠出→新会社の所有、容器は各社所有・ネームのみ

統一） 
・容器を新会社所有とした後の「新容器購入費用」、「容器使用料の算定方法」 
z バルク配送 
提携各社間での配送委託業務として、静岡県内全般において共同配送の体制を構築

した。 
 
ⅳ）関連子会社の経営 
z 現在、提携各社が配送業務を委託している先は、各々資本関係のある関係子会社で
あり、多様な業務の一部としてＬＰガスの配送業務を委託している。結果、繁閑差

を利用した要員の配置や固定費用の配賦を実施しており、ここからＬＰガス配送業

務のみを切り取ることで、配送コストは削減できるものの、関連子会社の経営を大

きく圧迫（逼迫）させる結果となることが判明し、関連子会社の経営基盤強化も付

帯的課題として検討が必要となった。 
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⑤東三河・遠州地域 
当該地域での合理化状況を列挙するとともに、三河湾ガスターミナル（以下ＭＧＴ）

による物流合理化状況を報告する。 
 

ⅰ）過去５年における当該地域での充てん所統廃合の動き 

充てん所数 
東三河(豊橋・豊川・田原・

蒲郡・新城市・宝飯郡) 

遠州（浜松・磐田・袋井・ 

湖西市、浜名郡) 
地域計 

平成 15年 4月 17 22 39 
平成 20年 4月 15 20 35 

増減 △2 △2 △4 
 
z 平成 16 年 8 月ガスコミュニティー浜松設立時にＡ社、Ｂ社各充てん所 1 箇所を廃
止。（遠州） 
z 平成 18年 12月Ｃ社が充てん所を廃止し、ＭＧＴに充てんを全面委託。（東三河） 
z 平成 19年 7月Ｄ社が充てん所を廃止し、Ｅ社に充てんを全面委託。（東三河） 
z 平成 21年Ｆ社充てん所を廃止しＧ社と新規充てん所設立。（東三河 建設中） 
 
三河湾ガスターミナル、花川エネルギー、ガスコミュニティーといった新会社設立に

よる共同充てんを開始してから５年経過したが、他には大きな統廃合の動きは見られな

かった。理由として、第一に営業上の競合の要因が挙げられる。東三河地区は容器ネー

ムの問題があり、ＭＧＴに集約が困難である。（次項にて詳細）、遠州地区は他店転向が

激化し、アライアンスの流れが生じなかった。また、全体的に設備が老朽化してきてい

るが、①現状では低コストでの充てんが可能であり、協業化のメリットが無い。②就労

者が定年退職するまで雇用維持のため廃止できない。といった経済的理由も存在する。

今後は設備更新時に再投資するか、既存充てん所に参加または委託する等の方法や、新

規に共同で充てん所を設立するのかなど、統合の可能性は高い予測される。 
 
ⅱ）三河湾ガスターミナル（ＭＧＴ）による物流合理化 
ア．概要 

ＭＧＴは愛知県田原市湾岸部に設立され、デポセンター経由を含め約 80,000世帯に
供給しており、当エリアのＬＰガス消費世帯数 400,000の 20％に該当する。 
z 設立前の状況 
日石ガス（現新日本石油）所有の蒲郡基地の老朽化による建替え検討時に、ガステ

ックの豊川充てん所の老朽化と能力オーバーによるリニューアルが検討されていた。

また、出光興産（現アストモスエネルギー）からの共同充てん所建設提案が相まっ

て、新規充てん所を建設することとなった。 
z 設計コンセプト 
・商圏中心の湾岸部に二次基地併設充てん所を建設する。 
・省力化され 24時間稼動可能なオートメーション化された充てん所を建設する。 
・デポセンターへの移動手段はローリー運賃以下となるコスト設定を行う。 
・センター容器により統一容器で運用する。 
z 建設経過 
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・用地は商圏の中心の豊橋市では取得ができず、隣接する田原市での建設となった。

その結果、西三河西部方面が圏外となり、廃止充てん所は４、デポは３となった。

（配送時間と補充時間をシンクロさせるため半径 50㎞と設定） 
・山間部はデポ建設メリットがなく、委託充てんとした。 
・豊川デポにはバルク払出設備を残し、浜松デポは 20・50 ㎏以外の転送メリット
の無い容器種の充てん設備を残すこととなった。 

 
イ．統合効果 
z 員数：従来方式の人員 27名に対し、設立後現在では 19名と 8名減 30％の合理化 
z 容器充てんコスト：従来方式に比べ約 40％の合理化 
z 配送コスト   ：従来方式に比べ 10％の合理化 
z 容器管理コスト ：従来方式に比べ廃瓶補充抑制及び全体本数減による耐圧検査料  

の減少により 33.3％の合理化。 
ウ．課題 
z 容器ネームがネック 
・ＭＧＴシステムのデポ向け専用充てん所は、センター容器しか充てんできない。

（トレーラのヘッド交換で容器転送する場合があり、Ａデポの容器がＢやＣとい

った他デポへ転送されることになるため）したがってデポを使用する同業卸業者

はセンター容器使用が条件となるが、同業卸業者がセンター容器化に同意しても、

販売店の意向でネームを統一することが難しい場合もあり、共同化に至らないケ

ースが多い。また、そのまま充てん受託する場合は、別便で他ネーム容器を転送

するケースもあり、コスト増になっている。 
・ガステックの 20㎏比率は、19％であるが、他社は 20㎏の比率が高いのでデポセ
ンターでの容器管理が煩雑になっている。→デポ要員減少の足かせとなりコスト

ダウンの阻害要因。 
z 配送上の問題 
・計画時点で配送エリアには、20 ㎏、50 ㎏それぞれ専任の配送員が配置されてい
たが、配送効率化のため、混載方法に変更した。デポ専用充てん所では異種容器

を連続充てんできないため、混載ができなく 20 ㎏用トレーラーの効率が悪化し
た。→デポ要員減少の足かせとなりコストダウン阻害要因。 

・セルフ充てん同様、デポは届けられる容器しか配送できないため計画配送が必須

条件であるが、天候等により配送量が変わるため、充てんロスが発生している。 
z 維持費 
・想定よりチェーンコンベア等の消耗部での修理が多く、経費が掛かっている。ま

たシステムハード系は、更新期間が短いので廃盤に備え予備品が必要となり経費

増となっている。 
z 需要減 
・計画段階では想定していなかったオール電化や他店切替、集合住宅のバルク化の

急進で年間 1,000地点近くの容器配送先が減少している。現状カバーする新規受
託や共同化は実現できていないので、更なる充てん単価の低減が難しい局面とな

っている。 



 

 95 

⑥愛知・三重地域 
愛知・三重における充てん所数は過去 5 年間で 6 事業所減（4％減）と充てん所の統
廃合がオ－ル電化や都市ガス化による需要低迷にも関わらず、あまり進展していないの

が現状である。当然の結果として稼動率が低下や余剰容器の発生など、費用負担が増大

すると同時に充てん所の老朽化が進んでいる。 
 

ⅰ）愛知・三重の充てん所数の増減 
県名 平成 14年充てん所数 平成 19年充てん所数 増減数 
愛知 95 91 －4 
三重 54 52 －2 
合計 149 143 －6 

出典：LPガス資料年鑑 
 

ⅱ）愛知県の合理化例 
Ｔ社ガスグル－プの再編・統合による物流合理化（平成 17年から平成 20年） 
z 充てん所業務の一括管理（設備管理・容器管理）､四日市充てん所の廃止と鈴鹿充て
ん所の増強 
z 配送管理システム及び充てん管理システムの統合 
z 配送エリア見直しと交錯配送の解消 
z 容器ネ－ムの県別統一と容器バ－コ－ドの統一（NW-7から CODE39） 
z 委託充てん所のシステム・配送エリア等の見直し 
 

ⅲ）三重県の合理化例 
Ｉ社グル－プとＴ社の相互委託充てんによる物流合理化（平成 19年から平成 20年） 
z Ｉ社尾鷲工場を廃止した後、Ｔ社志摩充てん所の設備補強（充てん管理システムの
導入と固定式填充てん機２基の自動化）を実施し、充てん委託。 
z Ｔ社南伊勢営業所（デポ基地）を縮小し、Ｉ社東海伊勢センターとの間で、相互充
てんを開始。 
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⑦岐阜地域 
ⅰ）卸売事業者数及び充てん所事業者数 
z 卸売事業者数：26事業者 ※組合加入者 
z 充てん所事業者数及び事業所数：41事業者、57事業所 
   ※岐阜県ＬＰガス計量自治管理組合加入者 
（この 10数年来充てん需要の減少にも関わらず事業所数に変化無し） 

 
ⅱ）近々に於ける配送事業者及び充てん所事業所の合併例（２例のみ） 
z シナネン・伊藤忠エネクスホームライフ中部・中部日石の３社による共同運営会社
の設立と３社が運営する、３充てん所を２充てん所とし、１充てん所を廃止した。 
会社名「岐阜県エルピーガス供給センター㈱」 
z Ｍ産業・Ｓ商事の２社による共同運営会社の設立と２社が運営する、２充てん所を
１充てん所とし、１充てん所を廃止した。 
会社名「㈱ミットランドエナジーロジステックス」 

 
ⅲ）共同運営会社の業務内容 
z 配送、充てんは元より容器の一元管理、保安業務（認定）等々。 

 
ⅳ）結論 
岐阜県は、土地柄もあって合理化・効率化推進が困難な中、先鞭を付けたのが、大手

による岐阜県エルピーガス供給センター㈱である。岐阜市周辺西部を拠点とすることか

ら、交錯配送の解消等大きな成果が望めるものであり、また、㈱ミッドランドエナジー

ロジステックスは、地元の老舗企業の二代目経営者で、しかも 40歳台～50 歳台前半と
若く、加えて絶大な信頼関係のもと、ＬＰガス業界の将来を憂う気持ちが共同運営会社

の設立となったと考える。 
ただ現在的な効果としては、配送車・人員の削減、充てん量の増加等に寄与している

が、全体への波及については今少し時間を要すると思われる。 
しかし、原油価格の高騰、エネルギー業界の競争激化が熾烈な昨今、ガス料金、保安、

サービス等々顧客の選択を得るために、更なる合理化、効率化が急務と考える。 
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⑧広島地域 
■広島地区での合理化の現状 

エリア 提携先 開始時期 充てん 配送 

広島地区(海田) Ａ社、Ｂ社、Ｃ社 Ｈ 9年 4月～ ○ 一部 

呉 地区(阿賀) Ａ社、Ｄ社 Ｈ16年 6月～ ○ ○ 

西部地区(廿日市) Ｅ社 Ｈ19年 10月～ ○ 一部 

東部地区(福山) Ｂ社 Ｈ 4年 5月～ ○ × 

 

ⅰ）共同充てんについて 
z 基地の運営･管理の公平を期すため、管理運営会社に各社が共同出資。共同充てんに
よるメリットを平等に享受できる仕組みづくりを行った。（充てん単価の低減、共用

化による容器保有本数の低減、維持費の低減等） 
z 運営に関しては定例の実績検討会議を開催し、実績数量･収支を管理。運用面での問
題解決等を行う。 

 

ⅱ）共同配送について 
z 新会社設立の際には、処遇について細心の注意を払う。労働条件と給与水準を出来
る限り維持し、将来の展望についても十分な説明を行い、納得してもらう。 
z 当社が使用していた運送会社を母体に配送会社を設立。交錯配送を解消し、配送効
率を上げコスト低減を図る。 
z 他の配送会社との合併等に際しては、①配送員削減(定年時)、②配送単価見直し、
③事務･管理部門関連費用低減、④車両の最適化、等により合理化を図る。 

 

ⅲ）その他 
z 小売･営業サイドでの無用な競争の回避。 

 

 
 

廿日市 

海田 
阿賀 

福山 
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（２） 合理化が遅れている地域の状況 
①東北・宮城地域 
ⅰ）卸売事業者数及び充てん所事業者数 
z 卸売事業者数 36事業者  
z 充てん所事業者数及び事業所数 36事業者、44事業所 

 
ⅱ）近々に於ける配送事業者及び充てん所事業所の統廃合例 
z 伊藤忠エネクスホームライフ東北仙台支店が、ミツウロコ仙台支店より配送・充て
ん業務を受託し、ミツウロコ古川支店が、伊藤忠エネクスホームライフ東北古川支

店より充てん業務を受託した。結果、４事業所を２事業所とし、２事業所を廃止し

た。 
 
ⅲ）考察 
z 東北・宮城における統廃合による合理化が困難な要因としては、元売・卸の販社同
士でユーザー切替が横行しており、共同化の姿勢に至らないものと考えられる。ま

た、先を読んでの思い切った手法が取れない東北地域の風土も大きく影響している

と考えられる。 
 
 
②埼玉地域 
z 埼玉県では、開設以来 30 年以上経過し既に設備償却が完了した充てん所が多く、
共同充てん所を作ったとしてもコストの即効的な低減に繋がらないという現状があ

る。またＬＰガスの需要は、オール電化攻勢に加え、都市ガスの導管網が拡大する

などの要因により需要が下降気味であり、統廃合しても大幅な経済的メリットが少

ないことが大きな要因である。 
z 一方事業者側の理由としては、タンク開放検査の延長（5年から 10年）により、充
てん所の負担が軽減しており、またシリンダー容器用の統廃合は出来ても、バルク

の出荷基地を確保する必要があるので統廃合が難しいという理由もある。 
z その他の理由としては、①共通容器（共通ネーム化）化の遅延②統合会社間の充て
ん・配送の情報管理システムに相違③従業員の雇用条件の相違④顧客名簿等の情報

漏えい危惧等の要因もあり、系列外の連携は難しいのが実情である。 
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③長野地域 
z 平成 20 年度の統廃合補助事業は、新設の場合には対象から外れたことが要因の一
つである。 
z 現状各社は、充てん所の運営に対して危機感をもっていない。 
z 長野県で統廃合が進展しない理由の一つは、南北に長いという地域性のため業務統
合を進めても効果的な合理化にならないこともある。 
z 同業者間での競争が激しく話し合いに至らない。 
z 消費地域が点在していて、充てん所規模も需要に見合った能力であり、配送を含め
た集約メリットが少ない。 

 
 
④大阪地域 
ⅰ）大阪府の状況 
z 大阪府は近畿地方の中心に位置し、北は京都府、南は和歌山県、東は奈良県、西は
兵庫県と大阪湾に面している関西地方の政治・商業の中心的な役割を果たしている

府である。（面積 1,898km2、人口 8,832,949人（平成 20年 8月末現在）） 
z 大阪府内の総世帯数は 376 万世帯で、内ＬＰガス世帯は 34 万世帯、都市ガス世帯
が 337万世帯となっており、総世帯数に対してＬＰガス世帯数が占める割合は、約
9%と非常に低い数字となっている。（平成 19年度実績、例）埼玉県：53.8%、神奈
川県：35.8%） 
z 大阪湾には、新日本石油、東燃ゼネラル、コスモ石油ガス、岩谷産業の元売 4社の
輸入基地があり、府下には 36箇所の充てん工場がある。 
z 36 箇所の充てん所のほとんどが、大阪府の北部（高槻市、茨城市）、南部（岸和田
市、貝塚市、泉佐野市）、西部（八尾市、大東市）に偏っている。大阪府の中心部の

ほとんどは都市ガス供給エリア（都市ガス世帯）であり、ＬＰガス世帯は大阪府の

中心部を取り巻くように、存在している。 
 
ⅱ）合理化が進捗しない理由（推定） 
z 大阪府は、その世帯数のほとんどを都市ガス世帯が占めており、ＬＰガス世帯（Ｌ
Ｐガス充てん工場）は、大阪府の中心部を取り囲むような形で存在している。 
z ＬＰガス世帯数は、34万世帯であり 36箇所の充てん工場が存在することから、１
充てん所が受けている受託配送戸数は平均 10,000戸程度と推定できる。 
z 各充てん所は、平均受託配送戸数から推察すると設備能力的には統廃合による合理
化の可能性はあるが、各々の充てん所のタンク容量が小規模であることと、地域（ロ

ケーション）上の制約により現状以上の合理化が進みにくいものと推定される。 
※地域（ロケーション）上の制約 
・現存する充てん所が、大阪を府の県境を取り囲むように存在しており、それぞれ

の充てん所間の距離が離れている。 
・隣接する充てん所を統廃合しようとしても、既存の充てん所が小規模であり、そ

のままの容量では一つの充てん所が統合後の両社の数量をカバーしきれない。ま

た、増設を試みても大阪府郊外の宅地開発の進行、地価高騰等により、用地確保

が容易でない。等 
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（３） 首都圏地域の状況 
z 東京ガスエネルギーの配送会社である東液サービスセンター（TSC）と特約店配送
部門を統合し、新社「エネライフ・キャリアー㈱（ELC）」を平成 18年 10月発足。 
z 統合を契機に給与体系を変更し、待遇面を統一化に伴い、コストダウンを図る。 
z 給与体系＝固定費 50％＋変動費 50％。変動費は充てん数量払いから風袋払いに変
更。 
z 共同化による効果（配送コスト低減額）： 
平成 18 年度（対前年▲1.35 円/ｋｇ）、平成 19 年度（対前年▲1.26 円/ｋｇ）を達
成。 
z 営業区域：東京全域、神奈川全域、埼玉南部、千葉北部 
z 保有車両：58台 
z 拠点数：5営業所 
z 配送物件数：4万件 
z 問題点及び改善事項： 
ⅰ）配送統合にあたり、各社供出容器をブランド名「エネライフ（Enelife）」に統

一。今後更なるブランド力の向上のため、知名度アップを図っていく。 
ⅱ）拠点数に対し配送地域が広範囲にわたっているため、事業会社（緑ナンバー）

として効率の悪い運営を強いられている。結果として配送量の未達→経営の圧

迫に繋がっている。 
ⅲ）統合当初、配送員各々の液石法に関連する技量の差があり、保安確保の面から

問題があった。現在では OJTを集中的に実施した結果、大幅に改善。 
ⅳ）都心部に物件を多く抱えていることから、違法駐車問題から時間制駐車場の使

用を進めている。→コンプライアンスの徹底 
ⅴ）戸建住宅に関して近年 20kgあるいは 30kg容器の設置が増加している。 

→配送員の業務量の増加→コストアップ要因 
z 今後の課題： 
ⅰ）更なるコスト削減を荷主会社から要請されており、それに対応できる強靭な体

力作りが必要。 
ⅱ）緊急時対応に関し、配送拠点より遠隔地となるお客様の配送については、コン

プライアンス体制の強化を図る意味で友好会社へ委託するなど。 
ⅲ）“エネライフ配送士”の資格をつくり、お客様対応力、保安対応力、配送技能を

総合的に勘案した資格制度を作成、認定することによって、お客様満足度の更

なる向上を図り、お客様から選択される配送会社を目指す。 
ⅳ）残ガス率の低減を図り、コスト競争力のある配送会社を目指す。 
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（４） 全国事業者の状況 
ⅰ）物流合理化に対する阻害要因 
「販売店対策関係」、「従業員雇用関係」、「容器共有化関係」、「配送エリア関係」、「配

送車両関係」、「システム関係」、「運用コスト関係」、「初期投資関係（設備費含め）」、「交

渉先関係」、「経営層の理解」、「従業員の理解」、「その他」に分類し、分類し、調査を実

施した。 
主な内容は以下のとおりである。 

 
ⅱ）克服できなかった事例 
z 充てん所統廃合を模索したが、系列販売店が業務提携先と競合関係等にあり理解を
得られず不成立。（販売店対策） 
z 共有容器による共同配送（エリア分け）を模索したが、配送管理システムの一元化
について系列販売店の理解が得られず（軒先情報開示拒否）、不成立となった。（販

売店対策） 
z 共同配送管理会社の設立を模索したが、配送エリアを確定する局面において、各社
の意思統一が図れず、不成立となった。（配送エリア関係、運用コスト関係、経営層

の理解） 
z 業務提携模索先との折衝過程で、過去に発生した相互間トラブルが再燃し、種々条
件面の折り合いがつかなくなり、交渉不成立。（交渉先関係、経営層の理解） 
z 充てん所統廃合による共同充てん会社設立を模索したが、設備・システム改善費用
について、新会社が負担するか或いは所有者が負担し貸与するかの意思統一が図れ

ず不成立。（初期投資関係、経営層の理解） 
 
ⅲ）克服できた事例 
z 充てん所統廃合において、充てん作業者（廃止側）の継続雇用を統合側が受諾。早
期段階での経営層同士のアウトライン合意による。（経営層の理解等） 
z 共同配送会社設立に向けて、従来の配送作業者を他業務（充てん・容器検査等）へ
シフト変更するために、配送会社事業開始までに発生する定年退職については補充

せず（短期契約で対応）、削減される配送作業者の受け皿を作った。（従業員雇用関

係） 
z 充てん所統廃合に絡めた充てん設備改善にて、提携先とのシステムの統一化を図っ
た。（システム関係、経営層の理解） 
z 充てん所統廃合に際し、統合側が提携先のバーコードを読み取れるようシステム改
修した。（システム関係、経営層の理解） 
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２． 合理化の先進事例 
各地で進められている合理化への取り組みの中から、他の参考となる先進事例を 6 事例

選定し、ヒアリング調査を実施した。以下では、ヒアリング調査の結果を紹介する。 
 

（１） 静岡県浜松地区 
～物流部門の統合・合理化のための新会社設立、のちに営業部門も統合～ 

浜松地区では、地場事業者のＨ社とＭ社が平成 12年に㈱花川エネルギーセンターを設
立し、ＬＰガス物流部門の統合・合理化を実施した。その後地場事業者のＡ社も合流し

た。（因みに、Ｈ社とＭ社は営業部門の競争力アップのため平成 16年に経営統合し、エ
ネジン㈱を設立した。また、同社は平成 21 年 1 月にＩ社（静岡エリア）と統合し、県
東部地域から県全域へと営業展開を進めている。）以下は、物流部門の統合・合理化のた

め設立された㈱花川エネルギーセンターの事業概要や取組み内容について調査した結果

である。 
 

①営業地域の概況と事業概要 

z 営業エリア（浜松、湖西、磐田、袋井各市を中心とするエリア）内の総世帯数は、
約 42.5万世帯である。そのうち、配送受託世帯数は、約 4.5万世帯に上る。 
z 営業エリア内の配送に供される車両は、共同化前の 47台から、共同化後の 41台へ
減らしている。 
z 需要家軒数    ：約 45,000件 
z 年間充てん・配送量：約 20,000ｔ（シリンダー：12,000ｔ、バルク：8,000ｔ） 
z 従業員数     ：48名（保安：4名、充てん：4名、事務：2名、配送他：38名） 

■ＬＰガス・ブタン貯層     ■バルクローリー車への充てん 

  
■充てん所      ■全自動 16連回転式充てん機 
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②統廃合事業の概要 

z 当時の物流基地は、老朽化が進んでおり早期のリニューアルが必要であった。しか
し、基地の所在地は商業地域に指定されており、その敷地内にてリニューアルを行

うことはできなかった。そのため、両社のトップが話し合い、新たに共同物流会社

「花川エネルギーセンター」を立ち上げ、物流拠点を新設した。 
その後、Ａ社も「花川エネルギーセンター」に合流した。 
z 「花川エネルギーセンター」は順調に業績を伸ばし、シリンダー容器のネーム統一
も実現するなど、ＬＰガス充てん・配送業務の合理化に貢献した。 
その後、さらなる合理化を図るためには、物流にとどまらず商流まで共同化すべき

との認識を、Ｈ社とＭ社のトップが共有するに至り、平成 16 年 1 月、統合により
共同販売会社エネジン㈱を設立した。 
z 共同化にあたり、社員は「花川エネルギーセンター」で全員採用することとした（一
度退職した後に採用）。その際、給与等の待遇面で共同化後での格差が生じることに

ならないよう、各社で処理するようにした。 
z 容器の管理は、すべて「花川エネルギーセンター」の所有とし、各販売店へリース
する形を採用している。 
z 充てん・配送費の計算は、消費量をベースに算出することとしており、客先在庫は
センター持ちとしている。 
また、配送料は、シリンダー容器の設置容量に応じて価格を決めている。バルクに

よる配送料も別途単価を設定している。 
 
③統廃合事業による効果 

z 共同化にあたり、物流拠点の新設などにかかる費用は全額銀行よりの借入金で賄っ
た。そのため、共同化後は共同化前と同じコストで運営できるよう社員一丸となっ

て取り組んだ。 
z これまで主流ではなかった各社の物流部門を独立させることによって、従業員のモ
チベーションが上がり、事業成果にもつながった。 

 
④データ処理、コンピュータシステムに関する課題 

z 共同化以前は、両社がそれぞれシステムを保有していた。 
z 「花川エネルギーセンター」の設立にあたり、検針結果のコンバートシステムを作
成し、センター内に導入した。 
z 容器バーコードは、統合会社設立後、新規充てん所がスタートするまでの 2年間で
統一「ＮＷ－７」を採用、準備し、すべての容器に対応してきた。しかし、将来へ

の準備として、5 年前の容器再検査時より「ＮＷ－７」と「ＣＯＤＥ３９」の２段
バーコード（1枚に印刷）を貼付してきた。その後、「ＣＯＤＥ３９」への切替を行
った。 
z システムの共同化にあたり、どちらか一方のシステムに合わせるのではなく、第三
の新たなシステムを構築して進めたことが、共同化を大過なく進めることができた

要因ではないか。ソフトも 5年に 1回は更新されることを考えれば、新システムへ
の移行も同様に捉えられると社員には伝えている。 
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⑤統廃合事業全般に関する課題 

z 共同化の検討以前より、両社のトップは気心の知れた間柄であったため、問題意識
や将来へ向けた夢（ビジョン）を共有化することができ、トップダウンで検討を進

めることができた。 
z 共同化の検討にあたり、①各論でもめて総論までつぶすようなことはしないこと、
②相手のことを慮り、対等の立場で検討すること、③共通のビジョンのもとで決め

た共同配送センターの運営は、運営責任者にすべてを任せること、の 3点を基本ス
タンスとした。 
z 新たな物流拠点は、浜松市内の工業団地（組合管理形式）に設置した。当初、工業
団地へは製造業のみが立地できる仕組みとなっていたが、設置を検討していた時期

にちょうど参入条件が見直され、立地できることとなった。 
z 元売事業者への対応は、元売各社からの仕入れ量は共同化前と変えないよう配慮し
た。そのため、元売からの理解も得られた。 
z 原料価格の高騰など、経営環境を取り巻く環境は厳しさを増している。経営が圧迫
された状態に陥ってから共同化を進めようとしても、うまくいかないと考える。 

 

⑥将来の共同化拡大に関する意見 

z 共同化の拡大に向けた動きは、今のところ生じていないが、新規参入を希望する事
業者に対してはいつでも受入れ姿勢を示している。 
z 新たに参画を希望する会社に対しては、株主として出資も良し、充てん・配送の業
務委託も良し、と考えている。 
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委託充てん 

充てん能力向上 

廃止 
共同充てん事業 

充てん所の相互利用 

（２） 三重県志摩地区 
～三重県南勢エリアにおける共同充てんと充てん所の相互利用～ 

Ｔ社とＩ社は、三重県の南勢地区において、充てん・配送業務の効率化に向け、充て

ん所の相互利用を開始した。 
 

①業務提携前の概況 

z Ｔ社は、志摩市
と度会郡南伊勢

町の 2 ヶ所に充
てん所を所有し、

その充てん所と

伊勢市のデポ基

地の計 3 ヶ所を
基点に配送業務

を実施していた。 
z Ｉ社は、伊勢市
と北牟婁郡紀北

町に充てん所を

所有し、その充

てん所を基点に

配送業務を実施

していた。 
 
 
 
 
 

②南伊勢地区における共同充てん事業 

ⅰ）概要 
z Ｉ社の尾鷲ＬＰＧセンターは、充てん設備の老朽化が問題であったが、接道道路の
拡張計画の関係で、充てん所のリニューアルが困難な状況であった。そのため、尾

鷲ＬＰＧセンターを廃止し、Ｔ社の南伊勢充てん所に充てん業務を委託することに

なった。 
z 一方、南伊勢充てん所も老朽化が進んでおり、当時の設備で尾鷲分の充てん量を確
保することが困難であったため、既存の充てん機を更新し、充てん能力を向上させ

た。また、充てん機の更新によって、設備スペースを圧縮し、尾鷲分の容器置き場

を創出させた。 
ⅱ）共同充てんの効果 
z 南伊勢（充）にて共同充てんを実施することによって。南伊勢充てん所の稼働率が
向上するとともに、2社合計での充てん要員を削減できた。 
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   実施前 

東：南伊勢 岩：尾鷲 

実施後 

東：南伊勢 岩：尾鷲 

充てん量/年 1,200ｔ 400ｔ 800ｔ 1,200ｔ 1,200ｔ 0ｔ 

充てん員/月 2.0 人工 0.5 人工 1.5 人工 1.0 人工 1.0 人工 0.0 人工 

z 尾鷲ＬＰＧセンターの廃止により、法定検査費・メンテナンス費等の充てん設備維
持費が削減できた。 
z ロケーションの関係上、南伊勢（充）から尾鷲ＬＰＧセンターへの横もち業務が生
じたが、一次基地からのローリー輸送距離が短縮された。 

 
③伊勢・志摩地区における充てん所の相互利用 

ⅰ）概要 
z Ｔ社は、伊勢地区のデポ基地から配送しており、その充てん業務は自社の志摩（充）
にて実施し、伊勢デポ基地まで横もち配送をしていた。 
z 一方、Ｉ社は、志摩地区の販売店の充てん業務を伊勢ＬＰＧセンターにて実施し、
各販売店は伊勢ＬＰＧセンターまで容器を引き取りにきていた。 
z 上記を踏まえ、横もち配送の削減を目的に、東邦液化は伊勢地区配送分の充てん業
務の一部を伊勢ＬＰＧセンターに委託し、Ｉ社は志摩地区の充てん業務の一部を志

摩（充）に委託することにした。 
ⅱ）相互利用に向けた作業事項 
z Ｔ社とＩ社の充てんシステムが異なるため、専用の容器バーコードを貼付 
z 充てん量やローリーデリバリーに関する連絡体制・帳票類の変更に伴う事務側の調
整 
z 耐圧期限切れ容器発生時における処理方法 

ⅲ）相互利用の効果 
z 近隣の充てん所にて充てんが可能となったため、横もち配送業務を削減することが
でき、経費削減につながった。 

 
④充てん・配送の業務提携構築における課題 

z 充てんシステムに利用する容器バーコードが異なるため、新たに充てん業務を受託
する場合、当社バーコードを新たに貼付しなければならず、負担が大きい。特に、

一般宅配分の一部を受託する場合、回転容器が膨大となる場合がある。 
z 配送の共同化によって配送効率を高めていくには、「容器の共通化」が不可欠である
が、営業的な側面から共同化が円滑に進まない場合が多い。 
z 本取り組み事例のように、「充てん所の廃止」や「充てん所の増強」を伴わず配送合
理化を進める事業計画も想定されるが、事業の実施には各種費用が必ず発生する。

従って、当該費用への公的支援や費用のコストダウンを図ることで、より一層、充

てん･配送業務の合理化が推進できると想定される。 
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（３） 鳥取県鳥取地区 
～地域の有力事業者同士による充てん・配送の共同化～ 

鳥取地区では、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社の 3社が出資して、共同運営会社「エネルギーセン
ター鳥取」を平成 16年 2月に設立した。 

 
①事業概要 
z 需要家軒数   ：約 34,000件 
z 年間出荷量   ：約 9,000ｔ（シリンダーのみ） 
z バルク供給地点数：約 400箇所 
z バルク配送量  ：約 3,000ｔ 
 
②合理化までの経過 
ⅰ）経緯 
z 平成 11年   ：バルク共同配送を開始 
z 平成 16年 2月 ：共同運営会社を設立 
z 平成 16年 11月：共同充てんを開始 
z 平成 18年 9月 ：共同配送を開始 

ⅱ）検討事項 
z 検討の推進： 
各社の経営層が将来の見通しに危機感を持ち、合理化の必要性を痛感。トップダウ

ンで議論を進めた。 
z 作業員の処遇： 
作業員は、3 社の従業員をそのまま共同会社の社員として転籍させることとした。
勤務条件・給与体系等を公開し、将来に向けた展望を示しつつ、引き続き一緒にや

ってくれる人を募った。採用予定人数は多めに見積もり、退職者の補充をしない形

で従業員の削減を図ることとした。結果、ほぼ採用予定人数通り（31名）でのスタ
ートとなった。 
z 作業の効率化： 
シリンダーネームは統一済み。 
作業手順は各社バラバラであったが、徐々に統一を図っていった。 
配送エリアについては、従来のエリアを極力優先し各配送員に配分した結果、交錯

配送は解消されていた。しかし、配送員の削減により旧配送員の担当エリアを近隣

地区を担当する配送員に配分したため、一部交錯配送が発生している。今後は配送

エリアの見直しを進め、交錯配送を解消していく予定。 
z 配送作業指示： 
配送予測は各社のシステムにより行うこととした（ガス切れは各社の責任）。各社の

予測結果から配送指示を共同会社が取り纏め、各作業員に指示する。 
データのやりとりはエルピーガス振興センターの共通フォーマットを活用している。 

 
③合理化による効果 
z 消費者への利益還元効果： 
ＬＰガス原料価格が平成 12年当時に比べ約 1.5倍となっているが、合理化により価
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格増分を吸収することができ、消費者への販売価格を据え置くことができた。 
z 配送コスト削減効果： 
共同配送前は 3社で配送車両 27台、総走行距離 51.7万ｋｍ／年だったが、共同配
送の実施により配送車両 19台、総走行距離 29.6万ｋｍに抑制することができた。 

 
④今後の課題と展望 
z 充てん所での充てん量を確保するため、他事業者の参加を呼びかけている。 
z 配送システムが各社バラバラになっているのを統合し、さらなる効率化を図りたい
と考えている。 
z シリンダー配送（17 台）、バルク配送（3 台）のいずれについても運送事業許可を
取得済み。このうちバルク配送車 1台を中部地区担当として割り当てているが、中
部地区に営業所を開設することができない（運送事業法上、許可を得るためには管

理車両が 5台以上必要）ため、やむなく東部地区から 40ｋｍ以上離れた中部地区ま
で配送（充填）している。早期に営業所を開設し、車両の効率的な運用を図りたい

と考えている。 
 
 

■事務所棟外観       ■充てんプラットホーム外観 
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（４） 鳥取県米子地区 
～地域の有力ＬＰガス事業者が元売・地場卸売を巻き込み、共同充てんを実現～ 

米子地区では、山陰酸素工業が主体となり、元売事業者や地場卸売事業者からの出資

を募り、共同充てん会社「山陰ＬＰガス共同ターミナル」を平成 17年 7月に設立した。 
 
①事業概要 
z 需要家軒数：約 40,000件 
z 年間出荷量：約 8,500ｔ（シリンダーのみ、平成 19年度実績） 
 
②合理化までの経過 
ⅰ）経緯 
z 平成 17年 7月：共同充てん会社を設立 
z 平成 18年 4月：充てん業務を開始 

ⅱ）検討事項 
z 山陰酸素工業が管理する 3箇所の充てん所（米子、境港、安来）の老朽化に伴い、
リニューアルを検討。1箇所に集約することによりコスト削減が見込まれた。 
z 充てん業務の効率化・合理化によるさらなるコスト削減を目指し、米子地域の 5つ
のＬＰガス販売事業者に呼びかけ、各々の充てん所（6 箇所）を廃止し、共同会社
を設立して大型充てん工場を新設することとした。 
z 共同会社への出資金総額は 1億円。共同会社へ出資した会社は、山陰酸素工業のほ
か元売系事業者や地場卸売事業者など 7社。山陰酸素工業が筆頭株主となっている。 
z 充てん作業員は山陰酸素工業からの出向としている。 
z シリンダー容器の共通ネーム化は実施されておらず、バーコードの統一もされてい
ない（1社のみコード３９、他者はＮＷ－７）。バーコードシステムは両方のバーコ
ードを読み取ることができるようにしている。 
z 配送については各社が個別に対応することとしており、共同化は実施していない。 
山陰酸素工業では、共同配送子会社（45事業者が参加する協業組合）により鳥取県
内及び島根県東部の配送を網羅している。 

 
③合理化による効果 
z 充てん料低減効果： 
充てん作業員を 6名から 4名に削減できたほか、充てん量拡大によるコスト削減に
より、充てん料の低減が見込まれる。 
z 現状、充てん料は 8 円/kg としているが、収益面では赤字となっており、一層の充
てん量拡大を図る必要がある。 
⇒出資会社の早期の合流を働きかけ。 

 
④今後の課題と展望 
z 出資会社の合流による充てん量の拡大を図りたいと考えている。 
・地場卸売系Ａ社は米子に充てん所を所有しており、充てん所の集約に向け詳細協

議中。 
・全国卸売系Ｂ社は米子に充てん所を所有しており、自社充てん所の償却が済み次
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第合流を検討。 
・地場卸売Ｃ社は境港に充てん所を所有しており、隠岐島への配送があるため存続

予定（充てん相互委託を実施）。 
z 将来的には配送の合理化にも着手したいが、調整事項が多いためなかなか進展しな
い。 
・各社とも配送子会社を有しており、細部の調整が難しい。 
・山陰酸素工業は配送子会社として協業組合を有している。そのため米子地域だけ

別条件（共同化）となった場合、組合内の調整も難しいと思われる。 
・全国卸売系Ｄ社は平成 20 年 9 月に協業組合に加入（配送業務を委託）した。し
かしネーム統一はまだ実施されていない。 

・上記のような課題はあるものの、近々予定されている地場卸売系Ａ社、全国卸売

系Ｂ社の合流時には、何らかの配送合理化を行いたいと考えている。 
 
 
■山陰ＬＰガス共同ターミナル 施設概略 （パンフレットより） 
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（５） 中国広島・福山地区 
～都市ガス系事業者が元売・地場卸売と連携し、地域別共同会社を設立～ 

広島・福山地区では、地域都市ガス系事業者である広島ガスプロパンが主体となり、

元売事業者や地場卸売事業者を巻き込んで、充てん・配送や保安業務の共同化を展開し

ている。 
 
①共同化の概要 
z 他系列会社との資本・業務提携を進め、ＬＰガス事業の共同運営会社（（株）ファミ
リーガス広島）を平成 9年に設立したほか、共同充てん会社を 3社、共同配送会社
を 6社設立した。 

 
②共同会社の運営について 
z 運営会社を中心に、仕入れ・充てん・配送・保安の各業務を共同化した（保安業務
については一部のみ）。 
z 充てん業務は、共同運営会社の出資者からの発注に基づき、共同充てん会社に作業
委託され、充てんされたシリンダーが発注者に卸される。 
z シリンダーネームは原則として統一化している。 
z 充てん玉は、原則として各社がそれぞれ持ち込む。 
z 充てん・配送単価は地区ごとに共通単価を設定している。 
z 充てん・配送作業員は各共同会社の正社員として採用している。また、配送車両は
各共同会社が買い取っている。 
z バルク配送は業務委受託にとどまっており、共同化までは進展していない。 
 
③共同化による効果 
z 充てん所統廃合効果： 
広島ガスプロパン系列の充てん所は、合理化前の 19箇所から 7箇所に整理された。 
z コスト削減効果： 
合理化によるコスト削減の効果があらわれるには２～３年かかるという前提で検討

している（初年度の赤字はあらかじめ見込んでいた）。 
⇒例えば従業員削減は、定年退職者の補充を行わない形で進めている。 

 
④今後の課題と展望 
z 配送センター同士の統合を模索している。 
・広島県西部地区の 2つの配送センターは隣接しており、配送エリアも一部重複し
ている。他地区のセンターの規模と比較しても、統合は可能と考えている。 

・しかし、両センターは出資者が異なるため、調整が必要である。 
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（６） 九州福岡・熊本地区 
～都市ガス系地域トップ企業の物流合理化計画と実践～ 

西部ガスエネルギー㈱は、第 6次中期経営計画の重点課題の一つとして、「物流の共同
化」を掲げ、ＬＰＧ物流アライアンスを推進している。その中で、大消費地である福岡

地区（福岡市及びその近郊）及び熊本地区（熊本県全県、天草本土を除く）での取り組

み状況を調査、以下に整理する。 
 
①福岡地区／福岡ＬＰＧセンター㈱～東の総合物流拠点 
ⅰ）会社概要 
z 設立日  ：平成 17年 4月 18日 
z 事業開始日 ：平成 17年 10月 17日 
z 株主  ：西部ガスエネルギー㈱（出資比率 50％）ほか、9社 
z 事業概要 ：本社、福岡東事業所、福岡西事業所、福岡南事業所 
z 年間取扱量 ：                         単位：ｔ 

充てん 配送  

容器 バルク 計 容器 バルク 利用 計 

H19 実績 34,078 1,479 35,557 25,781 3,637 4,970 34,388 

H20 予測 40,240 2,123 42,363 38,072 5,225 6,879 50,176 

 
■東浜ＬＰＧ物流基地の配置図（2次基地から運用開始、その後 3次基地） 

 
■充てん所       ■ボンベのシール貼付 

  

2 次基地 3 次基地 

東浜 LPG 物流基地ＨＰより 
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ⅱ）設立経緯 
z LPガス物流の上流から下流まで一括した物流基地（東浜ＬＰＧ物流基地：2次基地）
構想があり、当初 2次基地の運用を開始した。同時に 3次基地併設の準備検討を行
い、当初 7社が参画する共同事業がスタートした。 
z その後、平成 20年には 1社加わり、8社となり、平成 21年には 1社が参画し 9社
となる予定である。ここ数年、地場ディーラーとの共同化が進みつつある。 

ⅲ）検討事項 
z 容器の統一： 
当初は容器シールで対応（50 円／本）し、5 年目の耐圧検査時に塗り替えを実施す
る。バーコードは、ＮＷ－７に統一、受託充てんの容器についても統一してもらっ

た。 
z 従業員の処遇： 
配置転換や、定年制度で対応。 
z 配送エリアの区分： 
各社の配送エリアを基本としてスタート、統一した配送システムにより、各社の配

送員レベルの格差是正を図った。 
z 各種規定類の統一： 
参画企業によっては、各種規程類が揃っていない企業もあり、西部ガスエネルギーの規

程類を参考にして対応した。 
ⅳ）合理化による効果と課題 
z 充てんコストは下がっているが、配送コストについては、各社にばらつきがあり、
統合後のコスト比較を見ると、削減された企業もあれば、当社のようにコスト高に

なった企業もある。統合は合理化のスタートとの認識が必要で、統合後の継続した

取り組みが重要となる。 
z 単瓶設置や 50ｋｇ容器の場合など、配送コストが異なり、配送料金体系の改定が課
題となる。これによって販売店にも合理化意識が高まることも期待される。 

 
②熊本地区／熊本ＬＰＧセンター㈱ 
ⅰ）会社概要 
z 設立日  ：平成 16年 4月 5日 
z 事業開始日 ：平成 16年 10月 1日（共同充てんからスタート、共同配送は、 
    平成 18年 7月から実施） 
z 株主  ：西部ガスエネルギー㈱ （出資比率 50％） 
    アストモスエネルギー㈱（出資比率 50％） 
z 事業概要 ：液化石油ガスの製造、容器の管理事業、液化石油ガスの配送事業 
z 年間取扱量 ：                         単位：ｔ 

充てん 配送  

容器 バルク 計 容器 バルク 利用 計 

H19 実績 15,772 3,743 19,515 12,739 2,809 － 15,548 

ⅱ）設立経緯 
z 隣接（約 1ｋｍ）する九州アストモスガス㈱（旧、九州燃料）の充てん所が老朽化、
また当社の充填所も老朽化していたため、当社所有の充てん所を新設（増設）し、
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共同会社による運営をスタートさせた。施設は、当社が所有し、共同会社に賃貸す

る形式である。 
z アストモスエネルギー㈱は、元売会社であり、その系列の卸売事業者 4社と当社を
含めた 5社による統合事業と類似するパターンである。 

■ＬＰガス貯層      ■充てん所 

  
 
ⅲ）検討事項 
z 2社による協議： 
協議は 2社によって進められたが、実質施設を利用する卸売事業者の確約は取れず、
配送も含め 2社による協定を結んで事業をスタートさせた。 
z 容器の統一： 
容器は基本的に 2種類であり、当初は容器シールで対応し、5年目の耐圧検査時に塗
り替えを実施する。 
z 従業員の処遇：           ■容器バーコードの読み取り 
各社の充てん・配送要員全てを熊本ＬＰ

Ｇセンターで採用、統合によって消費者

件数を増やすことで、効率化を目指した。 
z 配送エリアの区分： 
各社の配送エリアを基本としてスター

ト、統一した配送システムにより、各社

の配送員レベルの格差是正を図った。 
 
 
ⅳ）合理化による効果と課題 
z ＬＰガスの需要が低迷する中、他社とのアライアンスを積極的に行う必要性があり、
充てん・配送余力を考慮、近隣への事業エリアを拡大し、更なる効率化を図る。 
z 今後、容器の管理事業を合理化するため、容器を所有（リース方式）し、また容器
検査業務を一体化することを考えている。 

 
③今後の合理化への取り組み 
z 合理化への事業スキームは、当該市場環境に応じて対応する必要があり、ここの見
極めが重要となる。充てん所の統廃合は従来から進められてきており、今後は配送

センター同士の統合化が課題になってくると考える。 
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３． 先進施設の視察 
合理化の取り組みを進めるためには、充てん所等の設備の増強やリニューアルにも積極

的に取り組むことが求められる。設備増強やリニューアルにより機能強化された充てん所

は、地域のＬＰガス流通拠点として今後ますます重要な役割を担うことが期待される。 
本調査では専門部会委員の紹介によりリニューアル施設を３ヶ所視察した。ここでは視

察したリニューアル施設の概況について紹介する。 
 

（１） 株式会社サイサン ガスワンパーク上尾 
「ガスワンパーク上尾」は、建設年数の経った上尾、大宮、鳩ヶ谷のＬＰガスセンタ

ーを統廃合したもので、平成 16年 9月に開場した。12,140ｍ２ある広い敷地に 65.3ｔ貯
槽が 6基、65.0ｔ貯槽が 3基設置されており、ＬＰガス貯蔵量は合計約 600ｔと内陸型
ＬＰガスセンターとしては国内最大級の規模を誇る。 
施設内事業所には、営業本部、埼玉支店、ガスワンサービスセンター、情報システム

部、グループ会社、そして三ツ輪産業、三ツ輪液化瓦斯が事務所を構えている。また、

施設内に容器検査所を併設し、サイサンの物流・商流・情報など基幹部門が集結した総

合センターとなっている。 
この施設の視察にあたっては、田中委員（㈱サイサン）をはじめ㈱サイサンにご協力

をいただいた。 
 
■ガスワンパーク上尾 配置図 （パンフレットより） 
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ⅰ）高圧ガス設備 
z ＬＰガス貯槽は、高さ 17.45ｍ、直径 3.5ｍの竪型貯槽が 9基（プロパン 8基、ブタ
ン 1基）設置されている。周辺の景観との調和を図っているほか、基礎部分は基準
を上回る耐震構造で設計施工されており地震に対しても安全である。 
z ＬＰガス充てん機は、フルオートメーションの 16 連式回転充てん機 2 基と、あら
ゆる容器に充てん可能な単式自動充てん機 4基が設置されている。充てん能力は月
6,000ｔ以上に上る。 

 
■ＬＰガス貯槽群      ■ＬＰガス回転式充てん機 

  
 
ⅱ）容器検査設備 
z 容器検査場では、ショットブラスト、粉体塗装、ネーム印刷までの各工程が一貫し
たラインで全自動により行われる。作業能力は 1日あたり 400本以上である。 
z オゾン脱臭装置や非水套式耐圧試験器、防音機能つき塗装乾燥炉などが配置されて
おり、無臭に近い環境が確保されている。 

 
ⅲ）事務所関連設備 
z 事務所棟 4階にある「ガスワンサービ
スセンター」は、CTIシステムとガス
安全管理システムが統合された受付

用端末機が 32台設置されており、29
名のスタッフによりお客さまからの

電話を 24時間 365日受信できる体制
を整えている。 

 

■ガスワンサービスセンター 
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（２） 三河湾ガスターミナル株式会社 三河湾ガスターミナル 
「三河湾ガスターミナル」は、平成 12年 10月に竣工。ガステックサービス㈱営業エ
リアの中心である愛知県東部地域・静岡県西部地域の豊川、蒲郡、浜松南、湖西の４充

てん所の機能を、三河湾の「緑が浜」（約 4万 5千㎡）に集約し、国内最大級のＬＰＧ貯
槽や充てん機などの設備に画期的な出荷・配送設備も併せ持った新総合物流基地である。 
三河湾ガスターミナルに配備された、国内最大級の全自動回転式 20連充てん機、新考

案の低床式トレーラー等による効率化で、充てん・配送といった流通コストの大幅な削

減が可能になった。また、

既存充てん所の人件費、設

備費、配送運賃等の削減も

でき、充てん所集約化に伴

う配送方法の再構築、共同

配送の積極的な展開で配送

コストの大幅な低減を図り

つつ、一層安定かつ低廉な

ＬＰガス供給を目指してい

る。 

この施設の視察にあたっては、鈴木委員（ガステックサービス㈱）をはじめ三河湾ガ

スターミナル㈱にご協力をいただいた。 
 
ⅰ）設備概要 
敷 地 面 積 44,989㎡（13,609坪） 
Ｌ Ｐ Ｇ 貯 槽 
（横置円筒形） 

プロパン＝887ｔ・２基 、プロパン/ブタン＝887/1,038t・１基 、
ブタン＝1,037ｔ・１基 、残ガス回収＝5ｔ・１基 

受 入 護 岸 １ヶ所（９９９型対応） 
ローリ出荷設備 ５ヶ所 

容 器 出 荷 設 備 

全自動回転式 20連充てん機＝２基（デポ充てん所） 
全自動回転式 16連充てん機＝２基（直送充てん所） 
大型容器用定置式充てん機＝３基（直送充てん所） 
小型容器用定置式充てん機＝４基（直送充てん所） 

オートガススタンド ディスペンサ（シングル）＝１基 
残ガス回収設備 ディスポーザ＝１基、容器転倒台＝３基、残ガス燃焼炉＝１基 
機 器 ・ そ の 他 ポンプ等の機器、消防、保安設備など 
■国内最大の 900ｔ級大型ＬＰＧ貯槽    ■充てん所 

  

三河湾ガスターミナル㈱のＨＰより 
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ⅱ）デポセンター 
デポセンターは、三河湾ガスターミナ

ルで容器充てんされたＬＰガスを供給エ

リアに配送する中継拠点となる。 
タンクローリ車よりも大量で、低コス

トの輸送を可能にした大型低床式トレー

ラーは、そのままデポセンターでの容器

置場として利用できる。 
ＬＰＧ容器輸送用大型トレーラーのヘ

ッド交換を行うことで、物流過程の一段

階を省くことが可能となり、デポセンター管理要員の削減、輸送能力のアップ、出荷面

積の拡大等の効果があげられます。また、トレーラー高とプラットホーム高、配送車荷

台高の一致で、作業の効率も格段に高められる。 
 
■大型低床式トレーラー 

 
 
■豊川デポセンター      ■デポセンターでの作業 

  

 
ⅲ）システム導入による業務の効率化 
ＭＧＴ充てんシステム、デポ

入出荷管理システムの出荷デ

ータと、ＭＧＴ仕様配送システ

ムの容器設置データをＭＧＴ

仕様バーコードを使って連動

させることにより、容器情報の

一元管理、チェック業務の簡素

化及び営業データの作成を支援している。 

三河湾ガスターミナル㈱のＨＰより 

三河湾ガスターミナル㈱のＨＰより 

三河湾ガスターミナル㈱のＨＰより 
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（３） 広島ガスプロパン株式会社 広島ＬＰＧ物流センター 
「広島ＬＰＧ物流センター」は、広島ガス（株）海田基地内に設置された二次基地で

あり、広島地区のＬＰガス流通拠点となっている。平成 8 年に経済産業省石油ガス流通
設備近代化・高度化促進モデル事業所の指定を受けて整備が進められ、同年 10月に完成
した。 
施設内には 1,000ｔ級タンカーによる海上受入桟橋があり、冬場には 2 日に 1 度程度
の割合でＬＰガスを受け入れている。このほか 16,025ｍ２の敷地内には貯槽タンク 4 基
（400ｔ×2基、50ｔ×2基）、全自動回転式充てん機 12連×2基、手動定置式充てん機
5基、ローリーバルク出荷ヤード 2基、集中制御室等があり、充てん能力は月 4,500ｔで
ある。 
なお、充てんプラットホーム内に設置されているシリンダー洗浄装置とキャッパー自

動噴油装置は、広島ＬＰＧ物流センターにのみ設置されている設備である。 
この施設の視察にあたっては、谷口委員（広島ガスプロパン㈱）をはじめ広島ガスプ

ロパン㈱にご協力をいただいた。 
 
■広島ＬＰＧ物流センター 配置図 （パンフレットより） 

 
■充てんプラットホーム外観     ■充てんプラットホーム内の様子 
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■シリンダー洗浄装置     ■キャッパー自動噴油装置 

      
 

 

■ＬＰガス貯槽（手前 50ｔタンク、奥 400ｔタンク）■容器置き場 
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４． 合理化状況についての考察 
（１） 合理化が進展した要因 

各地の合理化事例を整理した結果、合理化の取り組みが進展している地域では、 
z 都市ガス系事業者が牽引役となっている事例 
z 大手ＬＰガス事業者が主体的に取り組んでいる事例 

に大別することができる。 
 
都市ガス系事業者や大手ＬＰガス事業者が合理化を牽引している要因としては、 
z 大手ＬＰガス事業者は、収益減のため原価意識を高くする必要があった。 
z 各地で圧倒的なシェアを有しているため、大手ＬＰガス事業者がリーダーとなりや
すかった。 
z 都市ガス会社は、比較的経営資源(人・物・金)が整っていた。 
z 都市ガス系事業者は、ＬＰガス事業者との競合が比較的穏やかであった。 
z 都市ガス系事業者は、ＬＰガス事業者に金銭面で譲歩する余裕があった。 

等が挙げられる。 
 

（２） 合理化が進展しなかった要因 
一方、合理化の取り組みが進展しなかった地域では、その要因として、 
z 地域のＬＰガス事業者を取り纏める牽引役が不在である 
z 顧客の奪い合いなど事業者間の競争が激しく、連携する機運が生じにくい 
z 需要家が地域内に分散しており、合理化によるメリットが生じにくい 

等が挙げられる。 
 

（３） 合理化を進展させるための対策 
今後は、各地でシェアの高い事業者を中心にした共同配送・充てんを実施しコスト低

減を図るべきだと考える。具体的には、地域内で合理化に向けた気運を高めるため、以

下の対策を推進する必要がある。 
z ＬＰガス事業者は、都市ガス系事業者や大手ＬＰガス事業者とのコラボ関係を更に
進める。 
z 合理化の具体的取り組み（コスト削減、人員整理、等）は、目先の利益にとらわれ
ず長期的ビジョンを持って推進する（性急にならないよう配慮）。 
z 需要家が分散している地域では充てん・配送業務の受委託を進め、既存施設を有効
活用しながら合理化を進める。 

 
また、合理化を進めるためには、様々な事項について協議を進め合意していく必要が

ある。合理化にあたっての協議事項として多く挙げられている以下の事項について、具

体的な合意の方向性として以下が考えられる。 
z 容器の共通化については、解決した事例を参考にする。 
z バーコードの共用化は、使用桁数の基準を作成し順次改訂する。 
z 情報管理システムについては、当面各事業者で配送指示日を計算し振興センターの
共通フォーマットにより配送センターに送信する。 
z 配送会社は、配送委託者に対して供給した数量の補充ルールを構築する。 
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z 配送員の雇用はすべて旧雇用形態を破棄し、新配送会社で雇用する。 
z 新配送会社は、共同配送の拡大策をとり面配送となるよう意思統一する。 
z バルク配送数量とシリンダー配送数量を収支に基づいて調整する。 
z 今後バルクの設置は、新築を原則とする。 
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第第４４章章  合合理理化化へへのの取取りり組組みみとと環環境境変変化化へへのの対対応応をを推推進進すするるたためめにに  

 
１． 合理化への取り組みを推進するために 
ＬＰガス卸売事業者の合理化への取り組みは、過去 10年間の実績を見ると充てん・配送
業務の共同化（受委託等）を中心に一部で進んできており、今後 5 年間も同様の進展が見
込まれている。また、充てん所の統廃合も同様の傾向である。 
一方、合理化に向けた話し合いが行われた（行われる見込み）との回答が 2割前後あり、
合理化に向けた動きがないとの回答も 3 割を占めている。今後、合理化の取り組みを推進
するためには、これら事業者をどのように巻き込んでいくかが課題となるだろう。 

 
合理化へ向けた協議事項については、社内・社外ともに配送体制や配送作業員に関する

項目を挙げる割合が高く、配送業務への対処が障害となっている様子が伺えた。このこと

は、卸売事業者の事業環境（地域特性）に起因していることが想定され（例：大阪、長野、

等）、地域の特性に応じた配送合理化の方向性について打ち出していく必要があると思われ

る。 
このことについては、振興センターが石油ガス物流コストの低減可能性調査として、首

都圏を対象としてシミュレーションによる分析を行なっているところである。ここで得ら

れる結果を参考にしつつ、物流拠点の最適配置実現に向けた道筋を明らかにしていく努力

が今後求められる。 
 
合理化への取り組みが進展しない理由として最も多く挙げられたのは、「自社施設がまだ

十分に使用が可能であるから」であり、過半数に上った。充てん設備の使用年数は、20年
以上に達しているものが 3分の 2を占めており、減価償却も概ね終了していることが想定
されるため、使える間は自社設備を使用したいとの意図が伺える。 
また、流通合理化への考えとして最も多かったのは、「積極的ではないが条件がよければ

検討したい」であり、3 割に上った。合理化の推進にあたり、自社に不利益な事態は避け
たいとの事業者の思いが伺える。 

 
事例調査からは、都市ガス系事業者や大手ＬＰガス事業者が主導権を握り合理化を進め

ている傾向が明らかとなった。ＬＰガス市場においては年々大手事業者の販売数量に占め

るウエイトが高くなって来ていることから、今後も大手事業者を中心とした共同配送・共

同充てんが進捗すると予測できる。また、これまで共同化に成功した事例を分析すると、

リーダーシップをとる事業者の負担が大きいが、実施後にスケールでカバー出来ていると

いう結果であった。 
 
これらのことから、今後は、各地でシェアの高い事業者を中心にした共同配送・充てん

を実施しコスト低減を図るべきだと考える。また合理化への取り組みを推進するためには、

すべての利害関係者が納得し満足し得るスキームを構築し提案することが求められる。国

や業界団体を通じて合理化推進のための様々な事業が展開されているが、これらの事業が

すべての利害関係者を納得させ満足させ得るスキームとなっているか検証が必要と考える。 
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２． 環境変化への対応を推進するために 
ＬＰガス業界を取り巻く環境変化として多くの事業者が認識しているのは、「オール電化

攻勢による市場競争の激化」や「少子高齢化による需要構造の変化」、「高齢化による事業

継承の困難さ」などであった。特に前 2 点については、ＬＰガス市場に直接的に影響が及
ぶことが想定されるため、早急な対応策が求められるところである。 
しかしながら、環境変化に対応するための重点的な取り組みとして挙げられているのは、

「直売需要家軒数の拡大」や「販売数量の拡大」、「顧客単位消費量・売上単価の増大」と

いった販売量等の増大と「保安対策の強化」という既存策の踏襲であった。「事業の多角化」

や「総合エネルギー事業の展開」など、新たな取り組みや「その他」具体的な策を挙げて

いる事業者はわずかであった。 
環境変化に対応するためには、販売量等の増大と保安以外に、ＬＰガスを基盤とした事

業拡大が急務であることが伺える。その具体的取り組みとして、「環境問題」「バルク配送」

「質量販売」等が考えられる。 
 

（１） 環境問題への取り組み 
環境問題への取り組みについては、「対応をすでに実施している」と回答した事業者や

「対応に向けた検討・準備を進めている」と回答した事業者と、「何をすればよいのかわ

からない」と回答した事業者や「業界として対応すべき」と回答した事業者とがほぼ同

程度であった。一方、近年注目を集めている太陽光・太陽熱機器への取り組みについて

は、「販売・普及に取り組んでいない」と回答した事業者が 6割近くに上り、試行錯誤の
中で何らかの対応策を模索している状況にあることが伺える。 
環境問題への対応は、わが国だけでなく全世界規模で官民挙げて進められているとこ

ろであり、今や環境に取り組まない事業者は存続できないところにまで追いつめられて

いると言えよう。特にＬＰガスを含むエネルギー業界では、その傾向が顕著である。「Ｌ

Ｐガスはクリーンエネルギー」と謳われている中、新たな技術開発の進展やそれに伴う

環境変化に追いつき取り込んでいくことが急務である。例えば、太陽熱温水システムで

暖められたお湯の再加熱にＬＰガスを使用するなどの方策が考えられる。 
自然エネルギーとの組み合わせにより環境にいっそう貢献できるＬＰガスを目指し、

具体的取り組みを起こすことが求められる。 
 

（２） バルク配送への取り組み 
バルク配送システムの動向については、「今後進展すると思う」と回答した事業者と「進

展しないと思う」と回答した事業者がほぼ同じ割合であった。進展しない理由としては、

投資が一巡し、投資効果が得られる物件が減少していることが挙げられている。そのた

めに、自社バルク配送への取り組み意向については、「限定した範囲で推進する」や「他

社への委託を継続する」、「需要家の要望があるものに限定する」など、新たな投資に消

極的になっている事業者が大半であった。 
バルク配送システムは、今後もエネルギー間競争が激化すると予測される中、事業者

同士が相互利用できるように業界内環境を整理し、これまでの投資を有効活用していく

ことがコスト削減を実現できる手段である。また、バルク配送システムの優位性を生か

し、従来以上に高効率な消費時代の到来に備えるべきである。 



 

 125 

（３） 質量販売への取り組み 
質量販売への取り組みについては、「需要家からの注文にのみ対応している」と回答し

た事業者と「特に対応していない」と回答した事業者で 8 割以上を占めており、バルク
配送システム以上に消極的であった。また、ＦＲＰ容器が導入された場合の質量販売へ

の取り組み意向についての質問については、積極的に取り組むとの回答が 5％に留まり、
8割近くが現状の対応を維持すると答えた。 
消費者の立場からは、ＬＰガスは他のエネルギーに比べて割高であるとの印象が強く、

その要因として現在の体積販売を基本とした料金体系が挙げられている。諸外国の例で

はむしろ質量販売が多く採用されていることもあり、わが国でも質量販売に向けた取り

組みが検討されつつある。そのひとつは、質量販売の事故低減に向けたカップリング付

き容器弁の開発であり、既に製品化された。また持ち運びが容易なＦＲＰ容器の採用に

向けた調査研究もされている。しかしながら、将来にＦＲＰ容器が採用されても積極的

に取り組む考えの卸売事業者は少なく、その対応策については今後の検討課題である。 
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参参考考資資料料  

 
１． ＬＰガス卸売事業者の実態調査 ブロック別クロス集計表 
問１-１　充てん所を運営（ＳＡ）

全体
充てん所を運
営している

充てん所を運
営していない

無回答

合計 100.0 100.0 0.0 0.0
539 539 0 0

ブロック 北海道 100.0 100.0 0.0 0.0
29 29 0 0

東北 100.0 100.0 0.0 0.0
84 84 0 0

関東・信 100.0 100.0 0.0 0.0
125 125 0 0

東海 100.0 100.0 0.0 0.0
64 64 0 0

北陸 100.0 100.0 0.0 0.0
40 40 0 0

近畿 100.0 100.0 0.0 0.0
48 48 0 0

中国 100.0 100.0 0.0 0.0
55 55 0 0

四国 100.0 100.0 0.0 0.0
36 36 0 0

九州・沖縄 100.0 100.0 0.0 0.0
57 57 0 0  

資本金
全体 １千万未満 3千万未満 5千万未満 1億未満 10億未満 10億以上 無回答

合計 100.0 2.8 32.3 16.1 14.3 11.7 15.6 7.2
539 15 174 87 77 63 84 39

ブロック 北海道 100.0 0.0 31.0 10.3 6.9 6.9 34.5 10.3
29 0 9 3 2 2 10 3

東北 100.0 3.6 26.2 11.9 14.3 9.5 26.2 8.3
84 3 22 10 12 8 22 7

関東・信 100.0 2.4 27.2 18.4 12.8 6.4 24.0 8.8
125 3 34 23 16 8 30 11

東海 100.0 1.6 34.4 17.2 17.2 17.2 7.8 4.7
64 1 22 11 11 11 5 3

北陸 100.0 2.5 20.0 12.5 20.0 27.5 15.0 2.5
40 1 8 5 8 11 6 1

近畿 100.0 4.2 35.4 22.9 12.5 8.3 14.6 2.1
48 2 17 11 6 4 7 1

中国 100.0 0.0 49.1 16.4 12.7 12.7 3.6 5.5
55 0 27 9 7 7 2 3

四国 100.0 2.8 47.2 16.7 16.7 8.3 0.0 8.3
36 1 17 6 6 3 0 3

九州・沖縄 100.0 7.0 31.6 14.0 15.8 15.8 3.5 12.3
57 4 18 8 9 9 2 7  

全従業員数
全体 10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 100人未満 100人以上 無回答

合計 100.0 6.7 12.4 11.3 13.7 15.4 32.5 8.0
539 36 67 61 74 83 175 43

ブロック 北海道 100.0 6.9 0.0 6.9 13.8 20.7 44.8 6.9
29 2 0 2 4 6 13 2

東北 100.0 6.0 14.3 7.1 13.1 11.9 36.9 10.7
84 5 12 6 11 10 31 9

関東・信 100.0 5.6 8.0 13.6 8.8 14.4 38.4 11.2
125 7 10 17 11 18 48 14

東海 100.0 1.6 15.6 9.4 18.8 18.8 29.7 6.3
64 1 10 6 12 12 19 4

北陸 100.0 0.0 15.0 7.5 20.0 10.0 42.5 5.0
40 0 6 3 8 4 17 2

近畿 100.0 10.4 10.4 16.7 10.4 16.7 27.1 8.3
48 5 5 8 5 8 13 4

中国 100.0 12.7 18.2 10.9 18.2 18.2 20.0 1.8
55 7 10 6 10 10 11 1

四国 100.0 11.1 13.9 16.7 11.1 22.2 22.2 2.8
36 4 5 6 4 8 8 1

九州・沖縄 100.0 8.8 15.8 12.3 15.8 10.5 26.3 10.5
57 5 9 7 9 6 15 6  

LPガス部門従業員数
全体 10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 50人以上 無回答

合計 100.0 16.0 21.9 13.9 10.9 24.9 12.4
539 86 118 75 59 134 67

ブロック 北海道 100.0 24.1 17.2 0.0 6.9 44.8 6.9
29 7 5 0 2 13 2

東北 100.0 14.3 26.2 9.5 7.1 23.8 19.0
84 12 22 8 6 20 16

関東・信 100.0 8.8 16.8 18.4 7.2 29.6 19.2
125 11 21 23 9 37 24

東海 100.0 12.5 28.1 12.5 12.5 28.1 6.3
64 8 18 8 8 18 4

北陸 100.0 17.5 25.0 10.0 17.5 22.5 7.5
40 7 10 4 7 9 3

近畿 100.0 22.9 16.7 18.8 12.5 14.6 14.6
48 11 8 9 6 7 7

中国 100.0 21.8 27.3 20.0 9.1 20.0 1.8
55 12 15 11 5 11 1

四国 100.0 25.0 25.0 8.3 22.2 11.1 8.3
36 9 9 3 8 4 3

九州・沖縄 100.0 15.8 17.5 14.0 14.0 26.3 12.3
57 9 10 8 8 15 7  
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自社充てん所数
全体 1箇所 3箇所以下 5箇所以下 10箇所以下 20箇所以下 21箇所以上 無回答

合計 100.0 64.0 16.1 4.3 4.1 1.7 6.9 3.0
539 345 87 23 22 9 37 16

ブロック 北海道 100.0 55.2 13.8 6.9 0.0 0.0 20.7 3.4
29 16 4 2 0 0 6 1

東北 100.0 63.1 14.3 2.4 1.2 2.4 13.1 3.6
84 53 12 2 1 2 11 3

関東・信 100.0 64.0 13.6 1.6 7.2 2.4 9.6 1.6
125 80 17 2 9 3 12 2

東海 100.0 60.9 15.6 9.4 6.3 1.6 4.7 1.6
64 39 10 6 4 1 3 1

北陸 100.0 47.5 27.5 2.5 2.5 2.5 7.5 10.0
40 19 11 1 1 1 3 4

近畿 100.0 70.8 14.6 2.1 4.2 0.0 4.2 4.2
48 34 7 1 2 0 2 2

中国 100.0 76.4 12.7 3.6 1.8 0.0 0.0 5.5
55 42 7 2 1 0 0 3

四国 100.0 66.7 25.0 2.8 5.6 0.0 0.0 0.0
36 24 9 1 2 0 0 0

九州・沖縄 100.0 64.9 17.5 10.5 3.5 3.5 0.0 0.0
57 37 10 6 2 2 0 0  

問２　業務の種類（卸売業務も含む）（ＭＡ）

全体
ＬＰガス卸売 ＬＰガス直売

（工業用・業務
用）

ＬＰガス家庭用
直売（小口業
務用を含む）

ＬＰガス充てん
（自社分のみ）

ＬＰガス受託充
てん

ＬＰガス配送
（自社分のみ）

ＬＰガス受託配
送

ＬＰガススタン
ド

ＣＮＧスタンド

合計 100.0 95.4 84.2 83.5 57.1 83.9 52.7 70.3 60.7 8.7
539 514 454 450 308 452 284 379 327 47

ブロック 北海道 100.0 93.1 79.3 86.2 69.0 79.3 62.1 58.6 69.0 13.8
29 27 23 25 20 23 18 17 20 4

東北 100.0 94.0 79.8 77.4 53.6 85.7 53.6 67.9 61.9 15.5
84 79 67 65 45 72 45 57 52 13

関東・信 100.0 96.0 80.0 81.6 59.2 85.6 52.0 73.6 49.6 12.8
125 120 100 102 74 107 65 92 62 16

東海 100.0 95.3 90.6 87.5 57.8 85.9 51.6 68.8 56.3 1.6
64 61 58 56 37 55 33 44 36 1

北陸 100.0 95.0 100.0 92.5 47.5 87.5 40.0 75.0 65.0 17.5
40 38 40 37 19 35 16 30 26 7

近畿 100.0 97.9 89.6 87.5 56.3 89.6 50.0 87.5 68.8 10.4
48 47 43 42 27 43 24 42 33 5

中国 100.0 92.7 78.2 76.4 52.7 74.5 54.5 56.4 60.0 0.0
55 51 43 42 29 41 30 31 33 0

四国 100.0 100.0 83.3 86.1 66.7 86.1 58.3 75.0 86.1 0.0
36 36 30 31 24 31 21 27 31 0

九州・沖縄 100.0 94.7 86.0 86.0 56.1 77.2 54.4 66.7 57.9 1.8
57 54 49 49 32 44 31 38 33 1

全体 簡易ガス事業 一般ガス事業 ガス工事 ガス器具販売 容器再検査 保安センター その他 無回答
合計 100.0 48.1 22.3 82.7 92.0 20.0 27.3 8.7 0.6

539 259 120 446 496 108 147 47 3
ブロック 北海道 100.0 41.4 20.7 72.4 93.1 34.5 31.0 10.3 0.0

29 12 6 21 27 10 9 3 0
東北 100.0 45.2 20.2 77.4 85.7 22.6 20.2 6.0 1.2

84 38 17 65 72 19 17 5 1
関東・信 100.0 46.4 16.8 80.0 92.8 16.8 29.6 6.4 0.8

125 58 21 100 116 21 37 8 1
東海 100.0 51.6 29.7 82.8 96.9 15.6 35.9 12.5 0.0

64 33 19 53 62 10 23 8 0
北陸 100.0 47.5 27.5 95.0 100.0 20.0 40.0 10.0 0.0

40 19 11 38 40 8 16 4 0
近畿 100.0 58.3 31.3 91.7 91.7 16.7 31.3 14.6 0.0

48 28 15 44 44 8 15 7 0
中国 100.0 50.9 21.8 80.0 90.9 25.5 20.0 7.3 1.8

55 28 12 44 50 14 11 4 1
四国 100.0 33.3 33.3 83.3 91.7 22.2 27.8 8.3 0.0

36 12 12 30 33 8 10 3 0
九州・沖縄 100.0 54.4 12.3 87.7 89.5 17.5 15.8 8.8 0.0

57 31 7 50 51 10 9 5 0  
LPガス及び関連売上高合計

全体 1億未満 5億未満 10億未満 50億未満 100億未満 100億以上 無回答
合計 100.0 3.3 27.8 15.2 27.1 6.5 12.6 7.4

539 18 150 82 146 35 68 40
ブロック 北海道 100.0 6.9 34.5 6.9 17.2 3.4 27.6 3.4

29 2 10 2 5 1 8 1
東北 100.0 2.4 31.0 17.9 20.2 1.2 15.5 11.9

84 2 26 15 17 1 13 10
関東・信 100.0 2.4 20.8 16.0 23.2 8.8 19.2 9.6

125 3 26 20 29 11 24 12
東海 100.0 0.0 18.8 15.6 35.9 10.9 12.5 6.3

64 0 12 10 23 7 8 4
北陸 100.0 2.5 30.0 10.0 37.5 5.0 12.5 2.5

40 1 12 4 15 2 5 1
近畿 100.0 4.2 31.3 16.7 27.1 6.3 10.4 4.2

48 2 15 8 13 3 5 2
中国 100.0 3.6 34.5 23.6 23.6 7.3 1.8 5.5

55 2 19 13 13 4 1 3
四国 100.0 8.3 33.3 5.6 38.9 8.3 0.0 5.6

36 3 12 2 14 3 0 2
九州・沖縄 100.0 5.3 31.6 14.0 28.1 5.3 7.0 8.8

57 3 18 8 16 3 4 5  
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問３-２　ＬＰガス販売事業の中に占める卸売（直売子会社への卸売を含める）の割合（ＳＡ）
全体 10％未満 20％未満 30％未満 40％未満 50％未満 60％未満 70％未満 80％未満 80％以上 無回答

合計 100.0 12.8 9.6 10.6 8.7 9.6 8.9 7.1 10.9 18.9 2.8
539 69 52 57 47 52 48 38 59 102 15

ブロック 北海道 100.0 10.3 17.2 6.9 3.4 6.9 6.9 3.4 20.7 17.2 6.9
29 3 5 2 1 2 2 1 6 5 2

東北 100.0 10.7 8.3 11.9 6.0 10.7 10.7 6.0 13.1 17.9 4.8
84 9 7 10 5 9 9 5 11 15 4

関東・信 100.0 11.2 11.2 8.8 7.2 9.6 9.6 8.8 12.8 19.2 1.6
125 14 14 11 9 12 12 11 16 24 2

東海 100.0 9.4 10.9 18.8 3.1 14.1 6.3 9.4 10.9 14.1 3.1
64 6 7 12 2 9 4 6 7 9 2

北陸 100.0 10.0 5.0 12.5 7.5 12.5 10.0 5.0 10.0 20.0 7.5
40 4 2 5 3 5 4 2 4 8 3

近畿 100.0 6.3 8.3 14.6 20.8 0.0 12.5 8.3 10.4 16.7 2.1
48 3 4 7 10 0 6 4 5 8 1

中国 100.0 18.2 10.9 7.3 7.3 12.7 12.7 7.3 7.3 16.4 0.0
55 10 6 4 4 7 7 4 4 9 0

四国 100.0 27.8 11.1 5.6 13.9 11.1 2.8 5.6 0.0 19.4 2.8
36 10 4 2 5 4 1 2 0 7 1

九州・沖縄 100.0 17.5 5.3 7.0 14.0 7.0 5.3 3.5 10.5 29.8 0.0
57 10 3 4 8 4 3 2 6 17 0  

問３-３　ＬＰガス年間販売数量（ＳＡ）
全体 500ﾄﾝ未満 1千ﾄﾝ未満 2千ﾄﾝ未満 3千ﾄﾝ未満 5千ﾄﾝ未満 1万ﾄﾝ未満 3万ﾄﾝ未満

合計 100.0 4.8 8.5 14.3 10.8 11.3 14.7 15.8
539 26 46 77 58 61 79 85

ブロック 北海道 100.0 6.9 13.8 17.2 13.8 10.3 6.9 3.4
29 2 4 5 4 3 2 1

東北 100.0 4.8 11.9 21.4 9.5 9.5 9.5 11.9
84 4 10 18 8 8 8 10

関東・信 100.0 2.4 6.4 11.2 8.8 13.6 16.8 14.4
125 3 8 14 11 17 21 18

東海 100.0 1.6 6.3 4.7 10.9 14.1 14.1 25.0
64 1 4 3 7 9 9 16

北陸 100.0 0.0 12.5 17.5 12.5 2.5 15.0 25.0
40 0 5 7 5 1 6 10

近畿 100.0 8.3 2.1 12.5 14.6 14.6 12.5 12.5
48 4 1 6 7 7 6 6

中国 100.0 9.1 10.9 20.0 9.1 14.5 14.5 14.5
55 5 6 11 5 8 8 8

四国 100.0 11.1 8.3 13.9 8.3 2.8 30.6 13.9
36 4 3 5 3 1 11 5

九州・沖縄 100.0 5.3 8.8 14.0 14.0 12.3 14.0 19.3
57 3 5 8 8 7 8 11

全体 5万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ以上 無回答
合計 100.0 3.0 3.7 10.8 2.4

539 16 20 58 13
ブロック 北海道 100.0 3.4 0.0 20.7 3.4

29 1 0 6 1
東北 100.0 0.0 0.0 16.7 4.8

84 0 0 14 4
関東・信 100.0 4.0 5.6 15.2 1.6

125 5 7 19 2
東海 100.0 7.8 6.3 9.4 0.0

64 5 4 6 0
北陸 100.0 0.0 5.0 10.0 0.0

40 0 2 4 0
近畿 100.0 2.1 6.3 8.3 6.3

48 1 3 4 3
中国 100.0 1.8 3.6 1.8 0.0

55 1 2 1 0
四国 100.0 2.8 2.8 0.0 5.6

36 1 1 0 2
九州・沖縄 100.0 3.5 1.8 7.0 0.0

57 2 1 4 0  
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問３-４　家庭用・業務用消費者に直売しているＬＰガス年間販売数量（ＳＡ）
全体 500ﾄﾝ未満 1千ﾄﾝ未満 2千ﾄﾝ未満 3千ﾄﾝ未満 5千ﾄﾝ未満 1万ﾄﾝ未満 3万ﾄﾝ未満

合計 100.0 23.6 13.9 12.6 6.5 9.6 9.8 5.6
539 127 75 68 35 52 53 30

ブロック 北海道 100.0 27.6 6.9 17.2 0.0 13.8 0.0 10.3
29 8 2 5 0 4 0 3

東北 100.0 28.6 16.7 9.5 2.4 7.1 9.5 1.2
84 24 14 8 2 6 8 1

関東・信 100.0 19.2 15.2 10.4 6.4 10.4 8.8 6.4
125 24 19 13 8 13 11 8

東海 100.0 10.9 7.8 17.2 14.1 10.9 10.9 7.8
64 7 5 11 9 7 7 5

北陸 100.0 30.0 17.5 10.0 2.5 17.5 5.0 2.5
40 12 7 4 1 7 2 1

近畿 100.0 29.2 16.7 18.8 4.2 4.2 8.3 4.2
48 14 8 9 2 2 4 2

中国 100.0 23.6 16.4 16.4 7.3 5.5 9.1 9.1
55 13 9 9 4 3 5 5

四国 100.0 33.3 13.9 5.6 8.3 13.9 13.9 2.8
36 12 5 2 3 5 5 1

九州・沖縄 100.0 22.8 10.5 12.3 10.5 8.8 17.5 7.0
57 13 6 7 6 5 10 4

全体 5万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ未満 10万ﾄﾝ以上 無回答
合計 100.0 2.0 7.2 0.9 8.2

539 11 39 5 44
ブロック 北海道 100.0 0.0 20.7 0.0 3.4

29 0 6 0 1
東北 100.0 1.2 13.1 0.0 10.7

84 1 11 0 9
関東・信 100.0 4.0 10.4 2.4 6.4

125 5 13 3 8
東海 100.0 0.0 7.8 3.1 9.4

64 0 5 2 6
北陸 100.0 2.5 7.5 0.0 5.0

40 1 3 0 2
近畿 100.0 2.1 2.1 0.0 10.4

48 1 1 0 5
中国 100.0 0.0 0.0 0.0 12.7

55 0 0 0 7
四国 100.0 2.8 0.0 0.0 5.6

36 1 0 0 2
九州・沖縄 100.0 3.5 0.0 0.0 7.0

57 2 0 0 4  
問４-１　ＬＰガスシリンダー家庭用・業務用消費者軒数＜貴社直売＞（ＳＡ）

全体 3千件未満 5千件未満 7千件未満 1万件未満 1万5千件未満 2万件未満 3万件未満
合計 100.0 38.6 12.2 6.5 6.3 5.9 3.7 3.5

539 208 66 35 34 32 20 19
ブロック 北海道 100.0 24.1 6.9 10.3 6.9 6.9 3.4 0.0

29 7 2 3 2 2 1 0
東北 100.0 40.5 13.1 3.6 3.6 4.8 7.1 0.0

84 34 11 3 3 4 6 0
関東・信 100.0 37.6 9.6 5.6 6.4 4.0 2.4 2.4

125 47 12 7 8 5 3 3
東海 100.0 29.7 17.2 10.9 4.7 4.7 4.7 9.4

64 19 11 7 3 3 3 6
北陸 100.0 52.5 10.0 10.0 7.5 5.0 0.0 2.5

40 21 4 4 3 2 0 1
近畿 100.0 56.3 10.4 8.3 4.2 2.1 0.0 2.1

48 27 5 4 2 1 0 1
中国 100.0 32.7 23.6 1.8 9.1 7.3 5.5 3.6

55 18 13 1 5 4 3 2
四国 100.0 47.2 2.8 8.3 8.3 11.1 5.6 0.0

36 17 1 3 3 4 2 0
九州・沖縄 100.0 29.8 12.3 5.3 8.8 12.3 3.5 10.5

57 17 7 3 5 7 2 6
全体 5万件未満 10万件未満 10万件以上 無回答

合計 100.0 9.8 2.6 1.9 8.9
539 53 14 10 48

ブロック 北海道 100.0 27.6 3.4 0.0 10.3
29 8 1 0 3

東北 100.0 13.1 2.4 1.2 10.7
84 11 2 1 9

関東・信 100.0 12.8 4.0 4.0 11.2
125 16 5 5 14

東海 100.0 6.3 1.6 4.7 6.3
64 4 1 3 4

北陸 100.0 12.5 0.0 0.0 0.0
40 5 0 0 0

近畿 100.0 6.3 4.2 0.0 6.3
48 3 2 0 3

中国 100.0 0.0 3.6 0.0 12.7
55 0 2 0 7

四国 100.0 5.6 0.0 2.8 8.3
36 2 0 1 3

九州・沖縄 100.0 7.0 1.8 0.0 8.8
57 4 1 0 5  
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問４-１　ＬＰガスシリンダー家庭用・業務用消費者軒数＜グループ子会社＞（ＳＡ）
全体 3千件未満 5千件未満 7千件未満 1万件未満 1万5千件未満 2万件未満 3万件未満

合計 100.0 16.9 3.5 2.2 4.3 2.8 1.3 1.1
539 91 19 12 23 15 7 6

ブロック 北海道 100.0 31.0 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
29 9 2 0 0 0 0 0

東北 100.0 11.9 2.4 3.6 2.4 2.4 2.4 0.0
84 10 2 3 2 2 2 0

関東・信 100.0 11.2 4.8 3.2 6.4 2.4 1.6 3.2
125 14 6 4 8 3 2 4

東海 100.0 20.3 1.6 3.1 1.6 3.1 0.0 0.0
64 13 1 2 1 2 0 0

北陸 100.0 12.5 5.0 0.0 7.5 2.5 0.0 0.0
40 5 2 0 3 1 0 0

近畿 100.0 27.1 8.3 2.1 8.3 2.1 0.0 0.0
48 13 4 1 4 1 0 0

中国 100.0 23.6 0.0 1.8 5.5 3.6 1.8 0.0
55 13 0 1 3 2 1 0

四国 100.0 16.7 5.6 2.8 2.8 8.3 0.0 0.0
36 6 2 1 1 3 0 0

九州・沖縄 100.0 12.3 0.0 0.0 1.8 1.8 3.5 3.5
57 7 0 0 1 1 2 2

全体 5万件未満 10万件未満 10万件以上 無回答
合計 100.0 2.0 8.2 1.5 56.2

539 11 44 8 303
ブロック 北海道 100.0 0.0 20.7 0.0 41.4

29 0 6 0 12
東北 100.0 1.2 14.3 1.2 58.3

84 1 12 1 49
関東・信 100.0 3.2 12.0 3.2 48.8

125 4 15 4 61
東海 100.0 3.1 4.7 0.0 62.5

64 2 3 0 40
北陸 100.0 5.0 10.0 0.0 57.5

40 2 4 0 23
近畿 100.0 0.0 4.2 2.1 45.8

48 0 2 1 22
中国 100.0 1.8 1.8 1.8 58.2

55 1 1 1 32
四国 100.0 0.0 0.0 0.0 63.9

36 0 0 0 23
九州・沖縄 100.0 1.8 1.8 1.8 71.9

57 1 1 1 41  
問４-２　バルクシステムにより販売している家庭用・業務用消費者軒数＜貴社直売＞（ＳＡ）

全体 100件未満 200件未満 300件未満 500件未満 700件未満 1千件未満 2千件未満 2千件以上 無回答
合計 100.0 55.3 12.8 3.0 3.2 1.1 1.7 2.4 5.9 14.7

539 298 69 16 17 6 9 13 32 79
ブロック 北海道 100.0 48.3 20.7 6.9 0.0 3.4 0.0 0.0 6.9 13.8

29 14 6 2 0 1 0 0 2 4
東北 100.0 56.0 17.9 2.4 2.4 0.0 1.2 1.2 0.0 19.0

84 47 15 2 2 0 1 1 0 16
関東・信 100.0 55.2 12.8 0.0 2.4 1.6 0.8 4.0 9.6 13.6

125 69 16 0 3 2 1 5 12 17
東海 100.0 51.6 6.3 6.3 4.7 3.1 3.1 1.6 15.6 7.8

64 33 4 4 3 2 2 1 10 5
北陸 100.0 52.5 22.5 10.0 7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 7.5

40 21 9 4 3 0 0 0 0 3
近畿 100.0 58.3 8.3 4.2 4.2 0.0 0.0 4.2 2.1 18.8

48 28 4 2 2 0 0 2 1 9
中国 100.0 63.6 12.7 0.0 1.8 1.8 3.6 0.0 1.8 14.5

55 35 7 0 1 1 2 0 1 8
四国 100.0 66.7 13.9 0.0 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7

36 24 5 0 1 0 0 0 0 6
九州・沖縄 100.0 45.6 5.3 3.5 3.5 0.0 5.3 7.0 10.5 19.3

57 26 3 2 2 0 3 4 6 11  
問４-２　バルクシステムにより販売している家庭用・業務用消費者軒数＜グループ子会社＞（ＳＡ）

全体 100件未満 200件未満 300件未満 500件未満 700件未満 1千件未満 2千件未満 2千件以上 無回答
合計 100.0 25.8 3.2 1.1 6.9 0.4 0.7 0.9 1.7 59.4

539 139 17 6 37 2 4 5 9 320
ブロック 北海道 100.0 27.6 3.4 0.0 17.2 0.0 0.0 3.4 0.0 48.3

29 8 1 0 5 0 0 1 0 14
東北 100.0 23.8 1.2 0.0 13.1 0.0 0.0 0.0 2.4 59.5

84 20 1 0 11 0 0 0 2 50
関東・信 100.0 25.6 6.4 2.4 9.6 0.8 0.8 0.0 2.4 52.0

125 32 8 3 12 1 1 0 3 65
東海 100.0 23.4 0.0 0.0 6.3 0.0 1.6 1.6 1.6 65.6

64 15 0 0 4 0 1 1 1 42
北陸 100.0 12.5 7.5 2.5 7.5 2.5 5.0 0.0 0.0 62.5

40 5 3 1 3 1 2 0 0 25
近畿 100.0 41.7 0.0 2.1 2.1 0.0 0.0 0.0 2.1 52.1

48 20 0 1 1 0 0 0 1 25
中国 100.0 27.3 5.5 1.8 1.8 0.0 0.0 1.8 0.0 61.8

55 15 3 1 1 0 0 1 0 34
四国 100.0 27.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 69.4

36 10 0 0 0 0 0 1 0 25
九州・沖縄 100.0 22.8 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 3.5 70.2

57 13 1 0 0 0 0 1 2 40  
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LPガス部門男性従業員数
全体 5人未満 10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 50人以上 無回答

合計 100.0 11.5 17.6 23.6 13.2 10.9 21.2 2.0
539 62 95 127 71 59 114 11

ブロック 北海道 100.0 13.8 27.6 6.9 3.4 10.3 37.9 0.0
29 4 8 2 1 3 11 0

東北 100.0 16.7 17.9 26.2 7.1 10.7 17.9 3.6
84 14 15 22 6 9 15 3

関東・信 100.0 9.6 18.4 21.6 13.6 8.0 25.6 3.2
125 12 23 27 17 10 32 4

東海 100.0 9.4 10.9 28.1 14.1 12.5 25.0 0.0
64 6 7 18 9 8 16 0

北陸 100.0 10.0 17.5 25.0 15.0 12.5 20.0 0.0
40 4 7 10 6 5 8 0

近畿 100.0 10.4 18.8 22.9 20.8 10.4 14.6 2.1
48 5 9 11 10 5 7 1

中国 100.0 10.9 14.5 34.5 16.4 5.5 16.4 1.8
55 6 8 19 9 3 9 1

四国 100.0 16.7 19.4 16.7 13.9 16.7 11.1 5.6
36 6 7 6 5 6 4 2

九州・沖縄 100.0 8.8 19.3 21.1 12.3 17.5 21.1 0.0
57 5 11 12 7 10 12 0  

LPガス部門女性従業員数
全体 5人未満 10人未満 20人未満 30人未満 50人未満 50人以上 無回答

合計 100.0 49.9 18.7 9.6 3.0 3.5 4.1 11.1
539 269 101 52 16 19 22 60

ブロック 北海道 100.0 48.3 10.3 6.9 0.0 0.0 10.3 24.1
29 14 3 2 0 0 3 7

東北 100.0 56.0 15.5 8.3 0.0 2.4 0.0 17.9
84 47 13 7 0 2 0 15

関東・信 100.0 47.2 17.6 7.2 3.2 6.4 7.2 11.2
125 59 22 9 4 8 9 14

東海 100.0 43.8 12.5 14.1 9.4 3.1 6.3 10.9
64 28 8 9 6 2 4 7

北陸 100.0 50.0 25.0 5.0 2.5 2.5 2.5 12.5
40 20 10 2 1 1 1 5

近畿 100.0 54.2 25.0 8.3 2.1 2.1 2.1 6.3
48 26 12 4 1 1 1 3

中国 100.0 50.9 23.6 12.7 1.8 3.6 1.8 5.5
55 28 13 7 1 2 1 3

四国 100.0 50.0 27.8 8.3 0.0 0.0 2.8 11.1
36 18 10 3 0 0 1 4

九州・沖縄 100.0 49.1 17.5 15.8 5.3 5.3 3.5 3.5
57 28 10 9 3 3 2 2  

総支給額（男性一人当たり）
全体 300万円未満 400万円未満 500万円未満 600万円未満 700万円未満 800万円未満 900万円未満 900万円以上 無回答

合計 100.0 1.7 14.3 29.1 15.4 6.3 2.4 0.6 0.9 29.3
539 9 77 157 83 34 13 3 5 158

ブロック 北海道 100.0 0.0 10.3 17.2 20.7 0.0 0.0 0.0 0.0 51.7
29 0 3 5 6 0 0 0 0 15

東北 100.0 2.4 17.9 21.4 3.6 0.0 4.8 2.4 1.2 46.4
84 2 15 18 3 0 4 2 1 39

関東・信 100.0 0.8 5.6 27.2 20.0 12.0 3.2 0.8 2.4 28.0
125 1 7 34 25 15 4 1 3 35

東海 100.0 0.0 7.8 26.6 26.6 9.4 0.0 0.0 0.0 29.7
64 0 5 17 17 6 0 0 0 19

北陸 100.0 2.5 25.0 37.5 12.5 2.5 2.5 0.0 0.0 17.5
40 1 10 15 5 1 1 0 0 7

近畿 100.0 2.1 10.4 27.1 25.0 12.5 0.0 0.0 2.1 20.8
48 1 5 13 12 6 0 0 1 10

中国 100.0 0.0 21.8 40.0 12.7 5.5 1.8 0.0 0.0 18.2
55 0 12 22 7 3 1 0 0 10

四国 100.0 2.8 25.0 47.2 8.3 2.8 2.8 0.0 0.0 11.1
36 1 9 17 3 1 1 0 0 4

九州・沖縄 100.0 5.3 19.3 26.3 8.8 3.5 3.5 0.0 0.0 33.3
57 3 11 15 5 2 2 0 0 19  

総支給額（女性一人当たり）
全体 200万円未満 300万円未満 400万円未満 500万円未満 600万円未満 700万円未満 800万円未満 800万円以上 無回答

合計 100.0 5.9 27.6 25.4 5.4 0.7 0.2 0.4 0.2 34.1
539 32 149 137 29 4 1 2 1 184

ブロック 北海道 100.0 3.4 37.9 3.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 55.2
29 1 11 1 0 0 0 0 0 16

東北 100.0 3.6 27.4 16.7 3.6 1.2 0.0 0.0 0.0 47.6
84 3 23 14 3 1 0 0 0 40

関東・信 100.0 8.0 23.2 29.6 8.0 0.8 0.8 0.8 0.0 28.8
125 10 29 37 10 1 1 1 0 36

東海 100.0 3.1 29.7 28.1 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 35.9
64 2 19 18 2 0 0 0 0 23

北陸 100.0 10.0 27.5 35.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 27.5
40 4 11 14 0 0 0 0 0 11

近畿 100.0 4.2 20.8 29.2 10.4 0.0 0.0 0.0 2.1 33.3
48 2 10 14 5 0 0 0 1 16

中国 100.0 5.5 36.4 23.6 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 25.5
55 3 20 13 5 0 0 0 0 14

四国 100.0 8.3 22.2 41.7 5.6 0.0 0.0 2.8 0.0 19.4
36 3 8 15 2 0 0 1 0 7

九州・沖縄 100.0 7.0 29.8 19.3 3.5 3.5 0.0 0.0 0.0 36.8
57 4 17 11 2 2 0 0 0 21  
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男性平均年齢
全体 20代未満 30代未満 40代未満 50代未満 60代未満 60代以上 無回答

合計 100.0 0.0 0.4 10.4 64.0 10.9 0.6 13.7
539 0 2 56 345 59 3 74

ブロック 北海道 100.0 0.0 0.0 17.2 51.7 13.8 0.0 17.2
29 0 0 5 15 4 0 5

東北 100.0 0.0 1.2 10.7 61.9 8.3 0.0 17.9
84 0 1 9 52 7 0 15

関東・信 100.0 0.0 0.0 8.8 64.0 10.4 0.0 16.8
125 0 0 11 80 13 0 21

東海 100.0 0.0 0.0 7.8 67.2 9.4 3.1 12.5
64 0 0 5 43 6 2 8

北陸 100.0 0.0 0.0 10.0 60.0 12.5 2.5 15.0
40 0 0 4 24 5 1 6

近畿 100.0 0.0 0.0 10.4 66.7 14.6 0.0 8.3
48 0 0 5 32 7 0 4

中国 100.0 0.0 1.8 9.1 65.5 12.7 0.0 10.9
55 0 1 5 36 7 0 6

四国 100.0 0.0 0.0 11.1 72.2 8.3 0.0 8.3
36 0 0 4 26 3 0 3

九州・沖縄 100.0 0.0 0.0 14.0 63.2 12.3 0.0 10.5
57 0 0 8 36 7 0 6  

女性平均年齢
全体 20代未満 30代未満 40代未満 50代未満 60代未満 60代以上 無回答

合計 100.0 0.0 5.4 30.6 32.5 11.1 0.4 20.0
539 0 29 165 175 60 2 108

ブロック 北海道 100.0 0.0 3.4 44.8 17.2 6.9 0.0 27.6
29 0 1 13 5 2 0 8

東北 100.0 0.0 7.1 28.6 32.1 8.3 0.0 23.8
84 0 6 24 27 7 0 20

関東・信 100.0 0.0 4.0 32.0 35.2 8.8 0.0 20.0
125 0 5 40 44 11 0 25

東海 100.0 0.0 4.7 32.8 32.8 7.8 1.6 20.3
64 0 3 21 21 5 1 13

北陸 100.0 0.0 5.0 27.5 30.0 12.5 0.0 25.0
40 0 2 11 12 5 0 10

近畿 100.0 0.0 6.3 25.0 33.3 16.7 0.0 18.8
48 0 3 12 16 8 0 9

中国 100.0 0.0 7.3 23.6 38.2 14.5 0.0 16.4
55 0 4 13 21 8 0 9

四国 100.0 0.0 2.8 25.0 36.1 16.7 2.8 16.7
36 0 1 9 13 6 1 6

九州・沖縄 100.0 0.0 7.0 38.6 28.1 12.3 0.0 14.0
57 0 4 22 16 7 0 8  

男性勤続年数
全体 5年未満 10年未満 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上 無回答

合計 100.0 1.1 8.3 53.8 18.4 2.2 0.2 16.0
539 6 45 290 99 12 1 86

ブロック 北海道 100.0 0.0 17.2 41.4 13.8 6.9 0.0 20.7
29 0 5 12 4 2 0 6

東北 100.0 0.0 6.0 40.5 26.2 3.6 0.0 23.8
84 0 5 34 22 3 0 20

関東・信 100.0 0.0 11.2 50.4 16.0 3.2 0.0 19.2
125 0 14 63 20 4 0 24

東海 100.0 1.6 9.4 57.8 14.1 1.6 0.0 15.6
64 1 6 37 9 1 0 10

北陸 100.0 0.0 2.5 60.0 17.5 5.0 2.5 12.5
40 0 1 24 7 2 1 5

近畿 100.0 2.1 8.3 56.3 22.9 0.0 0.0 10.4
48 1 4 27 11 0 0 5

中国 100.0 1.8 7.3 61.8 18.2 0.0 0.0 10.9
55 1 4 34 10 0 0 6

四国 100.0 5.6 11.1 55.6 16.7 0.0 0.0 11.1
36 2 4 20 6 0 0 4

九州・沖縄 100.0 1.8 3.5 68.4 15.8 0.0 0.0 10.5
57 1 2 39 9 0 0 6  

女性勤続年数
全体 5年未満 10年未満 20年未満 30年未満 40年未満 40年以上 無回答

合計 100.0 10.2 22.1 34.0 11.1 1.3 0.0 21.3
539 55 119 183 60 7 0 115

ブロック 北海道 100.0 20.7 24.1 13.8 6.9 0.0 0.0 34.5
29 6 7 4 2 0 0 10

東北 100.0 3.6 16.7 34.5 16.7 2.4 0.0 26.2
84 3 14 29 14 2 0 22

関東・信 100.0 10.4 27.2 32.0 8.0 0.8 0.0 21.6
125 13 34 40 10 1 0 27

東海 100.0 12.5 28.1 31.3 6.3 0.0 0.0 21.9
64 8 18 20 4 0 0 14

北陸 100.0 7.5 10.0 47.5 10.0 2.5 0.0 22.5
40 3 4 19 4 1 0 9

近畿 100.0 16.7 12.5 37.5 12.5 0.0 0.0 20.8
48 8 6 18 6 0 0 10

中国 100.0 5.5 25.5 34.5 16.4 1.8 0.0 16.4
55 3 14 19 9 1 0 9

四国 100.0 8.3 19.4 47.2 5.6 2.8 0.0 16.7
36 3 7 17 2 1 0 6

九州・沖縄 100.0 14.0 26.3 29.8 15.8 0.0 0.0 14.0
57 8 15 17 9 0 0 8  
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問６-１　勤務時間＜正社員＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が長
い

同業他社の方
が長い

わからない 無回答

合計 100.0 47.3 3.0 7.2 40.4 2.0
539 255 16 39 218 11

ブロック 北海道 100.0 72.4 3.4 0.0 24.1 0.0
29 21 1 0 7 0

東北 100.0 35.7 7.1 13.1 41.7 2.4
84 30 6 11 35 2

関東・信 100.0 47.2 1.6 7.2 41.6 2.4
125 59 2 9 52 3

東海 100.0 46.9 3.1 3.1 45.3 1.6
64 30 2 2 29 1

北陸 100.0 57.5 0.0 15.0 25.0 2.5
40 23 0 6 10 1

近畿 100.0 41.7 4.2 8.3 41.7 4.2
48 20 2 4 20 2

中国 100.0 58.2 1.8 1.8 38.2 0.0
55 32 1 1 21 0

四国 100.0 30.6 2.8 11.1 55.6 0.0
36 11 1 4 20 0

九州・沖縄 100.0 50.9 1.8 3.5 40.4 3.5
57 29 1 2 23 2  

問６-１　給与＜正社員＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が高
い

同業他社の方
が高い

わからない 無回答

合計 100.0 22.1 12.1 4.1 59.4 2.4
539 119 65 22 320 13

ブロック 北海道 100.0 41.4 10.3 0.0 48.3 0.0
29 12 3 0 14 0

東北 100.0 19.0 20.2 9.5 47.6 3.6
84 16 17 8 40 3

関東・信 100.0 22.4 6.4 3.2 64.8 3.2
125 28 8 4 81 4

東海 100.0 28.1 9.4 1.6 59.4 1.6
64 18 6 1 38 1

北陸 100.0 22.5 10.0 10.0 55.0 2.5
40 9 4 4 22 1

近畿 100.0 25.0 12.5 0.0 58.3 4.2
48 12 6 0 28 2

中国 100.0 14.5 23.6 3.6 58.2 0.0
55 8 13 2 32 0

四国 100.0 11.1 8.3 5.6 75.0 0.0
36 4 3 2 27 0

九州・沖縄 100.0 21.1 8.8 1.8 64.9 3.5
57 12 5 1 37 2  

問６-１　休暇＜正社員＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が多
い

同業他社の方
が多い

わからない 無回答

合計 100.0 41.4 13.9 2.2 39.3 3.2
539 223 75 12 212 17

ブロック 北海道 100.0 58.6 6.9 0.0 34.5 0.0
29 17 2 0 10 0

東北 100.0 33.3 20.2 3.6 39.3 3.6
84 28 17 3 33 3

関東・信 100.0 40.8 13.6 2.4 39.2 4.0
125 51 17 3 49 5

東海 100.0 39.1 10.9 3.1 43.8 3.1
64 25 7 2 28 2

北陸 100.0 52.5 12.5 2.5 27.5 5.0
40 21 5 1 11 2

近畿 100.0 37.5 14.6 0.0 43.8 4.2
48 18 7 0 21 2

中国 100.0 49.1 14.5 1.8 34.5 0.0
55 27 8 1 19 0

四国 100.0 33.3 13.9 0.0 52.8 0.0
36 12 5 0 19 0

九州・沖縄 100.0 40.4 12.3 3.5 38.6 5.3
57 23 7 2 22 3  

問６-１　勤務時間＜パート・アルバイト＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が長
い

同業他社の方
が長い

わからない 無回答

合計 100.0 35.8 0.9 2.6 41.4 19.3
539 193 5 14 223 104

ブロック 北海道 100.0 65.5 0.0 0.0 24.1 10.3
29 19 0 0 7 3

東北 100.0 33.3 2.4 7.1 40.5 16.7
84 28 2 6 34 14

関東・信 100.0 39.2 1.6 3.2 41.6 14.4
125 49 2 4 52 18

東海 100.0 42.2 0.0 0.0 40.6 17.2
64 27 0 0 26 11

北陸 100.0 42.5 0.0 7.5 35.0 15.0
40 17 0 3 14 6

近畿 100.0 29.2 2.1 2.1 43.8 22.9
48 14 1 1 21 11

中国 100.0 29.1 0.0 0.0 45.5 25.5
55 16 0 0 25 14

四国 100.0 22.2 0.0 0.0 44.4 33.3
36 8 0 0 16 12

九州・沖縄 100.0 26.3 0.0 0.0 47.4 26.3
57 15 0 0 27 15  
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問６-１　給与＜パート・アルバイト＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が高
い

同業他社の方
が高い

わからない 無回答

合計 100.0 24.5 4.5 1.3 50.1 19.7
539 132 24 7 270 106

ブロック 北海道 100.0 34.5 10.3 0.0 44.8 10.3
29 10 3 0 13 3

東北 100.0 28.6 7.1 1.2 46.4 16.7
84 24 6 1 39 14

関東・信 100.0 24.8 4.8 0.8 54.4 15.2
125 31 6 1 68 19

東海 100.0 31.3 3.1 0.0 48.4 17.2
64 20 2 0 31 11

北陸 100.0 32.5 2.5 5.0 45.0 15.0
40 13 1 2 18 6

近畿 100.0 22.9 2.1 2.1 50.0 22.9
48 11 1 1 24 11

中国 100.0 18.2 3.6 0.0 52.7 25.5
55 10 2 0 29 14

四国 100.0 13.9 2.8 2.8 47.2 33.3
36 5 1 1 17 12

九州・沖縄 100.0 14.0 3.5 1.8 52.6 28.1
57 8 2 1 30 16  

問６-１　休暇＜パート・アルバイト＞（ＳＡ）

全体
差はない（同
条件である）

自社の方が多
い

同業他社の方
が多い

わからない 無回答

合計 100.0 30.6 6.1 0.7 42.9 19.7
539 165 33 4 231 106

ブロック 北海道 100.0 48.3 6.9 0.0 34.5 10.3
29 14 2 0 10 3

東北 100.0 25.0 15.5 3.6 39.3 16.7
84 21 13 3 33 14

関東・信 100.0 35.2 5.6 0.0 44.8 14.4
125 44 7 0 56 18

東海 100.0 37.5 1.6 0.0 43.8 17.2
64 24 1 0 28 11

北陸 100.0 37.5 10.0 0.0 37.5 15.0
40 15 4 0 15 6

近畿 100.0 31.3 0.0 2.1 43.8 22.9
48 15 0 1 21 11

中国 100.0 25.5 3.6 0.0 43.6 27.3
55 14 2 0 24 15

四国 100.0 19.4 2.8 0.0 44.4 33.3
36 7 1 0 16 12

九州・沖縄 100.0 19.3 5.3 0.0 47.4 28.1
57 11 3 0 27 16  

問６-２　充てん・配送業務の作業員を確保の対策（ＳＡ）

全体
対策を講じて
いる

今後対策を講
じるつもり

対策を講じて
いない

無回答

合計 100.0 28.2 9.5 59.6 2.8
539 152 51 321 15

ブロック 北海道 100.0 27.6 13.8 58.6 0.0
29 8 4 17 0

東北 100.0 21.4 2.4 75.0 1.2
84 18 2 63 1

関東・信 100.0 32.8 11.2 52.8 3.2
125 41 14 66 4

東海 100.0 31.3 9.4 57.8 1.6
64 20 6 37 1

北陸 100.0 32.5 17.5 45.0 5.0
40 13 7 18 2

近畿 100.0 18.8 10.4 62.5 8.3
48 9 5 30 4

中国 100.0 27.3 9.1 63.6 0.0
55 15 5 35 0

四国 100.0 33.3 5.6 61.1 0.0
36 12 2 22 0

九州・沖縄 100.0 28.1 10.5 56.1 5.3
57 16 6 32 3  

問６-２　対策の内容（ＭＡ）

全体
従業員等から
の紹介

求人広告を掲
載

その他 無回答

合計 100.0 42.9 58.6 23.2 0.5
203 87 119 47 1

ブロック 北海道 100.0 50.0 66.7 8.3 0.0
12 6 8 1 0

東北 100.0 40.0 30.0 40.0 0.0
20 8 6 8 0

関東・信 100.0 49.1 72.7 10.9 0.0
55 27 40 6 0

東海 100.0 42.3 76.9 19.2 0.0
26 11 20 5 0

北陸 100.0 35.0 55.0 30.0 0.0
20 7 11 6 0

近畿 100.0 50.0 50.0 14.3 0.0
14 7 7 2 0

中国 100.0 30.0 45.0 35.0 5.0
20 6 9 7 1

四国 100.0 42.9 35.7 35.7 0.0
14 6 5 5 0

九州・沖縄 100.0 40.9 59.1 31.8 0.0
22 9 13 7 0  
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問６-３　充てん・配送業務の季節による作業量較差（ＳＡ）

全体
対策を講じて
いる

今後対策を講
じるつもり

対策を講じて
いない

無回答

合計 100.0 41.4 12.6 42.5 3.5
539 223 68 229 19

ブロック 北海道 100.0 44.8 6.9 48.3 0.0
29 13 2 14 0

東北 100.0 46.4 9.5 39.3 4.8
84 39 8 33 4

関東・信 100.0 45.6 10.4 40.8 3.2
125 57 13 51 4

東海 100.0 37.5 15.6 45.3 1.6
64 24 10 29 1

北陸 100.0 42.5 20.0 32.5 5.0
40 17 8 13 2

近畿 100.0 41.7 14.6 37.5 6.3
48 20 7 18 3

中国 100.0 43.6 12.7 41.8 1.8
55 24 7 23 1

四国 100.0 38.9 13.9 44.4 2.8
36 14 5 16 1

九州・沖縄 100.0 26.3 14.0 54.4 5.3
57 15 8 31 3  

問７-２　充てん施設にあるタンクの貯槽容量の合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）（ＳＡ）
全体 10ﾄﾝ未満 20ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ未満 40ﾄﾝ未満 50ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ未満 100ﾄﾝ以上 無回答

合計 100.0 2.4 18.7 13.5 16.3 9.3 17.8 18.6 3.3
539 13 101 73 88 50 96 100 18

ブロック 北海道 100.0 3.4 34.5 17.2 20.7 0.0 6.9 13.8 3.4
29 1 10 5 6 0 2 4 1

東北 100.0 2.4 26.2 17.9 13.1 11.9 14.3 10.7 3.6
84 2 22 15 11 10 12 9 3

関東・信 100.0 2.4 9.6 11.2 25.6 11.2 20.0 16.0 4.0
125 3 12 14 32 14 25 20 5

東海 100.0 0.0 18.8 10.9 10.9 4.7 20.3 31.3 3.1
64 0 12 7 7 3 13 20 2

北陸 100.0 0.0 12.5 7.5 10.0 10.0 30.0 22.5 7.5
40 0 5 3 4 4 12 9 3

近畿 100.0 0.0 16.7 12.5 14.6 16.7 16.7 18.8 4.2
48 0 8 6 7 8 8 9 2

中国 100.0 7.3 18.2 25.5 10.9 10.9 10.9 12.7 3.6
55 4 10 14 6 6 6 7 2

四国 100.0 0.0 19.4 5.6 16.7 8.3 27.8 22.2 0.0
36 0 7 2 6 3 10 8 0

九州・沖縄 100.0 5.3 26.3 12.3 15.8 3.5 12.3 24.6 0.0
57 3 15 7 9 2 7 14 0  

問７-３　ブタンタンクの貯槽容量（ＳＡ）
全体 10ﾄﾝ未満 20ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ未満 30ﾄﾝ以上 無回答

合計 100.0 7.8 14.8 7.2 10.0 60.1
539 42 80 39 54 324

ブロック 北海道 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
29 0 0 0 0 29

東北 100.0 8.3 7.1 3.6 3.6 77.4
84 7 6 3 3 65

関東・信 100.0 9.6 16.0 4.8 7.2 62.4
125 12 20 6 9 78

東海 100.0 7.8 15.6 9.4 28.1 39.1
64 5 10 6 18 25

北陸 100.0 7.5 15.0 15.0 7.5 55.0
40 3 6 6 3 22

近畿 100.0 8.3 20.8 6.3 10.4 54.2
48 4 10 3 5 26

中国 100.0 10.9 18.2 10.9 3.6 56.4
55 6 10 6 2 31

四国 100.0 5.6 27.8 11.1 5.6 50.0
36 2 10 4 2 18

九州・沖縄 100.0 5.3 14.0 8.8 21.1 50.9
57 3 8 5 12 29  

問７-４　プラットホームの面積の合計（SA)
全体 250ｍ２未満 500ｍ２未満 750ｍ２未満 1,000ｍ２未満 1,000ｍ２以上 無回答

合計 100.0 33.0 26.7 10.2 8.9 12.8 8.3
539 178 144 55 48 69 45

ブロック 北海道 100.0 51.7 13.8 3.4 6.9 6.9 17.2
29 15 4 1 2 2 5

東北 100.0 41.7 19.0 11.9 9.5 7.1 10.7
84 35 16 10 8 6 9

関東・信 100.0 25.6 29.6 12.8 8.0 16.0 8.0
125 32 37 16 10 20 10

東海 100.0 26.6 28.1 3.1 17.2 20.3 4.7
64 17 18 2 11 13 3

北陸 100.0 25.0 27.5 15.0 7.5 7.5 17.5
40 10 11 6 3 3 7

近畿 100.0 29.2 33.3 14.6 6.3 8.3 8.3
48 14 16 7 3 4 4

中国 100.0 43.6 25.5 5.5 7.3 9.1 9.1
55 24 14 3 4 5 5

四国 100.0 30.6 27.8 13.9 13.9 11.1 2.8
36 11 10 5 5 4 1

九州・沖縄 100.0 33.3 31.6 8.8 3.5 21.1 1.8
57 19 18 5 2 12 1  
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問７-５　充てん設備（MA)

全体
通常シリン
ダー充てん設

500kg容器充
てん設備

バルクロー
リー充てん設

オートガススタ
ンド

その他 無回答

合計 100.0 85.7 23.4 40.6 50.8 1.1 13.4
539 462 126 219 274 6 72

ブロック 北海道 100.0 86.2 0.0 13.8 44.8 0.0 13.8
29 25 0 4 13 0 4

東北 100.0 88.1 7.1 35.7 53.6 0.0 10.7
84 74 6 30 45 0 9

関東・信 100.0 87.2 23.2 48.0 44.0 0.8 12.8
125 109 29 60 55 1 16

東海 100.0 89.1 46.9 53.1 46.9 3.1 10.9
64 57 30 34 30 2 7

北陸 100.0 75.0 27.5 45.0 47.5 2.5 22.5
40 30 11 18 19 1 9

近畿 100.0 83.3 33.3 39.6 54.2 2.1 14.6
48 40 16 19 26 1 7

中国 100.0 92.7 23.6 38.2 58.2 0.0 3.6
55 51 13 21 32 0 2

四国 100.0 86.1 25.0 38.9 75.0 0.0 13.9
36 31 9 14 27 0 5

九州・沖縄 100.0 77.2 21.1 33.3 45.6 1.8 22.8
57 44 12 19 26 1 13  

問７-５　充てん秤（MA)

全体
電子秤 機械秤 電子秤＋機械

秤
その他 無回答

合計 100.0 36.0 39.5 18.2 1.7 7.6
539 194 213 98 9 41

ブロック 北海道 100.0 13.8 72.4 3.4 3.4 6.9
29 4 21 1 1 2

東北 100.0 28.6 54.8 8.3 1.2 9.5
84 24 46 7 1 8

関東・信 100.0 43.2 30.4 18.4 1.6 9.6
125 54 38 23 2 12

東海 100.0 34.4 32.8 31.3 1.6 6.3
64 22 21 20 1 4

北陸 100.0 35.0 35.0 22.5 2.5 7.5
40 14 14 9 1 3

近畿 100.0 37.5 33.3 20.8 2.1 10.4
48 18 16 10 1 5

中国 100.0 40.0 41.8 14.5 1.8 3.6
55 22 23 8 1 2

四国 100.0 36.1 41.7 22.2 0.0 2.8
36 13 15 8 0 1

九州・沖縄 100.0 40.4 31.6 21.1 1.8 7.0
57 23 18 12 1 4  

問７-５　充てん機械（MA)

全体
固定式 回転式 固定式＋回転

式
その他 無回答

合計 100.0 59.7 19.9 18.9 0.2 5.9
539 322 107 102 1 32

ブロック 北海道 100.0 72.4 13.8 6.9 0.0 6.9
29 21 4 2 0 2

東北 100.0 61.9 26.2 15.5 0.0 3.6
84 52 22 13 0 3

関東・信 100.0 48.8 24.8 24.8 0.0 8.0
125 61 31 31 0 10

東海 100.0 64.1 10.9 23.4 0.0 4.7
64 41 7 15 0 3

北陸 100.0 60.0 17.5 12.5 0.0 10.0
40 24 7 5 0 4

近畿 100.0 64.6 16.7 18.8 0.0 8.3
48 31 8 9 0 4

中国 100.0 65.5 20.0 12.7 1.8 3.6
55 36 11 7 1 2

四国 100.0 47.2 19.4 30.6 0.0 5.6
36 17 7 11 0 2

九州・沖縄 100.0 66.7 17.5 15.8 0.0 3.5
57 38 10 9 0 2  

LPガス自動車の台数（５年前との比較）（SA)
全体 増加した 変わらない 減少した 無回答

合計 100.0 25.0 44.0 9.6 21.3
539 135 237 52 115

ブロック 北海道 100.0 13.8 62.1 3.4 20.7
29 4 18 1 6

東北 100.0 19.0 46.4 9.5 25.0
84 16 39 8 21

関東・信 100.0 21.6 45.6 7.2 25.6
125 27 57 9 32

東海 100.0 42.2 37.5 1.6 18.8
64 27 24 1 12

北陸 100.0 20.0 50.0 7.5 22.5
40 8 20 3 9

近畿 100.0 29.2 31.3 16.7 22.9
48 14 15 8 11

中国 100.0 29.1 40.0 9.1 21.8
55 16 22 5 12

四国 100.0 27.8 55.6 11.1 5.6
36 10 20 4 2

九州・沖縄 100.0 22.8 38.6 21.1 17.5
57 13 22 12 10  
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問８-１　営業エリアで過去10年間の事業者間の合理化（SA)

全体

充てん所の統
廃合が行われ

た

充てん業務の
共同化（受委
託等）が行わ
れた

共同充てん会
社が設立され

た

ネームの統一
化が行われた

配送業務の共
同化（受委託
等）が行われ

た

共同配送会社
が設立された

合理化に向け
た合意が取り
交わされた（合
理化の具体的
取組は不明）

合理化に向け
た話し合いが
行われた（合
理化の合意は
まだされてい

合計 100.0 25.4 38.2 12.6 17.6 37.3 15.2 7.8 17.4
539 137 206 68 95 201 82 42 94

ブロック 北海道 100.0 37.9 44.8 13.8 10.3 41.4 17.2 6.9 27.6
29 11 13 4 3 12 5 2 8

東北 100.0 23.8 40.5 9.5 15.5 36.9 13.1 4.8 22.6
84 20 34 8 13 31 11 4 19

関東・信 100.0 20.0 45.6 9.6 24.0 42.4 20.8 9.6 18.4
125 25 57 12 30 53 26 12 23

東海 100.0 32.8 37.5 14.1 18.8 45.3 10.9 7.8 17.2
64 21 24 9 12 29 7 5 11

北陸 100.0 32.5 45.0 20.0 10.0 37.5 10.0 2.5 20.0
40 13 18 8 4 15 4 1 8

近畿 100.0 22.9 25.0 2.1 8.3 22.9 6.3 8.3 14.6
48 11 12 1 4 11 3 4 7

中国 100.0 21.8 36.4 20.0 20.0 36.4 18.2 7.3 10.9
55 12 20 11 11 20 10 4 6

四国 100.0 13.9 13.9 8.3 19.4 25.0 11.1 11.1 8.3
36 5 5 3 7 9 4 4 3

九州・沖縄 100.0 33.3 40.4 21.1 19.3 36.8 21.1 10.5 15.8
57 19 23 12 11 21 12 6 9

全体
その他 合理化に向け

た動きは特に
なかった

無回答

合計 100.0 1.9 29.9 4.6
539 10 161 25

ブロック 北海道 100.0 3.4 24.1 0.0
29 1 7 0

東北 100.0 1.2 27.4 4.8
84 1 23 4

関東・信 100.0 0.0 24.0 3.2
125 0 30 4

東海 100.0 1.6 28.1 3.1
64 1 18 2

北陸 100.0 0.0 17.5 5.0
40 0 7 2

近畿 100.0 2.1 45.8 4.2
48 1 22 2

中国 100.0 3.6 41.8 3.6
55 2 23 2

四国 100.0 2.8 41.7 8.3
36 1 15 3

九州・沖縄 100.0 5.3 26.3 10.5
57 3 15 6  

問８-２　営業エリアで今後５年間に行われる見込みの合理化内容（MA)

全体

充てん所の統
廃合が行われ
る見込み

充てん業務の
共同化（受委
託等）が行わ
れる見込み

共同充てん会
社が設立され
る見込み

ネームの統一
化が行われる
見込み

配送業務の共
同化（受委託
等）が行われ
る見込み

共同配送会社
が設立される
見込み

合理化に向け
た合意が取り
交わされる見
込み（合理化
の具体的取組
は不明）

合理化に向け
た話し合いが
行われる見込

み

合計 100.0 24.7 31.5 8.0 10.4 29.9 8.0 9.3 23.6
539 133 170 43 56 161 43 50 127

ブロック 北海道 100.0 37.9 48.3 10.3 10.3 37.9 13.8 13.8 31.0
29 11 14 3 3 11 4 4 9

東北 100.0 29.8 31.0 8.3 4.8 27.4 6.0 6.0 22.6
84 25 26 7 4 23 5 5 19

関東・信 100.0 20.0 32.8 7.2 12.0 33.6 7.2 15.2 18.4
125 25 41 9 15 42 9 19 23

東海 100.0 32.8 43.8 18.8 15.6 37.5 9.4 7.8 29.7
64 21 28 12 10 24 6 5 19

北陸 100.0 22.5 25.0 5.0 2.5 7.5 5.0 5.0 25.0
40 9 10 2 1 3 2 2 10

近畿 100.0 22.9 31.3 6.3 4.2 25.0 8.3 8.3 22.9
48 11 15 3 2 12 4 4 11

中国 100.0 21.8 23.6 7.3 25.5 27.3 10.9 9.1 23.6
55 12 13 4 14 15 6 5 13

四国 100.0 16.7 16.7 0.0 5.6 30.6 5.6 5.6 22.2
36 6 6 0 2 11 2 2 8

九州・沖縄 100.0 22.8 29.8 5.3 8.8 35.1 8.8 7.0 26.3
57 13 17 3 5 20 5 4 15

全体

その他 合理化に向け
た動きは特に
見込まれてい
ない

無回答

合計 100.0 1.9 33.0 6.3
539 10 178 34

ブロック 北海道 100.0 3.4 17.2 3.4
29 1 5 1

東北 100.0 1.2 34.5 6.0
84 1 29 5

関東・信 100.0 0.8 32.8 4.8
125 1 41 6

東海 100.0 1.6 25.0 4.7
64 1 16 3

北陸 100.0 5.0 35.0 7.5
40 2 14 3

近畿 100.0 2.1 37.5 10.4
48 1 18 5

中国 100.0 3.6 40.0 3.6
55 2 22 2

四国 100.0 0.0 44.4 8.3
36 0 16 3

九州・沖縄 100.0 1.8 28.1 10.5
57 1 16 6  
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問９-１　合理化に向けた取組（SA)

全体
合理化の取組
経験なし

合理化の取組
経験あり

無回答

合計 100.0 32.1 65.9 2.0
539 173 355 11

ブロック 北海道 100.0 44.8 55.2 0.0
29 13 16 0

東北 100.0 34.5 64.3 1.2
84 29 54 1

関東・信 100.0 20.8 76.8 2.4
125 26 96 3

東海 100.0 29.7 68.8 1.6
64 19 44 1

北陸 100.0 27.5 70.0 2.5
40 11 28 1

近畿 100.0 43.8 56.3 0.0
48 21 27 0

中国 100.0 36.4 61.8 1.8
55 20 34 1

四国 100.0 33.3 63.9 2.8
36 12 23 1

九州・沖縄 100.0 36.8 57.9 5.3
57 21 33 3  

問９-２　実施した合理化の取組内容（MA)

全体

シリンダー充
てん業務の受

託

シリンダー充
てん業務の委

託

シリンダー充
てん業務の共
同化（共同出
資会社の新

シリンダー配
送業務の受託

シリンダー配
送業務の委託

シリンダー配
送業務の共同
化（共同出資
会社の新設）

バルク配送業
務の受託

バルク配送業
務の委託

バルク配送業
務の共同化
（共同出資会
社の新設）

合計 100.0 55.8 43.7 14.9 50.7 45.9 16.6 36.3 49.9 5.1
355 198 155 53 180 163 59 129 177 18

ブロック 北海道 100.0 56.3 43.8 25.0 50.0 31.3 12.5 25.0 56.3 12.5
16 9 7 4 8 5 2 4 9 2

東北 100.0 63.0 33.3 11.1 38.9 31.5 7.4 37.0 33.3 3.7
54 34 18 6 21 17 4 20 18 2

関東・信 100.0 61.5 54.2 10.4 60.4 64.6 20.8 37.5 61.5 2.1
96 59 52 10 58 62 20 36 59 2

東海 100.0 70.5 50.0 6.8 61.4 63.6 6.8 40.9 59.1 0.0
44 31 22 3 27 28 3 18 26 0

北陸 100.0 50.0 28.6 21.4 60.7 25.0 14.3 46.4 42.9 0.0
28 14 8 6 17 7 4 13 12 0

近畿 100.0 48.1 44.4 18.5 40.7 33.3 14.8 29.6 51.9 11.1
27 13 12 5 11 9 4 8 14 3

中国 100.0 44.1 41.2 26.5 41.2 47.1 35.3 29.4 52.9 14.7
34 15 14 9 14 16 12 10 18 5

四国 100.0 43.5 13.0 8.7 34.8 21.7 17.4 34.8 13.0 4.3
23 10 3 2 8 5 4 8 3 1

九州・沖縄 100.0 39.4 57.6 24.2 48.5 42.4 18.2 36.4 54.5 9.1
33 13 19 8 16 14 6 12 18 3

全体

シリンダー容
器の共有化
（ネームを統
一）

充てん所の統
廃合

充てん・配送
業務管理シス
テムの共通化
（自社システム
に統一）

充てん・配送
業務管理シス
テムの共通化
（他社システム
に統一）

その他 無回答

合計 100.0 31.3 24.5 17.7 6.2 3.1 5.6
355 111 87 63 22 11 20

ブロック 北海道 100.0 18.8 25.0 18.8 6.3 6.3 18.8
16 3 4 3 1 1 3

東北 100.0 27.8 25.9 9.3 1.9 5.6 3.7
54 15 14 5 1 3 2

関東・信 100.0 34.4 19.8 16.7 8.3 1.0 4.2
96 33 19 16 8 1 4

東海 100.0 38.6 18.2 13.6 6.8 2.3 2.3
44 17 8 6 3 1 1

北陸 100.0 21.4 28.6 21.4 3.6 3.6 3.6
28 6 8 6 1 1 1

近畿 100.0 18.5 29.6 18.5 14.8 3.7 14.8
27 5 8 5 4 1 4

中国 100.0 41.2 26.5 14.7 0.0 2.9 5.9
34 14 9 5 0 1 2

四国 100.0 30.4 26.1 34.8 4.3 0.0 4.3
23 7 6 8 1 0 1

九州・沖縄 100.0 33.3 33.3 27.3 9.1 6.1 6.1
33 11 11 9 3 2 2  

問９-３　合理化に向けた取組の系列分類（SA)

全体
自社内の合理

化
系列内の合理

化
系列外との合
理化

無回答

合計 100.0 23.1 27.9 43.4 5.6
355 82 99 154 20

ブロック 北海道 100.0 0.0 12.5 62.5 25.0
16 0 2 10 4

東北 100.0 20.4 29.6 48.1 1.9
54 11 16 26 1

関東・信 100.0 22.9 22.9 49.0 5.2
96 22 22 47 5

東海 100.0 22.7 27.3 45.5 4.5
44 10 12 20 2

北陸 100.0 32.1 39.3 25.0 3.6
28 9 11 7 1

近畿 100.0 25.9 11.1 40.7 22.2
27 7 3 11 6

中国 100.0 23.5 38.2 38.2 0.0
34 8 13 13 0

四国 100.0 21.7 43.5 30.4 4.3
23 5 10 7 1

九州・沖縄 100.0 30.3 30.3 39.4 0.0
33 10 10 13 0  
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問１０-１　合理化に向けて社内や社外での協議・話し合い（MA)

全体

社外の事業者
と協議・話し合
いを行い、合
意に達したこと
がある

社外の事業者
と協議・話し合
いを行ったが、
合意には至ら
なかったことが

ある

社内で協議・
話し合いを行
い、合意に達
したことがある

社内で協議・
話し合いを
行ったが、合
意には至らな
かったことがあ

る

協議・話し合い
を行ったことは

ない

無回答

合計 100.0 39.5 22.8 36.4 11.9 24.5 5.4
539 213 123 196 64 132 29

ブロック 北海道 100.0 37.9 27.6 24.1 27.6 24.1 3.4
29 11 8 7 8 7 1

東北 100.0 31.0 20.2 33.3 17.9 23.8 3.6
84 26 17 28 15 20 3

関東・信 100.0 46.4 28.0 44.8 12.8 16.0 5.6
125 58 35 56 16 20 7

東海 100.0 54.7 23.4 40.6 10.9 23.4 6.3
64 35 15 26 7 15 4

北陸 100.0 35.0 30.0 45.0 10.0 20.0 10.0
40 14 12 18 4 8 4

近畿 100.0 37.5 14.6 27.1 10.4 33.3 2.1
48 18 7 13 5 16 1

中国 100.0 38.2 16.4 38.2 1.8 27.3 5.5
55 21 9 21 1 15 3

四国 100.0 22.2 16.7 27.8 2.8 41.7 2.8
36 8 6 10 1 15 1

九州・沖縄 100.0 38.6 24.6 29.8 12.3 26.3 8.8
57 22 14 17 7 15 5  

問１０-２　社内での協議（MA)

全体
販売店対策 充てん作業員

対策（配置見
直し等）

配送作業員対
策（配置見直
し等）

保安作業員対
策（配置見直
し等）

雇用形態・雇
用条件関連
（就業規則等）

配送体制関連
（エリア分け
等）

配送管理シス
テム関連

容器の統一、
共同ネーム化

合計 100.0 42.0 32.2 44.9 18.2 19.8 45.1 32.5 25.9
379 159 122 170 69 75 171 123 98

ブロック 北海道 100.0 38.1 38.1 38.1 14.3 9.5 52.4 23.8 14.3
21 8 8 8 3 2 11 5 3

東北 100.0 43.5 37.1 37.1 14.5 12.9 38.7 35.5 19.4
62 27 23 23 9 8 24 22 12

関東・信 100.0 42.9 36.7 53.1 24.5 19.4 50.0 37.8 29.6
98 42 36 52 24 19 49 37 29

東海 100.0 46.7 28.9 37.8 17.8 37.8 57.8 28.9 26.7
45 21 13 17 8 17 26 13 12

北陸 100.0 39.3 14.3 46.4 14.3 21.4 53.6 35.7 35.7
28 11 4 13 4 6 15 10 10

近畿 100.0 29.0 25.8 48.4 22.6 16.1 41.9 19.4 25.8
31 9 8 15 7 5 13 6 8

中国 100.0 45.9 32.4 54.1 16.2 21.6 32.4 24.3 24.3
37 17 12 20 6 8 12 9 9

四国 100.0 25.0 25.0 35.0 10.0 10.0 25.0 30.0 25.0
20 5 5 7 2 2 5 6 5

九州・沖縄 100.0 51.4 35.1 40.5 16.2 21.6 43.2 40.5 27.0
37 19 13 15 6 8 16 15 10

全体
合理化に係る
費用負担

合理化後の資
金繰り

余剰施設・設
備（車両等）の

対策

その他 無回答

合計 100.0 21.6 5.0 20.8 2.9 15.8
379 82 19 79 11 60

ブロック 北海道 100.0 9.5 4.8 23.8 4.8 9.5
21 2 1 5 1 2

東北 100.0 29.0 4.8 9.7 1.6 14.5
62 18 3 6 1 9

関東・信 100.0 24.5 8.2 26.5 3.1 14.3
98 24 8 26 3 14

東海 100.0 20.0 0.0 20.0 4.4 8.9
45 9 0 9 2 4

北陸 100.0 21.4 7.1 17.9 0.0 14.3
28 6 2 5 0 4

近畿 100.0 25.8 0.0 12.9 0.0 35.5
31 8 0 4 0 11

中国 100.0 13.5 2.7 21.6 8.1 10.8
37 5 1 8 3 4

四国 100.0 15.0 0.0 20.0 0.0 30.0
20 3 0 4 0 6

九州・沖縄 100.0 18.9 10.8 32.4 2.7 16.2
37 7 4 12 1 6  



 

 140 

問１０-２　社内での協議＜最も大きな論点＞（MA)

全体
販売店対策 充てん作業員

対策（配置見
直し等）

配送作業員対
策（配置見直
し等）

保安作業員対
策（配置見直
し等）

雇用形態・雇
用条件関連
（就業規則等）

配送体制関連
（エリア分け
等）

配送管理シス
テム関連

容器の統一、
共同ネーム化

合計 100.0 12.4 1.8 8.7 1.3 5.5 13.7 5.5 2.9
379 47 7 33 5 21 52 21 11

ブロック 北海道 100.0 14.3 4.8 0.0 0.0 0.0 33.3 4.8 0.0
21 3 1 0 0 0 7 1 0

東北 100.0 19.4 1.6 9.7 1.6 3.2 8.1 6.5 0.0
62 12 1 6 1 2 5 4 0

関東・信 100.0 10.2 1.0 8.2 3.1 5.1 16.3 7.1 2.0
98 10 1 8 3 5 16 7 2

東海 100.0 11.1 2.2 2.2 0.0 13.3 15.6 4.4 6.7
45 5 1 1 0 6 7 2 3

北陸 100.0 17.9 3.6 14.3 0.0 7.1 14.3 3.6 10.7
28 5 1 4 0 2 4 1 3

近畿 100.0 6.5 0.0 6.5 0.0 6.5 12.9 0.0 0.0
31 2 0 2 0 2 4 0 0

中国 100.0 5.4 2.7 13.5 0.0 2.7 8.1 2.7 5.4
37 2 1 5 0 1 3 1 2

四国 100.0 10.0 5.0 10.0 0.0 0.0 15.0 10.0 5.0
20 2 1 2 0 0 3 2 1

九州・沖縄 100.0 16.2 0.0 13.5 2.7 8.1 8.1 8.1 0.0
37 6 0 5 1 3 3 3 0

全体
合理化に係る
費用負担

合理化後の資
金繰り

余剰施設・設
備（車両等）の

対策

その他 無回答

合計 100.0 4.2 1.6 2.9 1.6 37.7
379 16 6 11 6 143

ブロック 北海道 100.0 4.8 4.8 4.8 4.8 23.8
21 1 1 1 1 5

東北 100.0 8.1 3.2 1.6 0.0 37.1
62 5 2 1 0 23

関東・信 100.0 5.1 3.1 4.1 1.0 33.7
98 5 3 4 1 33

東海 100.0 2.2 0.0 2.2 4.4 35.6
45 1 0 1 2 16

北陸 100.0 7.1 0.0 0.0 0.0 21.4
28 2 0 0 0 6

近畿 100.0 0.0 0.0 3.2 0.0 64.5
31 0 0 1 0 20

中国 100.0 2.7 0.0 2.7 5.4 48.6
37 1 0 1 2 18

四国 100.0 5.0 0.0 5.0 0.0 35.0
20 1 0 1 0 7

九州・沖縄 100.0 0.0 0.0 2.7 0.0 40.5
37 0 0 1 0 15  

問１０-２　社外での協議（MA)

全体
販売店対策 充てん作業員

対策（配置見
直し等）

配送作業員対
策（配置見直
し等）

保安作業員対
策（配置見直
し等）

雇用形態・雇
用条件関連
（就業規則等）

配送体制関連
（エリア分け
等）

配送管理シス
テム関連

容器の統一、
共同ネーム化

合計 100.0 22.7 19.0 29.8 9.8 10.6 35.6 26.1 27.7
379 86 72 113 37 40 135 99 105

ブロック 北海道 100.0 19.0 28.6 23.8 0.0 4.8 38.1 9.5 14.3
21 4 6 5 0 1 8 2 3

東北 100.0 25.8 12.9 24.2 11.3 11.3 25.8 19.4 24.2
62 16 8 15 7 7 16 12 15

関東・信 100.0 21.4 17.3 28.6 11.2 11.2 44.9 29.6 29.6
98 21 17 28 11 11 44 29 29

東海 100.0 24.4 20.0 22.2 8.9 17.8 53.3 37.8 35.6
45 11 9 10 4 8 24 17 16

北陸 100.0 25.0 21.4 39.3 7.1 3.6 42.9 32.1 39.3
28 7 6 11 2 1 12 9 11

近畿 100.0 12.9 16.1 22.6 12.9 6.5 22.6 12.9 16.1
31 4 5 7 4 2 7 4 5

中国 100.0 16.2 16.2 48.6 8.1 5.4 29.7 27.0 40.5
37 6 6 18 3 2 11 10 15

四国 100.0 15.0 10.0 20.0 5.0 5.0 25.0 20.0 20.0
20 3 2 4 1 1 5 4 4

九州・沖縄 100.0 37.8 35.1 40.5 13.5 18.9 21.6 32.4 18.9
37 14 13 15 5 7 8 12 7

全体
合理化に係る
費用負担

合理化後の資
金繰り

余剰施設・設
備（車両等）の

対策

その他 無回答

合計 100.0 24.8 4.5 13.7 5.5 24.3
379 94 17 52 21 92

ブロック 北海道 100.0 14.3 0.0 14.3 0.0 33.3
21 3 0 3 0 7

東北 100.0 14.5 1.6 14.5 4.8 25.8
62 9 1 9 3 16

関東・信 100.0 28.6 8.2 15.3 6.1 23.5
98 28 8 15 6 23

東海 100.0 28.9 4.4 17.8 2.2 11.1
45 13 2 8 1 5

北陸 100.0 21.4 3.6 7.1 0.0 28.6
28 6 1 2 0 8

近畿 100.0 19.4 0.0 6.5 6.5 35.5
31 6 0 2 2 11

中国 100.0 27.0 2.7 5.4 8.1 24.3
37 10 1 2 3 9

四国 100.0 25.0 0.0 15.0 10.0 20.0
20 5 0 3 2 4

九州・沖縄 100.0 37.8 10.8 21.6 10.8 24.3
37 14 4 8 4 9  
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問１０-２　社外での協議＜最も大きな論点＞（MA)

全体
販売店対策 充てん作業員

対策（配置見
直し等）

配送作業員対
策（配置見直
し等）

保安作業員対
策（配置見直
し等）

雇用形態・雇
用条件関連
（就業規則等）

配送体制関連
（エリア分け
等）

配送管理シス
テム関連

容器の統一、
共同ネーム化

合計 100.0 6.3 2.1 6.1 0.5 2.1 12.9 5.3 5.3
379 24 8 23 2 8 49 20 20

ブロック 北海道 100.0 14.3 4.8 4.8 0.0 0.0 19.0 4.8 0.0
21 3 1 1 0 0 4 1 0

東北 100.0 12.9 0.0 6.5 1.6 3.2 4.8 3.2 4.8
62 8 0 4 1 2 3 2 3

関東・信 100.0 3.1 2.0 1.0 0.0 1.0 21.4 8.2 4.1
98 3 2 1 0 1 21 8 4

東海 100.0 2.2 4.4 2.2 2.2 4.4 22.2 2.2 11.1
45 1 2 1 1 2 10 1 5

北陸 100.0 10.7 0.0 10.7 0.0 0.0 10.7 7.1 10.7
28 3 0 3 0 0 3 2 3

近畿 100.0 3.2 0.0 9.7 0.0 3.2 6.5 0.0 0.0
31 1 0 3 0 1 2 0 0

中国 100.0 2.7 0.0 10.8 0.0 0.0 8.1 2.7 10.8
37 1 0 4 0 0 3 1 4

四国 100.0 10.0 5.0 10.0 0.0 0.0 10.0 10.0 5.0
20 2 1 2 0 0 2 2 1

九州・沖縄 100.0 5.4 5.4 10.8 0.0 5.4 2.7 8.1 0.0
37 2 2 4 0 2 1 3 0

全体
合理化に係る
費用負担

合理化後の資
金繰り

余剰施設・設
備（車両等）の

対策

その他 無回答

合計 100.0 10.3 0.3 3.4 2.1 43.3
379 39 1 13 8 164

ブロック 北海道 100.0 4.8 0.0 4.8 0.0 42.9
21 1 0 1 0 9

東北 100.0 4.8 1.6 8.1 3.2 45.2
62 3 1 5 2 28

関東・信 100.0 13.3 0.0 3.1 3.1 39.8
98 13 0 3 3 39

東海 100.0 11.1 0.0 4.4 0.0 33.3
45 5 0 2 0 15

北陸 100.0 7.1 0.0 3.6 0.0 39.3
28 2 0 1 0 11

近畿 100.0 9.7 0.0 3.2 6.5 58.1
31 3 0 1 2 18

中国 100.0 10.8 0.0 0.0 2.7 51.4
37 4 0 0 1 19

四国 100.0 15.0 0.0 0.0 0.0 35.0
20 3 0 0 0 7

九州・沖縄 100.0 13.5 0.0 0.0 0.0 48.6
37 5 0 0 0 18  

問１0-３　問題点や課題（MA)

全体
共同化計画の
検討・具体化

経営層の理
解・協力

現場作業員の
理解・協力

構成事業者の
理解・協力

関係自治体・
住民等の理
解・協力

事業経費の確
保・捻出

事業実施、進
捗管理

効果検証、計
測

合計 100.0 46.4 26.1 31.1 25.3 2.6 24.0 14.2 22.2
379 176 99 118 96 10 91 54 84

ブロック 北海道 100.0 42.9 19.0 23.8 28.6 0.0 23.8 4.8 33.3
21 9 4 5 6 0 5 1 7

東北 100.0 37.1 14.5 29.0 16.1 1.6 21.0 9.7 16.1
62 23 9 18 10 1 13 6 10

関東・信 100.0 49.0 23.5 32.7 20.4 1.0 28.6 13.3 30.6
98 48 23 32 20 1 28 13 30

東海 100.0 57.8 28.9 40.0 46.7 4.4 17.8 28.9 26.7
45 26 13 18 21 2 8 13 12

北陸 100.0 39.3 46.4 25.0 32.1 0.0 32.1 14.3 7.1
28 11 13 7 9 0 9 4 2

近畿 100.0 48.4 25.8 35.5 12.9 3.2 19.4 9.7 16.1
31 15 8 11 4 1 6 3 5

中国 100.0 48.6 24.3 21.6 27.0 2.7 16.2 16.2 5.4
37 18 9 8 10 1 6 6 2

四国 100.0 50.0 45.0 15.0 30.0 15.0 25.0 5.0 15.0
20 10 9 3 6 3 5 1 3

九州・沖縄 100.0 43.2 29.7 43.2 27.0 2.7 29.7 18.9 35.1
37 16 11 16 10 1 11 7 13

全体
その他 特に問題点・

課題はない
無回答

合計 100.0 1.6 8.4 6.9
379 6 32 26

ブロック 北海道 100.0 0.0 9.5 0.0
21 0 2 0

東北 100.0 1.6 17.7 11.3
62 1 11 7

関東・信 100.0 2.0 9.2 3.1
98 2 9 3

東海 100.0 0.0 6.7 8.9
45 0 3 4

北陸 100.0 0.0 0.0 10.7
28 0 0 3

近畿 100.0 3.2 6.5 9.7
31 1 2 3

中国 100.0 5.4 8.1 8.1
37 2 3 3

四国 100.0 0.0 0.0 5.0
20 0 0 1

九州・沖縄 100.0 0.0 5.4 5.4
37 0 2 2  
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問１０-４　共同化に向けた協議・話し合いを進めた際、当事者同志の意思統一（SA)

全体
うまくできた ある程度うまく

できた
うまくできな
かった

無回答

合計 100.0 16.1 56.7 18.7 8.4
379 61 215 71 32

ブロック 北海道 100.0 14.3 61.9 19.0 4.8
21 3 13 4 1

東北 100.0 22.6 43.5 24.2 9.7
62 14 27 15 6

関東・信 100.0 16.3 57.1 19.4 7.1
98 16 56 19 7

東海 100.0 24.4 48.9 15.6 11.1
45 11 22 7 5

北陸 100.0 7.1 64.3 17.9 10.7
28 2 18 5 3

近畿 100.0 6.5 64.5 12.9 16.1
31 2 20 4 5

中国 100.0 16.2 59.5 16.2 8.1
37 6 22 6 3

四国 100.0 20.0 60.0 20.0 0.0
20 4 12 4 0

九州・沖縄 100.0 8.1 67.6 18.9 5.4
37 3 25 7 2  

問１１-１　ＬＰガス物流の合理化に向けた取組がなかなか進展しない理由（SM)

全体

自社施設がま
だ十分に使用
が可能である
から

充てん・配送
業務を廃止し
た場合の地元
での対外的な
信用問題があ

新会社（新組
織）の運営に
おける相手先
企業への信頼
感が乏しいか

他社への委託
を進めるとコス
トが現状よりも
高くなるから

合理化を進め
ると自社施設
や従業員の処
遇に困るから

合理化を進め
ても効果が小
さく効率的でな
いから

合理化を進め
ると中小事業
者は大手に飲
み込まれてし
まうから

ＬＰガスの仕入
れの自由が制
限されるから

雇用形態の違
い（就業規則
の再構築等）
が大きいから

合計 100.0 52.5 25.8 13.4 19.9 23.6 14.8 15.6 18.9 15.4
539 283 139 72 107 127 80 84 102 83

ブロック 北海道 100.0 34.5 17.2 31.0 13.8 27.6 6.9 6.9 0.0 6.9
29 10 5 9 4 8 2 2 0 2

東北 100.0 45.2 25.0 11.9 16.7 25.0 11.9 16.7 15.5 15.5
84 38 21 10 14 21 10 14 13 13

関東・信 100.0 60.0 27.2 8.8 22.4 20.0 17.6 15.2 20.8 18.4
125 75 34 11 28 25 22 19 26 23

東海 100.0 46.9 25.0 23.4 18.8 18.8 14.1 20.3 21.9 14.1
64 30 16 15 12 12 9 13 14 9

北陸 100.0 45.0 37.5 5.0 27.5 17.5 17.5 17.5 25.0 17.5
40 18 15 2 11 7 7 7 10 7

近畿 100.0 58.3 18.8 14.6 14.6 27.1 10.4 12.5 16.7 16.7
48 28 9 7 7 13 5 6 8 8

中国 100.0 52.7 32.7 7.3 20.0 23.6 20.0 9.1 14.5 12.7
55 29 18 4 11 13 11 5 8 7

四国 100.0 58.3 22.2 8.3 25.0 25.0 13.9 25.0 22.2 13.9
36 21 8 3 9 9 5 9 8 5

九州・沖縄 100.0 59.6 22.8 19.3 19.3 33.3 14.0 15.8 26.3 15.8
57 34 13 11 11 19 8 9 15 9

全体

合理化のため
の費用を捻出
することができ
ないから

適当なパート
ナーが地域に
いないから

販売事業者の
コンセンサス
が十分得られ
ないから

将来への漠然
とした不安感
があるから

その他 無回答

合計 100.0 3.5 27.1 18.2 12.8 3.3 8.7
539 19 146 98 69 18 47

ブロック 北海道 100.0 0.0 13.8 6.9 0.0 3.4 10.3
29 0 4 2 0 1 3

東北 100.0 4.8 16.7 17.9 16.7 6.0 9.5
84 4 14 15 14 5 8

関東・信 100.0 4.8 32.8 18.4 12.0 2.4 8.0
125 6 41 23 15 3 10

東海 100.0 4.7 20.3 20.3 14.1 6.3 6.3
64 3 13 13 9 4 4

北陸 100.0 5.0 37.5 17.5 12.5 0.0 15.0
40 2 15 7 5 0 6

近畿 100.0 4.2 33.3 18.8 16.7 2.1 8.3
48 2 16 9 8 1 4

中国 100.0 1.8 27.3 20.0 9.1 1.8 7.3
55 1 15 11 5 1 4

四国 100.0 2.8 25.0 11.1 13.9 2.8 8.3
36 1 9 4 5 1 3

九州・沖縄 100.0 0.0 31.6 22.8 12.3 3.5 8.8
57 0 18 13 7 2 5  

問１１-２　日本ＬＰガス団体協議会補助事業室にて実施している統廃合の事業（SA)
全体 知っている 知らない 無回答

合計 100.0 54.7 41.7 3.5
539 295 225 19

ブロック 北海道 100.0 55.2 41.4 3.4
29 16 12 1

東北 100.0 47.6 50.0 2.4
84 40 42 2

関東・信 100.0 59.2 38.4 2.4
125 74 48 3

東海 100.0 67.2 29.7 3.1
64 43 19 2

北陸 100.0 62.5 35.0 2.5
40 25 14 1

近畿 100.0 37.5 58.3 4.2
48 18 28 2

中国 100.0 58.2 36.4 5.5
55 32 20 3

四国 100.0 50.0 44.4 5.6
36 18 16 2

九州・沖縄 100.0 49.1 45.6 5.3
57 28 26 3  
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問１１-２　事業へのお考え（SA)
全体 活用したい 内容を知りた 関心がない その他 無回答

合計 100.0 28.8 23.1 23.1 17.3 7.8
295 85 68 68 51 23

ブロック 北海道 100.0 43.8 25.0 12.5 18.8 0.0
16 7 4 2 3 0

東北 100.0 32.5 32.5 20.0 7.5 7.5
40 13 13 8 3 3

関東・信 100.0 31.1 16.2 27.0 16.2 9.5
74 23 12 20 12 7

東海 100.0 30.2 18.6 23.3 18.6 9.3
43 13 8 10 8 4

北陸 100.0 16.0 32.0 28.0 24.0 0.0
25 4 8 7 6 0

近畿 100.0 16.7 50.0 27.8 5.6 0.0
18 3 9 5 1 0

中国 100.0 28.1 9.4 21.9 21.9 18.8
32 9 3 7 7 6

四国 100.0 16.7 22.2 22.2 33.3 5.6
18 3 4 4 6 1

九州・沖縄 100.0 32.1 25.0 17.9 17.9 7.1
28 9 7 5 5 2  

問１１-３　ＬＰガス流通の合理化の取組（SA)

全体

積極的に推進
すべきであり、
自らリーダー
シップを発揮し

たい

積極的に推進
すべきであり、
系列内の他社
から打診があ
れば前向きに
検討したい

積極的に推進
すべきであり、
他系列の事業
者から打診が
あれば前向き
に検討したい

積極的に推進
すべきだが、
まずは自社充
てん所等の統
廃合を進めた

い

あまり積極的
ではないが、
立場上推進せ
ざるを得ない

あまり積極的
ではないが、
条件がよけれ
ば検討したい

あまり積極的
ではなく、他社
から打診が
あっても検討
するつもりは
ない

その他 無回答

合計 100.0 10.8 11.3 16.9 9.5 1.7 29.7 7.4 2.2 10.6
539 58 61 91 51 9 160 40 12 57

ブロック 北海道 100.0 17.2 6.9 20.7 10.3 0.0 31.0 10.3 0.0 3.4
29 5 2 6 3 0 9 3 0 1

東北 100.0 14.3 15.5 19.0 8.3 1.2 23.8 8.3 1.2 8.3
84 12 13 16 7 1 20 7 1 7

関東・信 100.0 12.0 13.6 17.6 11.2 1.6 28.8 4.8 1.6 8.8
125 15 17 22 14 2 36 6 2 11

東海 100.0 12.5 12.5 15.6 10.9 0.0 31.3 9.4 1.6 6.3
64 8 8 10 7 0 20 6 1 4

北陸 100.0 7.5 12.5 12.5 7.5 7.5 27.5 2.5 7.5 15.0
40 3 5 5 3 3 11 1 3 6

近畿 100.0 6.3 10.4 16.7 10.4 2.1 33.3 6.3 0.0 14.6
48 3 5 8 5 1 16 3 0 7

中国 100.0 10.9 12.7 12.7 7.3 0.0 34.5 9.1 0.0 12.7
55 6 7 7 4 0 19 5 0 7

四国 100.0 8.3 5.6 13.9 5.6 5.6 38.9 5.6 5.6 11.1
36 3 2 5 2 2 14 2 2 4

九州・沖縄 100.0 5.3 3.5 19.3 10.5 0.0 26.3 12.3 5.3 17.5
57 3 2 11 6 0 15 7 3 10  

問１２-１　ＬＰガス業界の今後（MA)

全体

少子高齢化が
進み、収益の
需要構造が大
きく変化する

オール電化住
宅着工率が更
に高まる

オール電化リ
フォームが増
加していく

都市ガスへの
転換率が更に
増加する

同業他社への
切替えが増加
していく

更にＣＰ高騰、
又は高値安定
でＬＰＧ離れが
進む

合計 100.0 67.3 84.2 76.6 26.9 22.3 13.9
539 363 454 413 145 120 75

ブロック 北海道 100.0 62.1 79.3 65.5 37.9 20.7 3.4
29 18 23 19 11 6 1

東北 100.0 72.6 85.7 83.3 6.0 19.0 8.3
84 61 72 70 5 16 7

関東・信 100.0 68.0 88.0 72.0 36.0 46.4 17.6
125 85 110 90 45 58 22

東海 100.0 70.3 85.9 64.1 51.6 25.0 21.9
64 45 55 41 33 16 14

北陸 100.0 67.5 75.0 72.5 20.0 10.0 12.5
40 27 30 29 8 4 5

近畿 100.0 50.0 81.3 83.3 54.2 6.3 14.6
48 24 39 40 26 3 7

中国 100.0 74.5 81.8 80.0 7.3 12.7 14.5
55 41 45 44 4 7 8

四国 100.0 63.9 86.1 94.4 22.2 11.1 8.3
36 23 31 34 8 4 3

九州・沖縄 100.0 68.4 84.2 78.9 8.8 10.5 14.0
57 39 48 45 5 6 8

全体

ＬＰガス事業者
の高齢化によ
る商権移譲が
更に増える

収益の悪化に
よる商権移譲
が増える

需要家の消費
設備の購買意
欲が減退し、
平均的商品購
入価格が低く

その他 無回答

合計 100.0 65.5 46.2 21.9 0.7 1.9
539 353 249 118 4 10

ブロック 北海道 100.0 58.6 31.0 27.6 0.0 0.0
29 17 9 8 0 0

東北 100.0 54.8 38.1 25.0 0.0 1.2
84 46 32 21 0 1

関東・信 100.0 69.6 56.8 22.4 0.0 1.6
125 87 71 28 0 2

東海 100.0 75.0 50.0 21.9 1.6 0.0
64 48 32 14 1 0

北陸 100.0 65.0 35.0 12.5 0.0 5.0
40 26 14 5 0 2

近畿 100.0 68.8 60.4 18.8 2.1 4.2
48 33 29 9 1 2

中国 100.0 65.5 27.3 14.5 1.8 3.6
55 36 15 8 1 2

四国 100.0 61.1 52.8 22.2 0.0 0.0
36 22 19 8 0 0

九州・沖縄 100.0 64.9 49.1 29.8 1.8 1.8
57 37 28 17 1 1  
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問１２-２　販売・経営の取組＜第１位＞（MA)

全体

販売数量の拡
大

顧客単位消費
量・売上単価
の増大

直売需要家軒
数の拡大

取引販売店数
の増加

自社内におけ
る営業所・事
業所統廃合等
の合理化推進

他者を巻き込
んだ共同充て
ん・共同配送
等の合理化推

保安対策の強
化

合計 100.0 13.2 11.7 23.0 1.1 1.1 1.7 15.0
539 71 63 124 6 6 9 81

ブロック 北海道 100.0 13.8 10.3 20.7 0.0 0.0 0.0 24.1
29 4 3 6 0 0 0 7

東北 100.0 11.9 9.5 28.6 1.2 1.2 1.2 20.2
84 10 8 24 1 1 1 17

関東・信 100.0 13.6 8.8 22.4 3.2 2.4 0.0 16.8
125 17 11 28 4 3 0 21

東海 100.0 14.1 14.1 31.3 0.0 0.0 4.7 10.9
64 9 9 20 0 0 3 7

北陸 100.0 12.5 15.0 25.0 0.0 0.0 0.0 12.5
40 5 6 10 0 0 0 5

近畿 100.0 6.3 14.6 12.5 0.0 4.2 6.3 14.6
48 3 7 6 0 2 3 7

中国 100.0 18.2 20.0 12.7 0.0 0.0 0.0 9.1
55 10 11 7 0 0 0 5

四国 100.0 8.3 11.1 22.2 2.8 0.0 5.6 11.1
36 3 4 8 1 0 2 4

九州・沖縄 100.0 17.5 7.0 26.3 0.0 0.0 0.0 12.3
57 10 4 15 0 0 0 7

全体

原料費調整制
度等コストの
適切な価格転

嫁

省エネ・新エネ
機器販売、エ
ネルギーコン
サルティング
等総合エネル
ギー事業の展

事業の多角化
（エネルギー
関連事業を除

く）

その他 無回答

合計 100.0 3.0 4.5 2.4 0.6 22.8
539 16 24 13 3 123

ブロック 北海道 100.0 3.4 3.4 0.0 0.0 24.1
29 1 1 0 0 7

東北 100.0 2.4 3.6 1.2 2.4 16.7
84 2 3 1 2 14

関東・信 100.0 1.6 6.4 0.0 0.0 24.8
125 2 8 0 0 31

東海 100.0 0.0 1.6 6.3 0.0 17.2
64 0 1 4 0 11

北陸 100.0 7.5 7.5 5.0 0.0 15.0
40 3 3 2 0 6

近畿 100.0 8.3 2.1 0.0 2.1 29.2
48 4 1 0 1 14

中国 100.0 1.8 3.6 1.8 0.0 32.7
55 1 2 1 0 18

四国 100.0 2.8 5.6 8.3 0.0 22.2
36 1 2 3 0 8

九州・沖縄 100.0 3.5 5.3 3.5 0.0 24.6
57 2 3 2 0 14  

問１２-２　販売・経営の取組＜第２位＞（MA)

全体

販売数量の拡
大

顧客単位消費
量・売上単価
の増大

直売需要家軒
数の拡大

取引販売店数
の増加

自社内におけ
る営業所・事
業所統廃合等
の合理化推進

他者を巻き込
んだ共同充て
ん・共同配送
等の合理化推

保安対策の強
化

合計 100.0 9.1 14.1 11.3 1.9 3.2 5.2 16.5
539 49 76 61 10 17 28 89

ブロック 北海道 100.0 10.3 3.4 13.8 6.9 10.3 3.4 13.8
29 3 1 4 2 3 1 4

東北 100.0 15.5 13.1 13.1 3.6 6.0 2.4 15.5
84 13 11 11 3 5 2 13

関東・信 100.0 8.0 15.2 12.0 1.6 3.2 4.8 16.8
125 10 19 15 2 4 6 21

東海 100.0 3.1 17.2 9.4 1.6 1.6 6.3 28.1
64 2 11 6 1 1 4 18

北陸 100.0 7.5 20.0 15.0 0.0 0.0 10.0 20.0
40 3 8 6 0 0 4 8

近畿 100.0 4.2 10.4 8.3 2.1 2.1 8.3 12.5
48 2 5 4 1 1 4 6

中国 100.0 9.1 9.1 10.9 0.0 3.6 7.3 14.5
55 5 5 6 0 2 4 8

四国 100.0 16.7 16.7 5.6 2.8 0.0 5.6 8.3
36 6 6 2 1 0 2 3

九州・沖縄 100.0 8.8 15.8 12.3 0.0 1.8 1.8 14.0
57 5 9 7 0 1 1 8

全体

原料費調整制
度等コストの
適切な価格転

嫁

省エネ・新エネ
機器販売、エ
ネルギーコン
サルティング
等総合エネル
ギー事業の展

事業の多角化
（エネルギー
関連事業を除

く）

その他 無回答

合計 100.0 7.4 3.7 3.3 0.0 24.3
539 40 20 18 0 131

ブロック 北海道 100.0 6.9 3.4 3.4 0.0 24.1
29 2 1 1 0 7

東北 100.0 8.3 2.4 2.4 0.0 17.9
84 7 2 2 0 15

関東・信 100.0 7.2 2.4 4.0 0.0 24.8
125 9 3 5 0 31

東海 100.0 9.4 1.6 3.1 0.0 18.8
64 6 1 2 0 12

北陸 100.0 2.5 7.5 2.5 0.0 15.0
40 1 3 1 0 6

近畿 100.0 6.3 8.3 2.1 0.0 35.4
48 3 4 1 0 17

中国 100.0 3.6 5.5 3.6 0.0 32.7
55 2 3 2 0 18

四国 100.0 8.3 2.8 2.8 0.0 30.6
36 3 1 1 0 11

九州・沖縄 100.0 12.3 3.5 5.3 0.0 24.6
57 7 2 3 0 14  
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問１２-２　販売・経営の取組＜第３位＞（MA)

全体

販売数量の拡
大

顧客単位消費
量・売上単価
の増大

直売需要家軒
数の拡大

取引販売店数
の増加

自社内におけ
る営業所・事
業所統廃合等
の合理化推進

他者を巻き込
んだ共同充て
ん・共同配送
等の合理化推

保安対策の強
化

合計 100.0 7.6 11.1 8.0 1.9 4.3 5.8 11.1
539 41 60 43 10 23 31 60

ブロック 北海道 100.0 6.9 17.2 3.4 0.0 6.9 6.9 13.8
29 2 5 1 0 2 2 4

東北 100.0 6.0 14.3 6.0 2.4 3.6 11.9 15.5
84 5 12 5 2 3 10 13

関東・信 100.0 12.8 8.8 12.8 0.8 0.8 4.0 8.0
125 16 11 16 1 1 5 10

東海 100.0 4.7 10.9 4.7 0.0 4.7 6.3 10.9
64 3 7 3 0 3 4 7

北陸 100.0 7.5 12.5 7.5 2.5 5.0 7.5 10.0
40 3 5 3 1 2 3 4

近畿 100.0 8.3 12.5 6.3 0.0 4.2 2.1 8.3
48 4 6 3 0 2 1 4

中国 100.0 7.3 3.6 10.9 3.6 9.1 3.6 3.6
55 4 2 6 2 5 2 2

四国 100.0 5.6 11.1 2.8 0.0 0.0 5.6 13.9
36 2 4 1 0 0 2 5

九州・沖縄 100.0 3.5 14.0 7.0 7.0 8.8 3.5 19.3
57 2 8 4 4 5 2 11

全体

原料費調整制
度等コストの
適切な価格転

嫁

省エネ・新エネ
機器販売、エ
ネルギーコン
サルティング
等総合エネル
ギー事業の展

事業の多角化
（エネルギー
関連事業を除

く）

その他 無回答

合計 100.0 5.6 12.1 7.2 0.0 25.4
539 30 65 39 0 137

ブロック 北海道 100.0 0.0 6.9 13.8 0.0 24.1
29 0 2 4 0 7

東北 100.0 4.8 8.3 7.1 0.0 20.2
84 4 7 6 0 17

関東・信 100.0 4.8 14.4 7.2 0.0 25.6
125 6 18 9 0 32

東海 100.0 6.3 21.9 10.9 0.0 18.8
64 4 14 7 0 12

北陸 100.0 17.5 10.0 2.5 0.0 17.5
40 7 4 1 0 7

近畿 100.0 6.3 8.3 8.3 0.0 35.4
48 3 4 4 0 17

中国 100.0 5.5 10.9 5.5 0.0 36.4
55 3 6 3 0 20

四国 100.0 2.8 16.7 11.1 0.0 30.6
36 1 6 4 0 11

九州・沖縄 100.0 3.5 7.0 1.8 0.0 24.6
57 2 4 1 0 14  

問１３-１　今後のバルク配送（SA)

全体
進展すると思

う
進展しないと
思う

わからない 無回答

合計 100.0 32.8 34.1 31.2 1.9
539 177 184 168 10

ブロック 北海道 100.0 24.1 27.6 48.3 0.0
29 7 8 14 0

東北 100.0 23.8 44.0 26.2 6.0
84 20 37 22 5

関東・信 100.0 26.4 42.4 30.4 0.8
125 33 53 38 1

東海 100.0 46.9 17.2 35.9 0.0
64 30 11 23 0

北陸 100.0 50.0 30.0 12.5 7.5
40 20 12 5 3

近畿 100.0 22.9 33.3 43.8 0.0
48 11 16 21 0

中国 100.0 32.7 29.1 38.2 0.0
55 18 16 21 0

四国 100.0 41.7 38.9 19.4 0.0
36 15 14 7 0

九州・沖縄 100.0 40.4 28.1 29.8 1.8
57 23 16 17 1  

問１３-２　進展すると思う理由（MA)

全体

他エネルギー
との相対価格
又はＬＰガス価
格そのものが
低廉化・安定
化することで、
再び進展する
可能性はある

業務用施設出
店、集合住宅
着工等の増加
といった社会
的環境の変化
によって、再び
進展する可能
性はある

充填所等の統
廃合、共同配
送の進捗状況
によって、再び
進展する可能
性はある

規制緩和・助
成措置によっ
て、再び進展
する可能性は

ある

その他 無回答

合計 100.0 61.0 45.8 33.3 35.6 6.2 0.0
177 108 81 59 63 11 0

ブロック 北海道 100.0 71.4 14.3 42.9 14.3 0.0 0.0
7 5 1 3 1 0 0

東北 100.0 65.0 55.0 25.0 20.0 5.0 0.0
20 13 11 5 4 1 0

関東・信 100.0 75.8 36.4 27.3 57.6 12.1 0.0
33 25 12 9 19 4 0

東海 100.0 50.0 46.7 20.0 36.7 6.7 0.0
30 15 14 6 11 2 0

北陸 100.0 65.0 35.0 35.0 20.0 10.0 0.0
20 13 7 7 4 2 0

近畿 100.0 81.8 81.8 36.4 45.5 0.0 0.0
11 9 9 4 5 0 0

中国 100.0 55.6 44.4 38.9 38.9 11.1 0.0
18 10 8 7 7 2 0

四国 100.0 33.3 40.0 40.0 20.0 0.0 0.0
15 5 6 6 3 0 0

九州・沖縄 100.0 56.5 56.5 52.2 39.1 0.0 0.0
23 13 13 12 9 0 0  
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問１３-３　進展しないと思う理由（MA)

全体

既存施設への
投資は既に一
巡し、今後は
設備更新や新
規物件に限定
されるため

他エネルギー
との相対価格
において若干
優位性が出て
きても、景気
動向等から当
面投資は難し

現在の配送エ
リアにおける
対象物件数、
配送距離から
見て投資効果
が出ないため

現在の規制等
では難しいた

め

その他 無回答

合計 100.0 57.1 34.2 60.3 10.3 6.0 0.0
184 105 63 111 19 11 0

ブロック 北海道 100.0 75.0 25.0 37.5 0.0 0.0 0.0
8 6 2 3 0 0 0

東北 100.0 54.1 35.1 45.9 10.8 8.1 0.0
37 20 13 17 4 3 0

関東・信 100.0 62.3 26.4 64.2 17.0 5.7 0.0
53 33 14 34 9 3 0

東海 100.0 54.5 27.3 54.5 0.0 9.1 0.0
11 6 3 6 0 1 0

北陸 100.0 50.0 66.7 75.0 8.3 8.3 0.0
12 6 8 9 1 1 0

近畿 100.0 50.0 50.0 62.5 6.3 6.3 0.0
16 8 8 10 1 1 0

中国 100.0 68.8 12.5 75.0 6.3 0.0 0.0
16 11 2 12 1 0 0

四国 100.0 57.1 50.0 71.4 14.3 7.1 0.0
14 8 7 10 2 1 0

九州・沖縄 100.0 43.8 37.5 56.3 6.3 6.3 0.0
16 7 6 9 1 1 0  

問１３-４　今後のバルク供給システムの普及（MA)

全体

積極的に推進
していく

限定した範囲
で推進していく

需要家の要望
があるものに
限定する

同業他社の動
向を見ながら
方針を決める

一定数量に
なったら自社
バルクロー
リーを所有した

い

他者への委託
を継続し、自
社ではバルク
ローリーは所
有しない

友好的な地域
事業者間でバ
ルクローリー
共同運行を進
めていく

合計 100.0 10.6 27.1 13.5 2.0 2.4 14.8 5.4
539 57 146 73 11 13 80 29

ブロック 北海道 100.0 6.9 37.9 13.8 3.4 0.0 6.9 6.9
29 2 11 4 1 0 2 2

東北 100.0 8.3 23.8 17.9 0.0 1.2 22.6 2.4
84 7 20 15 0 1 19 2

関東・信 100.0 9.6 27.2 12.0 1.6 3.2 17.6 3.2
125 12 34 15 2 4 22 4

東海 100.0 12.5 37.5 17.2 3.1 4.7 7.8 4.7
64 8 24 11 2 3 5 3

北陸 100.0 2.5 22.5 5.0 2.5 0.0 12.5 17.5
40 1 9 2 1 0 5 7

近畿 100.0 6.3 20.8 16.7 2.1 2.1 14.6 6.3
48 3 10 8 1 1 7 3

中国 100.0 12.7 21.8 12.7 0.0 3.6 23.6 5.5
55 7 12 7 0 2 13 3

四国 100.0 19.4 25.0 2.8 5.6 5.6 5.6 5.6
36 7 9 1 2 2 2 2

九州・沖縄 100.0 17.5 29.8 17.5 3.5 0.0 7.0 5.3
57 10 17 10 2 0 4 3

全体
今後もバルク
供給をするつ
もりがない

その他 無回答

合計 100.0 8.3 0.2 15.6
539 45 1 84

ブロック 北海道 100.0 6.9 0.0 17.2
29 2 0 5

東北 100.0 10.7 0.0 13.1
84 9 0 11

関東・信 100.0 1.6 0.8 23.2
125 2 1 29

東海 100.0 6.3 0.0 6.3
64 4 0 4

北陸 100.0 15.0 0.0 22.5
40 6 0 9

近畿 100.0 14.6 0.0 16.7
48 7 0 8

中国 100.0 7.3 0.0 12.7
55 4 0 7

四国 100.0 22.2 0.0 8.3
36 8 0 3

九州・沖縄 100.0 5.3 0.0 14.0
57 3 0 8  

問１４-１　基本料金の発生しない「質量販売」（SA)

全体
積極的に取り
組んでいる

需要家からの
注文にのみ対
応している

特に対応はし
ていない

その他 無回答

合計 100.0 0.9 45.3 37.1 13.2 3.5
539 5 244 200 71 19

ブロック 北海道 100.0 6.9 27.6 51.7 10.3 3.4
29 2 8 15 3 1

東北 100.0 0.0 45.2 35.7 10.7 8.3
84 0 38 30 9 7

関東・信 100.0 0.8 40.8 40.8 13.6 4.0
125 1 51 51 17 5

東海 100.0 0.0 53.1 31.3 14.1 1.6
64 0 34 20 9 1

北陸 100.0 2.5 52.5 25.0 15.0 5.0
40 1 21 10 6 2

近畿 100.0 2.1 43.8 35.4 18.8 0.0
48 1 21 17 9 0

中国 100.0 0.0 49.1 38.2 10.9 1.8
55 0 27 21 6 1

四国 100.0 0.0 47.2 38.9 11.1 2.8
36 0 17 14 4 1

九州・沖縄 100.0 0.0 47.4 38.6 12.3 1.8
57 0 27 22 7 1  
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問１４-２　ＦＲＰ容器（10kg容量）がＬＰガス市場に導入された場合、質量販売について（SA)

全体
積極的に取り
組むつもり

現状の対応を
維持する

その他 無回答

合計 100.0 5.9 77.4 13.7 3.0
539 32 417 74 16

ブロック 北海道 100.0 10.3 75.9 10.3 3.4
29 3 22 3 1

東北 100.0 4.8 81.0 8.3 6.0
84 4 68 7 5

関東・信 100.0 6.4 81.6 8.8 3.2
125 8 102 11 4

東海 100.0 4.7 78.1 15.6 1.6
64 3 50 10 1

北陸 100.0 10.0 62.5 20.0 7.5
40 4 25 8 3

近畿 100.0 4.2 79.2 16.7 0.0
48 2 38 8 0

中国 100.0 1.8 83.6 12.7 1.8
55 1 46 7 1

四国 100.0 11.1 75.0 13.9 0.0
36 4 27 5 0

九州・沖縄 100.0 5.3 66.7 26.3 1.8
57 3 38 15 1  

問１５-１　環境問題への対応（SA)

全体

環境問題に対
応した取組を
すでに実施し
ている

環境問題に対
応した取組を
実施するため
の検討・準備
を行っている

環境問題への
対応をしたい
が、何をすれ
ばよいかわか
らない

環境問題への
対応は業界と
して行うべきで
あり、自社とし
ての対応は考
えていない

環境問題への
対応の必要性
を感じない

その他 無回答

合計 100.0 29.7 15.4 26.5 18.7 2.0 2.8 4.8
539 160 83 143 101 11 15 26

ブロック 北海道 100.0 24.1 13.8 24.1 31.0 0.0 0.0 6.9
29 7 4 7 9 0 0 2

東北 100.0 22.6 14.3 26.2 23.8 3.6 1.2 8.3
84 19 12 22 20 3 1 7

関東・信 100.0 40.8 14.4 24.0 12.8 0.8 3.2 4.0
125 51 18 30 16 1 4 5

東海 100.0 32.8 14.1 28.1 14.1 3.1 6.3 1.6
64 21 9 18 9 2 4 1

北陸 100.0 25.0 20.0 32.5 15.0 0.0 2.5 5.0
40 10 8 13 6 0 1 2

近畿 100.0 22.9 14.6 33.3 18.8 2.1 0.0 8.3
48 11 7 16 9 1 0 4

中国 100.0 30.9 18.2 20.0 25.5 0.0 3.6 1.8
55 17 10 11 14 0 2 1

四国 100.0 22.2 16.7 16.7 30.6 8.3 5.6 0.0
36 8 6 6 11 3 2 0

九州・沖縄 100.0 28.1 15.8 33.3 12.3 1.8 1.8 7.0
57 16 9 19 7 1 1 4  

問１５-２　「太陽光発電設備」と「太陽熱利用機器」の販売・普及（SA)

全体

太陽光発電設
備、太陽熱利
用機器のいず
れについても
販売・普及に
取り組んでい

太陽光発電設
備についての
み販売・普及
に取り組んで
いる

太陽熱利用機
器についての
み販売・普及
に取り組んで
いる

いずれについ
ても販売・普及
に取り組んで
いない

その他 無回答

合計 100.0 10.8 14.5 3.3 59.6 8.7 3.2
539 58 78 18 321 47 17

ブロック 北海道 100.0 6.9 17.2 0.0 65.5 6.9 3.4
29 2 5 0 19 2 1

東北 100.0 2.4 9.5 2.4 73.8 6.0 6.0
84 2 8 2 62 5 5

関東・信 100.0 14.4 14.4 0.8 54.4 12.0 4.0
125 18 18 1 68 15 5

東海 100.0 14.1 23.4 1.6 56.3 3.1 1.6
64 9 15 1 36 2 1

北陸 100.0 5.0 10.0 5.0 70.0 5.0 5.0
40 2 4 2 28 2 2

近畿 100.0 6.3 10.4 4.2 68.8 8.3 2.1
48 3 5 2 33 4 1

中国 100.0 12.7 14.5 9.1 47.3 14.5 1.8
55 7 8 5 26 8 1

四国 100.0 5.6 19.4 11.1 55.6 8.3 0.0
36 2 7 4 20 3 0

九州・沖縄 100.0 22.8 14.0 1.8 49.1 10.5 1.8
57 13 8 1 28 6 1  
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問１５-３　太陽光・熱利用機器はガス拡販ツールとなるか（SA)

全体

なると思わな
い

なるかどうか
わからない
が、取組む体
制をつくらなけ
れば「環境」を
標榜できない

環境貢献で必
ず重要なアイ
テムとなる

その他 無回答

合計 100.0 11.5 40.1 42.7 1.7 4.1
539 62 216 230 9 22

ブロック 北海道 100.0 6.9 51.7 34.5 3.4 3.4
29 2 15 10 1 1

東北 100.0 13.1 36.9 41.7 0.0 8.3
84 11 31 35 0 7

関東・信 100.0 8.0 40.0 45.6 0.8 5.6
125 10 50 57 1 7

東海 100.0 14.1 37.5 43.8 3.1 1.6
64 9 24 28 2 1

北陸 100.0 15.0 32.5 45.0 0.0 7.5
40 6 13 18 0 3

近畿 100.0 8.3 52.1 35.4 2.1 2.1
48 4 25 17 1 1

中国 100.0 12.7 41.8 43.6 0.0 1.8
55 7 23 24 0 1

四国 100.0 11.1 41.7 44.4 2.8 0.0
36 4 15 16 1 0

九州・沖縄 100.0 15.8 35.1 43.9 3.5 1.8
57 9 20 25 2 1  
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２． ＬＰガス卸売事業者の実態調査 自由記述（問 17）回答まとめ 
 
分類 意見等 

ＬＧＰ業界は災害に強いエネルギーであるが、業界自体個々としての対応しかできていな
く、電力業界・都市ガスとの差が、大きく開いて力負けしている。環境に強い、機器販売に
力を入れて、同業他社との配送の合理化等の協議をして、無駄のない経費削減を目指し
ていかなければならない。 
電気、都市ガスを含めた競合エネルギーとの生き残りをかけた戦いは、今後増々激化し
ていくことが予想される中、ＬＰガス業界として共同化、合理化はどうしてもやらなければな
らない課題であり、エゴを捨て、系列を超えた思い切った提携が必要である。 
今後の事業統合をより活性化させるためには、更なるインフラ整備が不可欠。業界の統一
基準での配送予測システム、充填及び容器管理システムを構築することにより、自ずと専
別化、体系化が進んでいく。 
ＬＰガスは、我国のエネルギー供給手段としてなくてはならない。電力、都市ガスとの価格
差をなくし、競争力のあるものにすることが重要。そのためには流通の合理化はかかせな
い事項である。もう一方で、事業者の淘汰による業界の安定化と、事業者の規模拡大によ
る体力強化が必要になる。淘汰に際し、商権買収による穏やかな変化が望ましく、不必要
な切替勧誘は、ＬＰガス業界のイメージダウンにつながる恐れがある。いずれにしても販売
事業者の集約と流通の合理化に、より一層進めていく必要がある。 
事業規模の小さいＬＰガス業界は、このままでは消費者に対してのアピール、信頼性、透
明性を保つことは難しくなる。系列を超えての共同化（配送、充填、検針、保安等）が必要
であり、持ち株会社の設立など大きな意味での共同化が必要。 
充てん所を休止し他社に委託しているが、今後は配送、システムも統合し、更に合理化を
進めていく。 配管、器具等の無償貸与を止め、その部分の投資を、ＬＰガス料金に反映
させ、お客様に安く提供できる業界にすることが大切である。  
容器の共有化 容器検査所の統合 充填所の統廃合 配送センターの地区割 一番皆
に影響の少ない容器検査所の統合あたりからまとまれば次のステップが踏み出しやす
い。 
地域内共同配送が合理化への最優先課題であり、系列を超えても大手事業者間で取り
組んで行きたい。 
ＣＯ２排出を抑制すべく、高効率の配送すなわち配送の共同化が望ましいが、経営的な
考え方をクリアーしないとなかなか実現は困難に思える。 
合理化に向けてエリア内の同業者の協力が必要だとは思うが、過去、現在の競争のいき
さつもあり、なかなか困難である。現状グループ内の協力にとどまっている。グループ内の
みではあまり効果はない。 
ＬＰガスの業界の場合は、小規模店が多く、現在の状況の中での合理化及社会に対する
取組みが進んでいないのが現状。環境の変化による災害及び地区の安全に対する奉仕
活動に全社的に進めている。今後は他社との合理化（配送及充填）問題についても、早
い時期に取組みたい。 
各地域で系列を越えた物流の合理化を図るべき→物流コストの軽減化。特約店、販売店
規模の拡大化、各系列での合併や共同事業化 

様々な面で業界の二極化が鮮明となるなか、特に昨今の輸入価格が大きく乱高下を繰り
返し、料金対応を難しい局面ではあるがその対応はバラバラと云う観がする。→業界ぐる
みによる取引の適正化の推進。ＬＰガスの特性及び最新のガス機器に対する広報活動を
積極的に展開する。平成１５年度より、５年による業界の構造改善事業を展開したが、危
機意識が丸で欠落している点を強く感じ、本当の意味での生き残り時代（更なる業界内外
による競争激化）が到来しない限り事業の共同化・合理化等は進展しない。 
配送業務の集約統合推進。 
共同化については、まず自社販売店さんの配送・保安の受数を上げていくことを考えて
います。急速な合理化は歪みを生じ好ましくない。 
配送業務の合理化が求められるが、問題が多く進展しない。容器管理やバーコードの違
い、ガスの問題などあるが、一番の課題は、どこの会社が中心となってやるかという事。ど
の会社も、自分の所でやりたいので決まらない。 
地場充填所の統合 

共同化・合理化 
 

充てん所統廃合、物流の共同化等、他系列を含んだ取組、Ｍ＆Ａ等による規模の拡大
（異業種を含む）が急務。 
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分類 意見等 

ＬＰＧ業界の非生産性の部分を改め生産性を高める必要があり、その為の改善を積極的
に取り組んでいきたい。特に共同充填、共同配送等の事業の共同化を進めたい。 
同業者と受委託配送、緊急時対応等の取組。 

コンプライアンスの徹底により共同化及び合理化を実施して行かなければ競合エネルギ
ーに対抗出来ない。 
充填、配送の社内での合理化。コスト削減 充填、配送の社外での共業化。  
ＬＰガス業界（県単位）料金、保安、配送、検針、充填所等見直し。可動率が芳しくない。
及び効率が悪い。 
配送・充填の合理化に対する補助金の拡充をしてほしい。  

共同化・合理化 

ＬＰガス業界は、不況の中でも利益の出る業界なのでまだ、自分のところ１社だけでも（合
理化しなくても）やっていけるので、すすまないのではないか？合理化しないと、つぶれる
位まで切迫すれば、いやおうなく、すすむ。 
地域性を生かした顧客密着型の経営の推進。   
ＬＰガスは１つの商品と考えている。現在その売上にしめる比重は多いが、ＬＰガスを販売
するにあたり、お客様との信頼関係が大切だと思っている。お客様との信頼があればこ
そ、ＬＰガス販売ができるのではないのだろうか！？ 広く業界を考えることも大切だと思う
が一販売店がお客様にどうＬＰガスをＰＲしていくかが一番大切だと思う。 

顧客密着 

異業種或いは系列大手と業務提携し地場企業の地域密着のメリットを活かし・・・又その
草鞋を作る人・・・になり切って行きたい 
電力、都市ガスの攻勢の中、ＬＰガス業界としてのフォローを含めて、業界の維持、飛躍な
る行動指針の提供をして欲しい。（金銭的な補助を含めて、器具を売りやすくしたりとか） 
業界全体としての厳しい流れの理解はあっても、業界全体としての一致団結した動きは
見えづらい。上流～下流までのまとめ役として、また、国との折衝役として、団体には、力
を発揮してほしい。 
暮らしと密着している業界であるから、エネルギーのみに限らず他の異業種とのコラボ、ま
たは地域での異業種他社とのネットワーク形成により、顧客によりよい暮しの提案を行って
いくべき。そのためには、卸売がどうのこうの、販売店がどうのこうのということではなく、全
体がエンドユーザーである顧客を真の顧客として、エンドユーザーにいかに満足していく
かを協議していくことが大切であると思う。 
異業種も含めた事業の共同化、合理化の取組みは行っていないが、優良事例があれば
検討したい。 

業界協力 

ＬＰガス業界はまとまりの無い団体だと思う。組織は出来ているが業界内部では大手業者
によるビン倒し等が日常的におこなわれている。今一番業界が取りくむ事は電気との競争
だと思う。この様な事をやっているので保安の方に手が廻らず事故の件数も増加している
のではないか。一番不幸な事は業界を引っぱるリーダーがいない事だ。液化石油ガス認
定販売事業者に認定されて今日至っているが通信の多様化により年間７００万円の維持
費がかかっている。ぜひ所轄官庁等においては認定販売事業者に対しては大幅なイン
センティブを付与して頂きます様お願いする。 
電力、都市ガス事業者と違いＬＰガス販売事業者は支部としてしかまとまりがない様に感
じられます。様々な取り組み、ＣＭ、ＰＲ等を行いたくとも他人まかせな所があるので、やは
り業界団体でもっとリーダーシップを取って頂きたい。 

LP ガスのPR 

電気の安全性その他の特性について、公共の電波（メディア）等で多くＰＲされているが、
ＬＰＧの良さ、安全性特性などの放送が各会社（企業）主体のもので、国の政策として、公
にすれば理解度が深まるのではないか。（危険な面ばかり表現されて、ガス→電気の移
行）が進すむばかりだ。 
ＬＰＧ自動車の販売推進を後押しする施策の導入。 
現在使用しているデーゼル車のＬＰＧ車化を計画したい。軽トラック（３５０Ｋｇ積）の２ＷＤ
車はメーカ販売されているが、同車種でも４ＷＤは型式の問題で販売されていない。規制
を緩和して欲しい 
大手自動車ディーラーと協力し、ＬＰガス自動車の販売、普及を図る。 

LPG 自動車 

・ＬＰガス自動車を見ても、以前はガス車を使用していたがプレートが４ナンバーでなく１ナ
ンバーになり保険料が倍になっていた。国の管轄の違いと思うが、やはり片手落ちである
と思う。推進するのであれば最後まで構築してほしいものです。 
・ガソリン車をオートガス車に改造する時に、貨物、商用車なら補助金が対象になるが乗
用車は外れるのはどうしてなのか、同じ環境対策ではないのですか。 
・このまま電力需要が伸びると国が目標としているＣＯ２６％の削減が出来るのか、不安で
ある。 
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分類 意見等 

ＬＰＧ車の普及 LPG 自動車 
自動車メーカーによるＬＰガス車のＰＲを。 

系列を超えて共同化をする事が業界として生き残る道で有り、災害に強いＬＰガスをもっと
ＰＲすべき。 

災害対応 

日団協で行っている「災害用バルク」設置にＨ１９、Ｈ２０と申請し、２１基、都市ガス地域に
設置。ＬＰガスの特性を生かし、地域に貢献していく。 
保安管理の徹底を図る。 
消費者とのコミュニケーションと、安全（保安）の確保にて、個人客もつかんでおく事 
保安対策の強化を機軸に消費者の安全を第一に考えた適切な作業と、安全性の高いガ
ス関連機器の提供を目指し、地域に根ざした展開を進めていく。 
電力、同業他社等競争が激しい中、自社での保安の強化により、お客様へのふれあいの
場を多く設け、サービスの向上、パーメータＵＰ転換へ取組みを行っている状況。 
従来から、各地域で、販売店と平等な立場で配送センターを形成している。今後そのセン
ターを中心とした保安業務提携を推進していく。 
ＬＰガス事業は平成９年の規制緩和による影響はあったものの、現在でも１００軒足らずの
消費者で経営が成り立っている販売事業者は少なくない。保安機器の推進による事故の
発生は少なくなったものの、保安への投資と遵守は疑問が残る。グループとしての目標達
成には収益はもちろんのこと、保安への取組みは保安査察による厳しい体制から生まれ
ている。弱者を切り捨てるとは言わないが、同じ販売事業者として、当り前の事を行なわず
して存続していることにもっと厳しい目を向けるべきと思う。自社小売はもちろんのこと、卸
としての指導を徹底していく。 
ＬＰガス関係法の見直し及び、法施行に対する行政の徹底を希望する。現状の販売事業
者への立入り調査は所轄官庁によって大きな差があり、特に、県管轄の販売事業者に対
する立入り調査や指導は非常に甘い為、保安に対する取組が殆ど行われていない。法
遵守出来ない業者を統廃合し、保安レベルを向上させた上で、実態合わない部分は規
制緩和していただきたい。 
『ふれあいガス展』という展示会を行い消費者の方にガス器具の安全性や良さを伝えてい
る。 
充填所や保安について、各県ごとに取りあつかいが違う場合があるため、国で統一の基
準を周知していただきたい。 
ＬＰＧそのものが価格変動の激しいガスであることから、今後の普及及び維持について
は、この価格の問題が最も大きな要員になる。しかしながら、ＬＰＧではなければいけない
分野や、ＬＰＧの方がよりベターと考えられる分野での消費は根強いものと考える。そこで
最も、今後においても充実を計らなければならないものは、やはり「保安の確保」であり、Ｌ
ＰＧが、生活の中、仕事の中でより安心して消費して頂くための企業努力を重ねていくこと
が業界発展としても、最も重要命題と考える。 

オール電化住宅の普及が著しい訳ですが、今こそ原点に立ち返り、保安の大事さを見直
して行くべきで有り、又、調査点検の前倒しや、集中監視システムを利用した保安体制を
継続しており、今後も保安に掛かる費用は、惜しまずに、お客様に忠実な経営方針を貫
いて行こうと思う。 

保安 
 

保安の確保 
保安等規制事項が多すぎる。規制をクリアしようとすれば人手に頼らなければならない部
分が多い。情報手段や機器の品質向上等もあり、時代に合った規制のあり方を検討願い
たい。 

規制緩和 

バルク供給において、バルクローリー車（充てん設備）の路上充てんについては各県で対
応が異なっていると聞いている。この調査の実施と福岡県における厳しい規制と高額な道
路使用代金の徴収を緩和してもらいたい。 
朝令暮改にならない法規制を。 規制緩和 
簡ガス団地における各種資格の一元化（ｅｘ、簡易ガス事業調査員証明等） 
ガス価格の安定化、低廉化を望む。 
原料価格格差（電気、都ガス）から電気・都市ガスへの転化が激しい（ＬＮＧ、ＬＰＧ格
差）。ＬＰガス業界として格差が生じない様産油国との折衝強化を望む。 
ＬＰガスの小売価格は他のエネルギーよりも割高感があり、普及を抑制する主要因である
と思う。これはＣＰ制度による輸入価格の不安定さや流通面の非合理等、原因は多々考
えられる。 

価格対策 

新規顧客増加への取組（業務用含む）特に業務用の価格ＵＰ。 
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販売店のＭ＆Ａがもっと活発化していかなければ、ＬＰ業界は変化しないものと考える。 
行政指導で進めなければ何ら動きは起きてこない。 
販売業者が多すぎる。共業化合併をして、ある規模の会社にして、保安採算を考えられる
基盤を作り、規律ある業界をめざすべきである 

弱小販売店への救助策。 
共同化、合理化等の問題は大手会社が小企業、販売店等を減少させ、大手企業の独占
を目標と思われる。共同、合理化等はメーカー同志が行っているみたいだが、現に融資
（国からの）等の話は小企業には全くない。国と大企業の雲の上の話ではと思っている。 

販売店対策 

今後、異業種間との提携が大事になってくるが、同業者間でのルールも確立されない現
状ではまず、小売の系列化が進んでいくものと思われる。 
現在の液石法は販売と保安を分離したものであるが、取扱商品の特性上、販売と保安は
分離すべきものであるか疑問である。規制緩和後、新規参入業者や安売り業者と価格競
争が激化したが、逆に消費者の不信感を招いたように考える。これは規制緩和本来の目
的と相反する方向に進んだ感があるが、同時に既存の事業者が弱体化してしまった。ＬＰ
ガス業界の生き残りを本気で考えるのであれば、同業者間における共同化、合理化を進
めるべきところを、規制緩和後は敵対化してしまった部分も否めない。ＬＰガス業界におけ
る抜本的なシステムの変革や制度の見直しに今後は期待したいと思う。 
規制緩和の見直し。 
ブローカー（切換業者）が多発し、顧客の取り合いをしている状況です。卸・小売共、共
同・合理化は望んでいるが、あまり新しい方向性は取り入れていく意志が欠如しているよう
になっている。業界上げて不当廉売を阻止すべきであると思う。 
不当と思われるＬＰガス料金の安値勧誘に対しては、行政レベルでの取締り等の対策をと
ってもらいたい。 
ＬＰガス業界は、相変わらずの切替営業が横行し、業界として取組むべき道が閉ざされて
いる。 
同業者間で顧客切替が過熱し、正規社員ではなく、切替専門会社が横行し、好ましい状
態ではない。その顧客を引き受ける側も、意志に関係なく受けざるおえない状況と受け取
れ、健全な業界とは言えない。若い世代が入社し、電化攻勢や切替専門会社の活動に
失望し、業界を去って行く現実が残念。 
業界内で、横行している無償配管撤廃も急務で、これをしなければ、競合エネルギーとの
価格競争で、同じ土俵に立てない。歴史的経緯を見ても、業界内での自助努力では解決
出来ないので、何らかの規制を望みたい。温暖化防止などの大きな取組みは、上記がク
リアされなければ、到底実行出来ない。 
同業他社による切替えが激化しているが、電力、都市ガスに対抗するためにも、ＬＰガス
業者同士の協力が必要だと思う。 
安売り切替業者（ブローカー）に対する何らかの法的規制をもうけてほしい。 

ＬＰガスも公共性の高いエネルギーなのだから、県単位、または、地域でのガス料金はタ
クシーのように一定にした方がよい。競争は、その他サービスや提案力・保安力で行うべ
きである。そうしなければ適正な競争にならないだけでなく、ブローカーなどによる詐欺的
な行為に人も疲弊してしまうだろう。 

不当廉売対策 

無償配管等への対応。 
ガス業者の強みを生かし、リフォーム業にも取組み、住宅のトータルアドバイザーをめざし
ている。今後はＬＰガスのクリーン性をもっとアピールする必要があると考えるので、業界
団体や、所轄官庁の方々はその点についてアドバイスや、協力をお願いしたい。 
ガス機器の販売に力を入れ、売上数量はなんとか微減で留まっている。この先、燃料業
界がどうなるかわからない現状をふまえ、カルチャー教室事業、保険代行サービス事業を
開始した。 
ガス屋さんから脱皮し、新しい業種、業態を確立する必要を感ずる。又法律は大手企業
を対象とし、零細企業は負担ばかりである。いずれにしても今後のエルピーガス業界は単
独での維持は難しい。 
当社はＬＰＧ以外に一般高圧ガスの販売や住宅設備機器の卸・小売も手掛けている。
又、近年はリフォーム事業・太陽光発電システムの販売・飲料水の新規事業も手掛けてい
る。 
リフォーム事業への創造的な取り組み。 
総合的な住設関連サービス事業の整備と取り組み。 

他事業展開 

ガス外商品の販売 
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オール電化対策、リフォーム事業展開、省エネ機器販売を中心としたトータル的なエネル
ギー提案企業への脱皮。 
ＬＰガスに限らず様々なエネルギーの組み合わせにより環境面に優れ、経済性にも優れ
たシステムが提案できるようにするべきだと思う。 

環境問題は、特定のエネルギーを想定せずベストミックスを基本に考え、補助金等行政
の取り組みをお願いしたい。 
今電気会社との顧客の取り合い状態となっているが、おたがい良い所を重視してうまく共
存していきたい。 
オール電化を拒否しない営業活動の展開。 
ガス以外の商品の販売（ＩＨ含む）電力の知識が少ない気がする。ガスを取扱っているか
ら、ガスだけを知っていればいいと思っている人が多すぎると思う。 

エネルギー提
案企業 

オール電化や、ＬＰガス業会の高齢化が進み、収益の悪化が進んでいる現在。今後どう
なっていくのか不安。 
電化に対して敵対姿勢だけでなく、「エネルギーのベストミックス」を考え、それぞれのエ
ネルギーの持ち分を発揮していく道も模索しなければならない. 
地球温暖化防止がクローズアップされている今日において、今後のエネルギー業界に求
められることは、「省エネ」と「エコ」。ＬＰガスが自然環境問題に大きく貢献できることを、も
っと分かりやすく社会に向けて、ＰＲしていかないとこれまで以上にオール電化の驚異に
さらされることになる。業界としてマスメディアも利用した１大キャンペーンをはるのも一考と
思う。また、一方で我々、販売業者も省エネとエコが実現できるのであればＬＰガスだけに
こだわらず、それぞれの長所を活かしたエネルギーのベストミックスを積極的にユーザー
へ提案していくべき。 
エネルギー需要の偏りは、供給の選択肢を狭めることにつながることから、多種なエネル
ギーを組み合わせることが必要。 

エネルギーベス
トミックス 

ＣＯ２の削減に取り組みとして、ガス業界と電力業界等が同じテーブルで一つの方向性を
提示し、具体的な対策と目標値を発信することが必要ではないか。 
電力会社が盛んに販売しているオール電化についても、電力会社自身危機感を抱いて
いる事もわかるが、時代の流れと云って電化機器の販売に汲々としているのでは呆れる。
また、売電の料金もドイツやスペインのように買い取り料金の高い価格に設定するなど義
務づけられないものかと考慮して頂きたい。 
電力会社の電化店等への販売協力全支払に違和感を感じる。余分な支金があるならも
っと電気料金を下げて需要を増せば良いと思う。 
オール電化の一方的なＰＲにストップをかけて欲しい。エネルギーはリスク分散が必要 

電力・都市ガスとの競争に勝ち抜くには、個々の販売店の努力だけでは倒底かなうはず
もなく、ＬＰ業界全体として取り組まなければならない。 そのためにはもっと情報交換の
場が必要だ。  
家庭用エネルギーの選択肢が広がるなかで、各業界は正しい情報、事実を消費者に伝
える義務があると思う。そうした中で電力業界のＰＲには憤りを感じる。 
電化住宅への切換えに電気工事店の無節操な態度に困っている。 

対オール電化 

地球温暖化防止策として、太陽光発電の補助制度が再スタートしたが、電力会社への売
電価格を現在より数倍高くさせる等の方法の方が設置率が高くなる。行政には電力会社
擁護の考え方が強いように思われる。 
電気だけがエコのような国策は平等の観点からもおかしいと思う。バランスのとれたビジョ
ンを国に求める。 
電力、都市ガス、ＬＰガス共にエネルギーとして公平、公正な取り扱いを望む。 

対オール電化 

電力会社系のオール電化ＰＲについて公正取引委員会の適正な指導を要請する。 
電力、ガス共に公平な基準の上、使用機器にＣＯ２排出量ラベルを貼る事。電力会社は
自社で排出するＣＯ２の量を公表すべき。 
オール電化住宅が普及する事が実際環境に優しくない事を国をあげて広めていかないと
ＬＰガス事業の見通しは厳しいものとなる。ＬＰガス事業者も自分から営業しないと将来は
ないと思う。 
電力発電に対する地球温暖化がガス使用より大であるのになぜ一部の国民は電力を推
奨するのか。それぞれの業界において正しい報道を今後期待する。 

電力のＣＯ２排
出量 

ＣＯ２放出に併なう地球温暖化の為、環境問題特に省エネルギー化、省資源化を所轄官
庁を中心に各エネルギーの正確な環境負荷データー、リスクデーターを広報し、官、業
界、一般消費者が一体となり各エネルギー別に省資源を基調として適材適所的に使用
する事を進める必要あり。 
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分類 意見等 

電力のＣＯ２排出量を公けにすること。電気は国家なりではガス体エネルギー（電力も大部
分ＬＮＧで使用している）が日の眼を見ない。化石燃料は悪か？ＬＰの利便性を行政は本
気に考えているのか（防災対策） 非常時の緊急用のエネルギーと考えている。 

電力のＣＯ２排
出量 

最近、原子力発電所の稼働率低下に伴い、火力発電の稼働率が上がり、ＣＯ２の排出量
が急増したが、ＬＰガス業界団体は今こそその点を突いて電力がいかに多くのＣＯ２を排
出するか、今後更に電化住宅が増える事により、更にＣＯ２の排出が増える事を訴えるべ
き。このままでは、安全が確認されないまま、電力不足を補うために原発が稼働率を上げ
てしまう。原発を近くに持つ身としては、先行きがとても心配。 

現在二重配管について取りざたされているが、ミニ開発で集中配管供給しておる集合住
宅へ大阪ガスが住民の賛同を取り付けたと二重配管を実施している。 保安の確保と工
事経費を考えると、すぐにでも法律化してやめてほしい。もしガス漏れ等があった場合の
責任等はどちらにあるのかわかりにくい。 
政府は、不当にＬＮＧを優遇し、不当にＬＰＧを冷遇もしくは目の敵にしている。今後、天
然ガスの増産が起これば随伴してＬＰＧの増産が考えられる。政府はＬＮＧだけを優遇す
る措置をやめるべきと考える。 

都市ガス対応 

ＬＮＧへの対応。 
ガス体で一体になったコラボが発足したが、何も活動していないように見える。ガス体エネ
ルギーが強力に結束して、電力に対抗する。ＬＰと都市ガスは住み分けて、協力していく。 

ガス体エネルギ
ーコラボ 

都市ガスも含めたガス事業全体で取組む必要がある。九州コラボの推進や環境問題の対
応等業界団体や官庁等を混じえて検討対応していく事を要望する。 
地球温暖化防止については、ＬＰ業界としてのロードマップのようなものを、ホームページ
等で逐次示してもらいたい。（必要な技術、資格、仕入チャネル等） 
環境にやさしいクリーンエネルギーに努めるべく、官民一体として行政、業界、他業社と
協力して地球環境に取り組まなければならない。 
将来的にはエネルギーとしてのＬＰＧは減退化していくのではと考える。消費者の環境に
対する認識が高まればなる程電化が進むと思われる。 
環境問題については、個人の意識がまだまだ低い。ＬＰガスご使用のお客様にＬＰガスの
環境へのやさしさ、ＬＰガスを使った料理レシピの提供や、ごみの処理方法など周知徹底
してゆく。 
地球環境に真剣に取組める会社でなければ生き残れない。 
温暖化防止については、とりあえずエコジョーズ推進とＬＰガス車割合増、集中監視とガス
システムを利用した最適配送などで対応している。協会も推奨するベストミックス方向性を
目指したい。 
「低炭素社会の実施」に寄与することのできる事業を推進したい。 

環境全般 

環境の為には、ＬＰＧの需要を増大する必要がある。その為の助成金等が都市ガスに比
べ弱い。特に工業用は重油からの転換などでまだまだ需要が見込める。助成金を都市ガ
ス並みに出してもらい、比較的利益の少ない工業用大量消費先が増えてくれば、自然と
充てん配送の統合など合理化が進んでくる。 
他エネルギー対策としてのコスト削減について更なる検証・研究が必要。新技術・環境商
材への取り組み強化。 
地球温暖化に向けてのＣＯ２排出量の少ない器具開発も含めて、早速に販売出来る体制
にしてもらいたい。 
オール電化、ＩＨヒーター等に対して、ＬＰガス器具の安全安心して使用する器具開発努
力をして頂きたい。 
高効率機器の単価をもっと下げて、拡販出来るようにして欲しい。 

環境対応機器
開発 

高効率機器の販売の推進。太陽熱温水器併用設置による燃料転換活動の推進。 
環境問題も避けて通ることはできない。それに関わる費用等を考えると、国からの補助金
の増額等も検討していただきたい。 
今後益々環境への配慮が求められてくると思われる。エコウィル、エコジョーズといった環
境型のガス機器だけでなく、太陽光発電についても注力していきたい。太陽光発電につ
いては、国の補助があるが、各市村町に対しても協力を求め、業界団体、所轄官庁にも
お力添えを頂き、是非とも普及させていきたい。 

環境対応機器
普及補助 

ＬＰガスにおける環境機器推進のための補助金の捻出をして欲しい。 
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分類 意見等 

エネルギー消費の最終需要家を顧客に持つことが、ＬＰガス業界の強みである。化石燃
料としてのＬＰガスの役割は、これ以上期待できないが、電力分散化（エコウィル、燃料電
池）のエネルギー源としては、まだまだ有用と思う。太陽光発電に加え、これら分散化電
力への取組みが重要。そのためにも電力会社に対し、自由な系統連携を認めさせること
が、最も重要な課題と考える。「太陽」他自然エネルギーの電力変換と、化石燃料他から
の分散電力で、日本の大規模発電供給体制を変革することが、環境に優しくなる一番の
近道と考える。 
環境問題・電化攻勢等を考慮すると、ＬＰＧ業界は燃料電池に命運をかけることになると
思っている。我々としては、今にも増して、販売力・技術力を身に付け、燃料電池のような
高額商品を売る実力を付けていかなければならない。  

オール電化対策として「太陽光発電」「エネファーム・エコウィル」「バルク」をセット化した
「マイホーム発電３点セット」として、ガスを利用した発電として商品化し、設置している。 
原油価格の乱高下する今、燃料電池等＋太陽光等の商品化の重要性が増している。早
急に燃料電池の一般への実用化が必要であり、国策として開発の必要がある。 
エネファームの早期の導入が強く望まれる。ＬＰ事業者としてしっかりと準備していくつもり
ですが、行政等からの強力な支援があれば普及に大きな弾みがつく。 
新しい環境に配慮した機器である燃料電池の実証試験等に協力し、現状の燃料電池の
弱点を補う為に太陽光発電にも取組む考えである。その他の新しいガス機器であるエコ
ジョーズやガラストップコンロの販売に力を入れている。 
太陽エネルギーと燃料電池が将来のエネルギーとしてふさわしいベストミックスと思われ
る。その燃料電池で水素供給源の一翼を担うと思われるので機器開発がすすむまで、生
きのこるように頑張りたい。 
太陽光発電＋エコウィルの展開を図り、これら機種が環境貢献にすぐれている点を実際
に広めて行きたい。 
燃料電池についてこれから学びたいと思う。と同時に普及に協力していきたい。 
燃料電池の開発促進を強力にバックアップして欲しい。 
環境問題については、太陽光発電とガスの組合せについて、現在検討中。 

燃料電池等 

太陽光を利用し、ＬＰガスとの組合せに取り組むべき。 
ＣＯ２の排出量が他のエネルギーより少ない、クリーンなエネルギーとされているＬＰガスに
対し、環境への還元というような意味で、石油石炭税等を撤廃してはいかがか？ 

環境・税制 

地域の防災活動をＬＰＧ事業者の役割として認めて頂き、これにかかるコストについて、都
市ガス・電気事業者同様に税制面での配慮をして頂きたい。環境負荷が低いのだから、
オートガス税はゼロか、最も安く設定すべきだ。 

テレビ、新聞等でエコフィール、エネファーム、太陽光発電について報道して欲しい。（オ
ール電化ＰＲに比べてかなり認知度が低い） 
環境への取組み、電力に負けない宣伝 
大陽光エネルギーが技術的に進歩してくれば、地球にとっては最高のエネルギーとな
る。現在のオール電化住宅には対抗しているが、太陽光が主流になってくれば、ＬＰガス
は必要なくなってくると思われる。業界団体へのお願いとして、現在の電化住宅進出への
対策を考えていただきたい。ＣＯ２排出、電気料金など、ＬＰガスと変わりがあるとは思えな
い。 
環境問題等を踏まえ、ＬＰガスの良さ、特性等を消費者に広くＰＲする必要がある。 
ＬＰガス業界は、決定打もなく、このまま行くと、電力、あるいは都市ガス両業界との競争の
激しさが増し、ＬＰガス業界そのものの生存が難しくなっていくであろう。そこで、同業他社
が手を組み、又業界各団体が今以上にバックアップして、オール電化に負けない「地球
にやさしいＬＰガス」をもっと表に出していき、減少の歯止めをかけ、顧客の増加につなげ
ていければ。 
ＬＰガスは環境負荷の少ないエネルギーであり、利便性を業界を上げて更なるアピールを
すべきである。太陽発電との組合せで家庭用の熱源としての新たな需要を創造していき
たい。首都圏では同業者同志の価格競争に明けくれ、折からの輸入価格高騰もあわせ
体力を消耗している。業界として生き残るには（自然淘汰も必要であるが）一致団結して、
対電化勢力を進めてゆかねばならないと思う。 
ＬＰガス業界全体として、もっとクリーンエネルギーをアピールした方が良い。電気と比べ
遅れをとっており、イメージも良くないと思われる。 

環境優位性PR 

電化に対してＬＰガスのＲＰ不足、省エネ商品販売  
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分類 意見等 

競合エネルギー、その他の環境問題に対して、ＬＰガスは優位に立てるエネルギーでは
あるが、業界の流れとして共同化等の方向へ進むのは仕方がないことではある。しかし合
理化、共同化等により、顧客との関係が希薄になるという問題により、益々他エネルギーと
の格差が出て来ており、優位性がなくなってきている現在、ＬＰガスの安全性、クリーンエ
ネルギーとしてのメリットを、協会と行政と一体となってのアピールが必要ではないか。 

環境優位性PR 

環境問題を含めＬＰガスの特長良さを常に提案、アナウンスしなければならない。 

重量販売の問題においても、法と運用する上でも問題がある。重量販売の屋内使用（指
定地域以外）は原則廃止等思い切った法の改正が必要。 

質量販売 

質量販売について 現状の調査の義務を課せる状態では質量販売を一般のお客様に販
売することは非常に難しいので簡素されるように期待する。移動販売等をしたい方が出来
にくくなっているので規制を別枠にする等の緩和対策をお願いしたい 
所轄官庁等には保安の強化に力を入れられているのは、大変結構なことだが、公共施設
にＬＰガスの導入が少ないことが非常に残念でならない。今後の新規物件及び既設物件
にも、是非お願いしたい。 
アパート入居時の預かり金制度は業界あげて、広く進めて欲しい。  
どちらかと言うと今まで技術集団であったが、ここで大きく販売集団への脱皮を図ってい
かないと勝ち残ってはいけないと考えている。 
補助金事業の申請、工事期間を需要期に掛って良い様に長期間で見て欲しい。申請し
たくても出来ない。 
簡易ガス事業の書類の簡素化。原料費調整期間の短縮化をお願いしたい。 
補助金制度の多様化 
不良債権の回収 
新規事業に取組める組織作り。地域に貢献できる企業になる。お客様から選ばれる会社
でなければならない。社員が幸せを感じ入社を希望する人が多い業界になれば。 

その他 

地域の活性化が不可欠だが、一企業人のボランティア活動にも限界がある。地球温暖化
ばかりがクローズアップされるが、少子・高齢化や若者の活躍する場が減少する事への危
機感の方が地方では大きいのではないか。 
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３． ＬＰガス卸売事業者の実態調査 調査票 
 
 
 
 

 

ＬＰガス卸売事業者の実態調査票 

 

－ 調査ご協力のお願い － 

 本調査は、（財）エルピーガス振興センターが資源エネルギー庁から受託した「平成 20 年度石油製品

需給適正化調査（石油ガス流通実態調査）」に関し、全卸協が卸売事業者に対して実施する調査です。 

卸売事業者に関する調査は、平成6年より継続して実施しており、企業の概要と石油ガス流通の経年

的な動向を把握するために実施し、国のＬＰガス行政ならびに業界の流通合理化に役立てようとするも

のです。 

なお、本年度の調査では、合理化の取組への対応の実態を併せてお聞きいたします。 

ご回答いただきました内容は、本調査のみに使用し、貴社にご迷惑をおかけすることは一切あり

ませんので、ご協力いただきますようお願い申し上げます。 

設問によっては、ご記入担当者のみでは回答しかねる場合もある事と思いますが、そのようなケース

では、ご面倒でもしかるべく部署の方にご相談の上、ご記入下さるようお願い致します。 

平成 20 年 11 月  日 

                調査機関 社団法人 全国エルピーガス卸売協会 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

－ ご記入の方法 － 

ご記入に当たっては、以下の事項にご留意の上、ご回答下さるようお願いいたします。 
z 特に指定がない場合は、貴社についてご回答ください。 
z 回答は、平成 19 年度（平成 19 年 4 月～平成 20 年 3月）のデータでご記入ください。 
z 選択式の設問は、該当する番号に○印をつけてください。それぞれの設問に回答の個数が示し
てあります。 

z 数値をご記入の際は、設問ごとの注意書きや単位を確認の上ご回答ください。 
z 記述式の設問については、貴社のお考えを簡単にまとめて回答欄にご記入ください。 
z 調査結果については、お答え頂いた回答をまとめて集計分析を行います。個別の会社名は
明らかにしません。 

１．調査の対象 
z この調査は、全国の卸売事業者の皆様（1,101 社）を対象に実施するものです。 
２．返送方法と締め切り 

z ご記入いただいた調査票は、１１月  日（ ）までに同封の返信用封筒に入れて投函し
てください。 

３．このアンケートについてのお問い合わせは、下記までお願いいたします。 

  （社）全国エルピーガス卸売協会  担当：木村 

  TEL：03－3591－xxxx FAX：03－3591－xxxx E-mail：xxxxx@zenorosi.or.jp 

  ※返信先： 〒105－0001 東京都港区虎ノ門１－１９－５ （虎ノ門 1丁目森ビル４階） 

               （財）エルピーガス振興センター 石油製品需給適正化調査担当 宛 

コード番号           

経済産業省 資源エネルギー庁委託調査 

（平成 20年度石油製品需給適正化調査） 
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問１ 貴社の名称・所在地などをご記入ください。 

貴社名  

所在地       都 道 府 県        

電話番号  ＦＡＸ  

全社 ＬＰガス部門 
資本金  

従業員数 

（除く子会社）       名       名 

記入者名  
所属部署 

お役職名 
 

※従業員数はパート等を含む。 

 

問１-１ 貴社では、充てん所を運営していますか。一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 充てん所を運営している       ２ 充てん所を運営していない 

 

問１-２ 貴社のＬＰガスに係る営業拠点数をご記入ください。同一場所に２つ以上の機能があ

る場合は、各々を１ヶ所として数えてください。また、貴社の系列関係会社（持ち株比率

が50％を超える会社）に運営を委託している拠点がありましたらその数もご記入ください。 

 貴社の拠点数 
系列関係会社の 

拠点数 

ＬＰガス充てん所 ヵ所 ヵ所 

ＬＰガススタンド ヵ所 ヵ所 

ＬＰガス配送センター ヵ所 ヵ所 

ＬＰガス卸売拠点（本、支社、支店、営業所数） ヵ所 ヵ所 

ＬＰガス小売拠点（本、支社、支店、営業所数） ヵ所 ヵ所 

ＬＰガス保安センター ヵ所 ヵ所 

 

 

問２ 貴社ではＬＰガス卸売業務とあわせてどのような業務を行っていますか。卸売業務も含め

て下記の項目の中からあてはまるものをすべて選んで○印をつけてください。 

１ ＬＰガス卸売    ２ ＬＰガス直売（工業用・業務用） 

３ ＬＰガス家庭用直売（小口業務用を含む） ４ ＬＰガス充てん（自社分のみ） 

５ ＬＰガス受託充てん    ６ ＬＰガス配送（自社分のみ） 

７ ＬＰガス受託配送    ８ ＬＰガススタンド 

９ ＣＮＧスタンド    10 簡易ガス事業 

11 一般ガス事業    12 ガス工事 

13 ガス器具販売    14 容器再検査 

15 保安センター    16 その他（          ） 

Ⅰ．企業の概要について 
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問３ 平成１９年度における貴社のＬＰガス部門の経営状況についてお伺いします。 

問３-１ 平成１９年度のＬＰガス及びＬＰガス関連売上高をご記入ください。ＬＰガス及び関

連売上高を下記のように区分した場合、その内訳売上高はどのようになりますか。 

ＬＰガス及び関連売上高（合計） 百万円 

ＬＰガス卸売（含む業務用・工業用） 百万円 

ＬＰガス家庭用直売（含む小口業務用） 百万円 

ＬＰガス器具販売 百万円 

内 

 

訳 

ＬＰガス関連工事、受託料収入、その他 百万円 

 

問３-２ 貴社のＬＰガス販売事業の中に占める卸売（直売子会社への卸売を含める）の割合に

ついて、一つだけ選んで○印をつけてください。 ※ＬＰガス販売数量の割合でお答え

ください。 

１ 10％未満   ２ 20％未満   ３ 30％未満   ４ 40％未満  ５ 50％未満 
６ 60％未満   ７ 70％未満   ８ 80％未満   ９ 80％以上  

 

問３-３ ＬＰガス年間販売数量について、一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 500 ﾄﾝ未満  ２ 1千ﾄﾝ未満  ３ 2千ﾄﾝ未満  ４ 3千ﾄﾝ未満  ５ 5千ﾄﾝ未満 
６ 1万ﾄﾝ未満  ７ 3万ﾄﾝ未満  ８ 5万ﾄﾝ未満  ９ 10万ﾄﾝ未満  10 10万ﾄﾝ以上 

 

問３-４ 家庭用・業務用消費者に直売しているＬＰガス年間販売数量について、一つだけ選ん

で○印をつけてください。 

１ 500 ﾄﾝ未満  ２ 1千ﾄﾝ未満  ３ 2千ﾄﾝ未満  ４ 3千ﾄﾝ未満  ５ 5千ﾄﾝ未満 
６ 1万ﾄﾝ未満  ７ 3万ﾄﾝ未満  ８ 5万ﾄﾝ未満  ９ 10万ﾄﾝ未満  10 10万ﾄﾝ以上 

 

 

問４ 貴社及び貴社グループ会社の消費者軒数についてお伺いします。 

問４-１ 貴社及び貴社グループ会社が実施しているＬＰガスシリンダー家庭用・業務用消費者

軒数（登録件数：平成２０年３月末日現在）について、それぞれ一つだけ選んで○印を

つけてください。 

貴社直売 

１ 3千件未満  ２ 5千件未満  ３ 7千件未満  ４ 1万件未満 
５ 1万 5千件未満 ６ 2万件未満  ７ 3万件未満  ８ 5万件未満 
９ 10万件未満  10 10万件以上 

グループ子会社 

１ 3千件未満  ２ 5千件未満  ３ 7千件未満  ４ 1万件未満 
５ 1万 5千件未満 ６ 2万件未満  ７ 3万件未満  ８ 5万件未満 
９ 10万件未満  10 10万件以上 

※ 直売消費者軒数です。卸売の消費者軒数を含みません。 
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問４-２ 貴社及び貴社グループがバルクシステムにより販売している家庭用・業務用消費者軒

数（平成２０年３月末日現在）について、それぞれ一つだけ選んで○印をつけてくださ

い。 

貴社直売 
１ 100件未満  ２ 200件未満  ３ 300件未満  ４ 500件未満 
５ 700件未満  ６ 1千件未満  ７ 2千件未満  ８ 2千件以上 

グループ子会社 
１ 100件未満  ２ 200件未満  ３ 300件未満  ４ 500件未満 
５ 700件未満  ６ 1千件未満  ７ 2千件未満  ８ 2千件以上 

 
 
 
問５ 貴社におけるＬＰガス部門の従業員の状況（パート等を含む）についてお伺いします。 

問５-１ 貴社におけるＬＰガス部門の従業員数（役員を含む）、平均年齢、平均就業年数及び

人件費の平均年間総支給額（平成１９年度税込）をご記入ください（子会社、関係会社

の従業員は含めない）。 

 男性 女性 

ＬＰガス部門従業員数 人   人   

平均年齢 歳   歳   

平均就業年数 年   年   

平均年間総支給額（一人当たり） 万円／年 万円／年 

 

 

問５-２ ＬＰガス部門の従業員数を下記の担当業務区分で分けると、どのような構成になりま

すか。ご記入ください。 ※問５-1 のＬＰガス部門従業員数合計に合致してください。 

 管理部門 卸売部門 家庭用直売 物流部門 保安部門 工事部門 その他 

男性 人 人 人 人 人 人 人 

女性 人 人 人 人 人 人 人 

注-1) 工業用･業務用は卸売部門に合算、物流部門とは充てん･配送の合算 

2) 保安･工事が分類されていない場合は担当販売区分に合算記入 

 

 

問５-３ ＬＰガス部門の従業員数を下記の年齢区分で分けると、どのような構成になりますか。

ご記入ください。 ※問５-1のＬＰガス部門従業員数合計に合致してください。 

 ２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代以上 

男性 人 人 人 人 人 

女性 人 人 人 人 人 
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問６ 貴社の営業エリアにおける従業員の雇用環境についてお伺いします。 

問６-１ 貴社と同業他社との間で、貴社の営業エリア内において正社員やパート・アルバイト

の雇用にあたり条件等に差異はありますか。それぞれ一つだけ選んで○印をつけてくだ

さい。 

＜正社員＞ 

勤務時間 
１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が長い 

３ 同業他社の方が長い      ４ わからない 

給与 

（基本給、諸手当等） 

１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が高い 

３ 同業他社の方が高い      ４ わからない 

休暇 

（休日、有給等） 

１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が多い 

３ 同業他社の方が多い      ４ わからない 

 
＜パート・アルバイト＞ 

勤務時間 
１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が長い 

３ 同業他社の方が長い      ４ わからない 

給与 

（日給、時間給等） 

１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が高い 

３ 同業他社の方が高い      ４ わからない 

休暇 

（休日、有給等） 

１ 差はない（同条件である）   ２ 自社の方が多い 

３ 同業他社の方が多い      ４ わからない 

 

 

問６-２ 貴社では、充てん・配送業務の作業員を確保するために、何らかの対策を講じていま

すか。一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 対策を講じている   ２ 今後対策を講じるつもり   ３ 対策を講じていない 

 
   「１」または「２」を選んだ方は、対策の内容としてあてはまるものをすべて選んで○印

を付けてさい。 

１ 従業員等からの紹介  ２ 求人広告を掲載  ３ その他（         ） 

 

 

問６-３ 貴社では、充てん・配送業務の季節による作業量較差に対し、何らかの対策を講じて

いますか。一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 対策を講じている   ２ 今後対策を講じるつもり   ３ 対策を講じていない 
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問７ 貴社が管理する充てん施設についてお伺いします。 

問７-１ 充てん施設にあるタンクの設置経過年数別の基数をお答えください。 

タンク設置経過年数=> 5 年未満 10 年未満 15 年未満 20 年未満 25 年未満 30 年未満 30 年以上 

タンク数 =>        

 

 

問７-２ 充てん施設にあるタンクの貯槽容量の合計（プロパン＋ブタン＋オートガス）をお答

えください。 

１ 10 ﾄﾝ未満    ２ 20 ﾄﾝ未満 ３ 30 ﾄﾝ未満   ４ 40 ﾄﾝ未満 
５ 50 ﾄﾝ未満    ６ 100 ﾄﾝ未満 ７ 100 ﾄﾝ以上（     ﾄﾝ） 

 

 

問７-３ ブタンタンクを併設している場合、その貯槽容量の合計をお答えください。 

１ 10 ﾄﾝ未満   ２ 20 ﾄﾝ未満   ３ 30 ﾄﾝ未満   ４ 30 ﾄﾝ以上（     ﾄﾝ） 

 

 

問７-４ 充てん施設のプラットホームの面積の合計をお答えください。 

１ 250ｍ２未満   ２ 500ｍ２未満   ３ 750ｍ２未満 
４ 1,000ｍ２未満  ５ 1,000ｍ２以上（     ｍ２） 

 

 

問７-５ 充てん施設に設置されている設備の種類について、あてはまるものを選び○印をつけ

ていただくとともに、設置経過年数をお答えください。複数の設備がある場合は、主に

使用している設備の設置経過年数をお答えください。 

  設置経過年数 

充てん 

設備 

１ 通常シリンダー充てん設備 

２ 500kg容器充てん設備 
３ バルクローリー充てん設備 

４ オートガススタンド 

５ その他（                  ） 

 

充てん秤 １ 電子秤  ２ 機械秤  ３ 電子秤＋機械秤  ４ その他 年 

充てん 

機械 
１ 固定式  ２ 回転式  ３ 固定式＋回転式  ４ その他 年 

Ⅱ．貴社が管理する施設・設備の概要について 
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問８ 貴社が管理する配送用・業務用車両についてお伺いします。 

問８-１ 貴社ではシリンダー配送車両、バルクローリー車両、配送用以外の業務用車両をそれ

ぞれ何台保有していますか。また、そのうちＬＰガス自動車は何台ですか。それぞれの

台数（平成２０年３月末日現在）をお答えください。 

 総台数 うちＬＰガス自動車 

シリンダー配送車両 台  台  

バルクローリー車両 台  台  

業務用車両（配送車以外の車両） 台  台  

 

 

問８-２ 貴社で使用（所有）しているＬＰガス自動車の台数は、５年前（平成１５年３月末日

現在）と比べてどのように変化していますか。 

１ 増加した（     台）   ２ 変わらない   ３ 減少した（     台） 

 

 

 

 

 

 

問９ 貴社の営業エリアにおける事業者間の合理化の状況についてお伺いします。 

問９-１ 貴社の営業エリアにおいて、過去１０年間の間に貴社を含む事業者間の合理化が行わ

れましたか。行われた合理化の内容について、あてはまるものをすべて選んで○印をつ

けてください。 

１ 充てん所の統廃合が行われた 

２ 充てん業務の共同化（受委託等）が行われた 

３ 共同充てん会社が設立された 

４ ネームの統一化が行われた 

５ 配送業務の共同化（受委託等）が行われた 

６ 共同配送会社が設立された 

７ 合理化に向けた合意が取り交わされた（合理化の具体的取組は不明） 

８ 合理化に向けた話し合いが行われた（合理化の合意はまだされていない） 

９ その他（           ） 

10 合理化に向けた動きは特になかった 

 

Ⅲ．合理化への取組状況について 
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問９-２ 貴社の営業エリアにおける事業者間の合理化について、今後５年間の間にどのように

進展する見込みですか。行われる見込みの合理化の内容について、あてはまるものをす

べて選んで○印をつけてください。 

１ 充てん所の統廃合が行われる見込み 

２ 充てん業務の共同化（受委託等）が行われる見込み 

３ 共同充てん会社が設立される見込み 

４ ネームの統一化が行われる見込み 

５ 配送業務の共同化（受委託等）が行われる見込み 

６ 共同配送会社が設立される見込み 

７ 合理化に向けた合意が取り交わされる見込み（合理化の具体的取組は不明） 

８ 合理化に向けた話し合いが行われる見込み 

９ その他（           ） 

10 合理化に向けた動きは特に見込まれていない 

 

 

 

問１０ 貴社における合理化の取組状況についてお伺いします。 

問１０-１ 貴社では、これまでに合理化に向けた取組を行いましたか。一つだけ選んで○印を

つけてください。 

１ 合理化の取組経験なし   ２ 合理化の取組経験あり 

※ 「１ 合理化の取組経験なし」と回答された方は、問１１へお進みください。 

 

 

問１０-２ 問１０-１で「２ 合理化の取組経験あり」と回答した方にお伺いします。貴社で実

施した合理化の取組内容について、あてはまるものをすべて選んで○印をつけてくださ

い。 

１ シリンダー充てん業務の受託   ２ シリンダー充てん業務の委託 

３ シリンダー充てん業務の共同化（共同出資会社の新設） 

４ シリンダー配送業務の受託   ５ シリンダー配送業務の委託 

６ シリンダー配送業務の共同化（共同出資会社の新設） 

７ バルク配送業務の受託   ８ バルク配送業務の委託 

９ バルク配送業務の共同化（共同出資会社の新設） 

10 シリンダー容器の共有化（ネームを統一） 

11 充てん所の統廃合 

12 充てん・配送業務管理システムの共通化（自社システムに統一） 

13 充てん・配送業務管理システムの共通化（他社システムに統一） 

14 その他（           ） 
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問１０-３ 問１０-１で「２ 合理化の取組経験あり」と回答した方にお伺いします。合理化に

向けた取組の系列分類について、一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 自社内の合理化    ２ 系列内の合理化    ３ 系列外との合理化 

 

 

問１１ 貴社における合理化に向けた協議・話し合いの状況についてお伺いします。 

問１１-１ 貴社では、これまでに合理化に向けて社内や社外での協議・話し合いを行ったこと

がありますか。問８でお答えいただいた取組経験も含め、あてはまるものをすべて選ん

で○印をつけてください。 

１ 社外の事業者と協議・話し合いを行い、合意に達したことがある 

２ 社外の事業者と協議・話し合いを行ったが、合意には至らなかったことがある 

３ 社内で協議・話し合いを行い、合意に達したことがある 

４ 社内で協議・話し合いを行ったが、合意には至らなかったことがある 

５ 協議・話し合いを行ったことはない 

※ 「５ 協議・話し合いを行ったことはない」と回答された方は、問１２へお進みください。 

 

問１１-２ 問１１-１で「１」「２」「３」「４」のいずれかを選んだ方にお伺いします。貴社に

おけるこれまでの合理化の検討に際し、協議・話し合い中に主要な論点となったのはど

のようなことでしたか。社内での協議と社外での協議それぞれについて、あてはまるも

のをすべて選んで○印をつけてください。また、それぞれの中で最も大きな論点となっ

たものを一つだけ選び、一番下の欄に番号をご記入ください。 

社内での協議 社外での協議 

１ 販売店対策 

２ 充てん作業員対策（配置見直し等） 

３ 配送作業員対策（配置見直し等） 

４ 保安作業員対策（配置見直し等） 

５ 雇用形態・雇用条件関連（就業規則等） 

６ 配送体制関連（エリア分け等） 

７ 配送管理システム関連 

８ 容器の統一、共同ネーム化 

９ 合理化に係る費用負担 

10 合理化後の資金繰り 

11 余剰施設・設備（車両等）の対策 

12 その他 

 

１ 販売店対策 

２ 充てん作業員対策（配置見直し等） 

３ 配送作業員対策（配置見直し等） 

４ 保安作業員対策（配置見直し等） 

５ 雇用形態・雇用条件関連（就業規則等） 

６ 配送体制関連（エリア分け等） 

７ 配送管理システム関連 

８ 容器の統一、共同ネーム化 

９ 合理化に係る費用負担 

10 合理化後の資金繰り 

11 余剰施設・設備（車両等）の対策 

12 その他 

 

最も大きな論点（上の番号）=>      最も大きな論点（上の番号）=>      
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問１１-３ 問１１-１で「１」「２」「３」「４」のいずれかを選んだ方にお伺いします。貴社に

て実際に共同化に向けた協議・話し合いを行った中で、問題点や課題となったのはどの

ようなことですか。あてはまるものをすべて選んで○印をつけてください。 

１ 共同化計画の検討・具体化   ２ 経営層の理解・協力 

３ 現場作業員の理解・協力   ４ 構成事業者の理解・協力 

５ 関係自治体・住民等の理解・協力  ６ 事業経費の確保・捻出 

７ 事業実施、進捗管理    ８ 効果検証、計測 

９ その他（         ） 

10 特に問題点・課題はない 

 

 

問１１-４ 問１１-１で「１」「２」「３」「４」のいずれかを選んだ方にお伺いします。貴社に

て共同化に向けた協議・話し合いを進めた際、当事者同志の意思統一はうまくできまし

たか。あてはまるものを一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ うまくできた    ２ ある程度うまくできた    ３ うまくできなかった 

 

 

問１１-５ 上記問１１-４で「１」または「２」を選んだ方は、意思統一がうまくできるため

にどのような取組や工夫を行ったのか、具体的内容を下欄にご記入ください。 

また、上記問１１-４で「３」を選んだ方は、意思統一がうまくできなかった理由として

どのような要因が考えられるか、具体的内容を下欄にご記入ください。 
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問１２ 貴社におけるＬＰガス流通の合理化に向けたお考えについてお伺いします。 

問１２-１ これまで、同業他者との充填所の共同化において様々な話し合いが持たれてきたは

ずですが、実際合弁事業にまで至った例は僅かな数にとどまっています。また、共同配

送に至っては更に少ない事例しか散見できていません。ＬＰガス物流の合理化に向けた

取組がなかなか進展しない理由について、貴社ではどのようにお考えですか。あてはま

るものをすべて選んで○印をつけてください。 

１ 自社施設がまだ十分に使用が可能であるから 

２ 充てん・配送業務を廃止した場合の地元での対外的な信用問題があるから 

３ 新会社（新組織）の運営における相手先企業への信頼感が乏しいから 

４ 他社への委託を進めるとコストが現状よりも高くなるから 

５ 合理化を進めると自社施設や従業員の処遇に困るから 

６ 合理化を進めても効果が小さく効率的でないから 

７ 合理化を進めると中小事業者は大手に飲み込まれてしまうから 

８ ＬＰガスの仕入れの自由が制限されるから 

９ 雇用形態の違い（就業規則の再構築等）が大きいから 
10 合理化のための費用を捻出することができないから 

11 適当なパートナーが地域にいないから 

12 販売事業者のコンセンサスが十分得られないから 

13 将来への漠然とした不安感があるから 

14 その他（         ） 

 

問１２-２ 日本ＬＰガス団体協議会補助事業室にて実施している統廃合の事業をご存じです

か。一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 知っている     ２ 知らない 

 
   「１」を選んだ方は、事業へのお考えについて最も近いものを一つだけ選んでください。 

１ 活用したい ２ 内容を知りたい ３ 関心がない ４ その他（       ） 

 

問１２-３ 貴社では、ＬＰガス流通の合理化の取組について、どのようにお考えですか。最も

近いものを一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 積極的に推進すべきであり、自らリーダーシップを発揮したい 

２ 積極的に推進すべきであり、系列内の他社から打診があれば前向きに検討したい 

３ 積極的に推進すべきであり、他系列の事業者から打診があれば前向きに検討したい 

４ 積極的に推進すべきだが、まずは自社充てん所等の統廃合を進めたい 

５ あまり積極的ではないが、立場上推進せざるを得ない 

６ あまり積極的ではないが、条件がよければ検討したい 

７ あまり積極的ではなく、他社から打診があっても検討するつもりはない 

８ その他（         ） 
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問１３ 貴社におけるＬＰガス業界を取り巻く環境変化の認識についてお伺いします。 

問１３-１ 貴社では、ＬＰガス業界を取り巻く環境について今後どのように変化するとお考え

ですか。あてはまるものをすべて選んで○印をつけてください。 

１ 少子高齢化が進み、収益の需要構造が大きく変化する 

２ オール電化住宅着工率が更に高まる 

３ オール電化リフォームが増加していく 

４ 都市ガスへの転換率が更に増加する 

５ 同業他社への切替えが増加していく 

６ 更にＣＰ高騰、又は高値安定でＬＰＧ離れが進む 

７ ＬＰガス事業者の高齢化による商権移譲が更に増える 

８ 収益の悪化による商権移譲が増える 

９ 需要家の消費設備の購買意欲が減退し、平均的商品購入価格が低くなる 

10 その他（                               ） 

 

 

 

問１３-２ 貴社では、ＬＰガス業界を取り巻く環境変化への対応として、販売・経営に関して

どのようなことについて重点的に取組んでいこうとお考えですか。あてはまるものを選

び、優先順位の高い順に３つまで番号をご記入ください。 

１ 販売数量の拡大    ２ 顧客単位消費量・売上単価の増大 

３ 直売需要家軒数の拡大   ４ 取引販売店数の増加 

５ 自社内における営業所・事業所統廃合等の合理化推進 

６ 他者を巻き込んだ共同充てん・共同配送等の合理化推進 

７ 保安対策の強化 

８ 原料費調整制度等コストの適切な価格転嫁 

９ 省エネ・新エネ機器販売、エネルギーコンサルティング等総合エネルギー事業の展開 

10 事業の多角化（エネルギー関連事業を除く） 

11 その他（                               ） 

 

第１位 第２位 第３位 

   

 

Ⅳ．業界を取り巻く環境変化とその対応について 
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問１４ 貴社におけるバルク配送システム等に対するお考えについてお伺いします。 

問１４-１ 現在、バルク供給は生産する貯槽、バルクローリー数共に減少傾向にあり、業界全

体としては停滞している状態です。貴社では、業界として今後バルク配送は何かのきっ

かけで再び進展すると思いますか。一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 進展すると思う   ２ 進展しないと思う   ３ わからない 

 

問１４-２ 問１４-１で「１ 進展すると思う」と回答した方にお伺いします。そのように回答

されたのはどのような理由からですか。あてはまるものをすべて選んで○印をつけてく

ださい。 

１ 他エネルギーとの相対価格又はＬＰガス価格そのものが低廉化・安定化することで、

再び進展する可能性はある 

２ 業務用施設出店、集合住宅着工等の増加といった社会的環境の変化によって、再び進

展する可能性はある 

３ 充填所等の統廃合、共同配送の進捗状況によって、再び進展する可能性はある 

４ 規制緩和・助成措置によって、再び進展する可能性はある 

５ その他（         ） 

 

問１４-３ 問１４-１で「２ 進展しないと思う」と回答した方にお伺いします。そのように回

答されたのはどのような理由からですか。あてはまるものをすべて選んで○印をつけて

ください。 

１ 既存施設への投資は既に一巡し、今後は設備更新や新規物件に限定されるため 

２ 他エネルギーとの相対価格において若干優位性が出てきても、景気動向等から当面投

資は難しいため 

３ 現在の配送エリアにおける対象物件数、配送距離から見て投資効果が出ないため 

４ 現在の規制等では難しいため 

５ その他（         ） 

 

問１４-４ 貴社における今後のバルク供給システムの普及について、どのようにお考えですか。

最も近いものをすべて選んで○印をつけてください。 

１ 積極的に推進していく   ２ 限定した範囲で推進していく 

３ 需要家の要望があるものに限定する  ４ 同業他社の動向を見ながら方針を決める 

５ 一定数量になったら自社バルクローリーを所有したい 

６ 他者への委託を継続し、自社ではバルクローリーは所有しない 

７ 友好的な地域事業者間でバルクローリー共同運行を進めていく 

８ 今後もバルク供給をするつもりがない 

９ その他（           ） 
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問１５ 貴社における質量販売への取組についてお伺いします。 

問１５-１ 消費者は、ＬＰガスの料金が他のエネルギーと比較して高いというイメージを強く

持っています。その要因の一つに、使用量が少なくても発生する「基本料金」の存在が

挙げられます。貴社では、基本料金の発生しない「質量販売」について、現状、どのよ

うに取り組んでいますか。最も近いものを一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 積極的に取り組んでいる 

２ 需要家からの注文にのみ対応している 

３ 特に対応はしていない 

４ その他（           ） 

 

 

問１５-２ 近い将来、軽量性と同時に安全性、耐久性を兼ね備え、一般需要家にも取扱いが可

能なＦＲＰ容器（コンポジット容器）の普及が見込まれています。もしＦＲＰ容器（10kg

容量）がＬＰガス市場に導入された場合、質量販売についてどのように取り組みたいと

お考えですか。最も近いものを一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 積極的に取り組むつもり 

２ 現状の対応を維持する 

３ その他（           ） 
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問１６ 貴社における環境問題への取組についてお伺いします。 

問１６-１ 近年、地球温暖化などの環境問題に対処した取組が国内外で展開されています。貴

社では、環境問題への対応についてどのようにお考えですか。あてはまるものを一つだ

け選んで○印をつけてください。 

１ 環境問題に対応した取組をすでに実施している 

２ 環境問題に対応した取組を実施するための検討・準備を行っている 

３ 環境問題への対応をしたいが、何をすればよいかわからない 

４ 環境問題への対応は業界として行うべきであり、自社としての対応は考えていない 

５ 環境問題への対応の必要性を感じない 

６ その他（           ） 

 
   「１」または「２」を選んだ方は、取組の内容について具体的に記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

問１６-２ 地球温暖化防止に向け、日本では「福田ビジョン」による「低炭素社会の実現」が

大きくクローズアップされましたが、その中心施策として位置付けられたのが「太陽光

発電設備」と「太陽熱利用機器」でした。貴社では、これらの機器について販売・普及

に取り組んでいますか。あてはまるものを一つだけ選んで○印をつけてください。 

１ 太陽光発電設備、太陽熱利用機器のいずれについても販売・普及に取り組んでいる 

２ 太陽光発電設備についてのみ販売・普及に取り組んでいる 

３ 太陽熱利用機器についてのみ販売・普及に取り組んでいる 

４ いずれについても販売・普及に取り組んでいない 

５ その他（           ） 

 

 

問１６-３ 太陽光・熱利用機器は、今年度の補正予算や来年度の新規予算で大きな補助金が付

くことが見込まれます。これらの機器は、今後ＬＰガス機器との組合せなどで有効な商

材又はガス拡販ツールとなり得ると思いますか。最も近いものを一つだけ選んで○印を

つけてください。 

１ なると思わない 

２ なるかどうかわからないが、取組む体制をつくらなければ「環境」を標榜できない 

３ 環境貢献で必ず重要なアイテムとなる 

４ その他（           ） 
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問１７ 最後にお伺いします。 

電力、都市ガス等との競争の激化と共に、ＬＰガス業界自身が内包する課題も大きく顕在

化し始め、大手事業者を中心とする業界再編も表面化するようになりました。更に地球温

暖化防止への取組みが国際的テーマとなりつつある今日、ＬＰガス業界としても例外なく、

その取組への参画が求められつつあります。 

このような環境変化の中、ＬＰガス業界の生き残りの方向性として、業界内部だけではな

く異業種も含めた事業の共同化、合理化等を地域特性に合わせ実行することが挙げられま

す。 

このことに関して、貴社として日頃より考えていらっしゃることや取り組まれていること、

同業他社や業界団体、所轄官庁等に対するご意見、ご要望、ご提言など、どのようなこと

でも構いませんので何かございましたら下欄にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問は以上です。 

ご協力、誠にありがとうございました。 

 


